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決算審査特別委員会会議録 

 

平成２４年１０月４日 木曜日 

  午前１０時０１分開議 

  午後 ４時５８分閉議（実時間３５６分） 

                              

○本日の会議に付した案件 

１．議案第９９号・平成２３年度八代市一般会

計決算ほか１１件 

                              

○本日の会議に出席した者 

委 員 長  中 村 和 美 君 

副委員長  矢 本 善 彦 君 

委  員  鈴木田 幸 一 君 

委  員  田 方 芳 信 君 

委  員  田 中   茂 君 

委  員  田 中   安 君 

委  員  友 枝 和 明 君 

委  員  前 垣 信 三 君 

委  員  前 川 祥 子 君 

委  員  松 永 純 一 君 

委  員  幸 村 香代子 君 

 

※欠席委員         君 

                              

○委員外議員出席者中発言の許可を得た者 

               君 

                              

○説明員等委員（議）員外出席者 

 監査委員       小 嶋 宣 雄 君 
 
 首席審議員兼会計課長 
            野 田 信 一 君 
 (会計管理者) 
 
 
 健康福祉部長兼 
            上 田 淑 哉 君 
 福祉事務所長 
 
 
  健康福祉部次長兼 
            堀   泰 彦 君 
  福祉事務所次長 
 

  生活援護課長    小 藪   正 君 

  長寿支援課長    國 岡 雄 幸 君 

  こども未来課長   松 村   浩 君 

  はつらつ健康課長  蒲 生 尚 子 君 

 総務部 

  財政課長      岩 本 博 文 君 

 環境部長       福 田   晃 君 

  環境部次長     宮 川 正 則 君 
 
  環境部理事兼 
            今 井   晃 君 
  環境課長 
 

  環境課長補佐    武 宮   学 君 

  環境課環境保全係長 中 川 順 一 君 

  ごみ対策課長    山 口   剛 君 
 
  ごみ対策課副主幹兼 
            藤 澤 智 博 君 
  ごみ収集係長 

 建設部 

  下水道総務課長   松 本 貞 喜 君 
 
  下水道総務課長補佐兼 
            岩 坂 義 明 君 
  水洗化促進係長 
 

 農林水産部長     橋 口 尚 登 君 

  農林水産部次長   垣 下 昭 博 君 
 
  農業政策課長兼 
            黒 木 信 夫 君 
  農業委員会事務局長 
 

  水産林務課長    濱 本   親 君 
 
  水産林務課長補佐兼 
            尾 﨑 行 雄 君 
  水産係長 
 

  農業生産流通課長  橋 永 高 徳 君 
 
  農業生産流通課副主幹兼 
            田 島 良 洋 君 
  農産係長 

                              

○記録担当書記     竹 岡 雅 治 君 

            小 川 孝 浩 君 

 

（午前１０時０１分 開会） 

○委員長（中村和美君） 皆さんおはようござ

います。（｢おはようございます」と呼ぶ者あ

り） 

 定刻となり、定足数に達しておりますので、

ただいまから決算審査特別委員会を開会いたし

ます。 

 前回の委員会で、松永委員より資料請求があ

りました平成２３年度地方債の内訳に関する資

料をお手元に配付しておりますので、後ほど御
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一読ください。 

 もう一件は、しばらく時間が欲しいという執

行部の希望でございますので、御了承願いたい

と思います。 

                              

◎議案第９９号・平成２３年度八代市一般会計

決算ほか１１件 

○委員長（中村和美君） それでは、これより

議案第９９号から同第１１０号まで、すなわ

ち、平成２３年度八代市一般会計決算及び同各

特別会計決算の１２件を議題といたします。 

 本日は、お手元に配付の日程表のとおり、議

案第９９号・平成２３年度八代市一般会計決算

のうち、歳出の第３款・民生費、第４款・衛生

費、第５款・農林水産業費及び第１０款・災害

復旧費中、農林水産部関係について審査を予定

しておりますので、御協力をお願いいたしま

す。 

 それでは、まず、第３款・民生費について一

括して説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。おはようございます。（｢おはようご

ざいます」と呼ぶ者あり）健康福祉部の上田で

ございます。 

 まず、御審査いただく前に、健康福祉部が所

管します第３款・民生費、それから第４款・衛

生費につきまして、２３年度の決算について、

私のほうから総括をさせていただきたいと思い

ます。座って説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 まず、一般会計歳入歳出決算書、こちらの分

なんですけども、こちらの３ページをごらんい

ただきたいと思います。 

 ３ページになりますが、歳出総額５３３億２

７４７万円のうち、１４ページになります。お

願いします。 

 １４ページの上から３段目、民生費になりま

すけども、民生費の決算額が１８９億８３９３

万円となっており、その割合は全体の３５.６

％を占めております。また、前年度決算と比較

いたしまして、４ポイントの増となっておりま

す。中でも、この生活保護費は２６億１６３５

万円となり、対前年度比で３億１２４８万円、

率にして１１.８ポイントの増となっておりま

す。このまま高齢化や核家族化の進行ととも

に、景気が回復し、雇用状況が安定しない限

り、この状況はしばらくは続くものと思われま

す。 

 また、その下の災害救助費では、記憶に新し

いと思いますが、昨年の東日本大震災支援のた

めの救援物資としての半畳置き畳や職員の人的

派遣にかかわるものとして４１２６万円を支出

いたしております。 

 そのような中、高齢化の進行とともに介護を

必要とする要介護認定者も急増し、介護老人福

祉施設や老人保健施設の入所者もふえ、介護保

険財政を圧迫している状況です。 

 しかし、一方では、この主要施策の成果に関

する調書を見ていただきたいと思います。主要

施策の調書を見ていただければと思います。 

 ２４ページになりますが、下から４段目の老

人福祉施設入所措置委託、これは身辺が自立し

ている人で、環境上の理由、あるいは経済的な

理由により自宅で生活することができない高齢

者を養護老人ホームに入所措置するものです

が、対前年度比で１３３５万円の減となってお

ります。その主な理由としましては、近年広く

整備されております有料老人ホームやグループ

ホーム等がその受け皿となっているものと思わ

れます。 

 次に、２６ページをお開きいただきたいと思

います。 

 ２６ページの上から３段目でありますが、社
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会福祉団体育成事業では、対前年比３１２０万

円の減額となっております。これは、社会福祉

協議会に対する補助金の削減と指定管理者であ

る社会福祉事業団への補助金を廃止したことに

よるものであります。このことにより、社会福

祉事業団にとっては厳しい運営となりますもの

の、将来の民営化に向けての自立の助長につな

がるものと思っております。 

 次に、障害者施策に関しましては、２８ペー

ジになりますが、一番上の段、障害福祉サービ

ス給付費が、対前年度比で９５０７万円の増と

なり、その２段下の更生医療給付費では、２６

６０万円の増となっております。この要因とし

ましては、障害者自立支援法に基づく障害福祉

サービスの周知が進み、その利用者が伸びてき

ていること、また、更生医療につきましては、

高額な医療費を要する人工透析を受ける患者が

ふえてきていることなどであります。昨年も申

し上げましたが、特に、この人工透析は糖尿病

などの生活習慣病に起因することが多く、多額

の医療費を要しますので、その予防策として、

現在、重症化する前での保健指導を徹底してい

るところであります。 

 また、御承知のとおり、障害者自立支援法に

かわって、平成２５年度から障害者総合支援法

が施行され、新たな障害者の定義に難病などが

加わる予定でありますので、現在それに対応す

べく体制づくりを進めているところでありま

す。 

 次に、子育て支援施策に関しましては、３２

ページになりますが、子ども手当では法改正に

より昨年１０月から給付費が変更となっており

ます。これについては、後ほど詳しく説明があ

るかと思います。 

 また、その下の段のひとり親家庭に支給され

る児童扶養手当の給付費は、近年さまざまな事

情から母子家庭や父子家庭といったひとり親家

庭となるケースがふえてきておりますので、対

前年度比で４６５６万円の増となっておりま

す。今後、経済的支援や就業支援はもとより、

相談支援、そして地域の支援が重要となってき

ております。 

 一方、その下の段の公立保育所運営費では、

公立保育所への入所者の減により、対前年度比

で１３９６万円の減額となる反面、３３ページ

の私立保育所児童保育委託では、対前年度比で

１８２２万円の伸びとなっております。これ

は、延長保育や土曜日の１日保育などのニーズ

が高まっておりますので、今後とも私立保育所

への入所利用が増加すると思われます。 

 次に、３４ページの生活保護費でありますけ

れども、これは先ほど申しましたように、決算

額が大きく伸びており歯どめがかからない状態

となっております。この現象は、全国的な傾向

であります。最後のセーフティネットとしての

適正な保護行政を行うための、さらなる体制整

備が急務となっております。 

 それから、もう一回、この決算書を見ていた

だきたいと思います。 

 決算書の１１９ページになりますけれども、

１１９ページの繰出金、ちょうど真ん中付近に

なっております。 

 民生費の一般会計からの繰出金に関しまして

は、介護保険特別会計繰出金では１８億１７２

４万円となっておりますが、前年度と比較いた

しまして５０２４万円、また、後期高齢者医療

特別会計繰出金では１２７５万円と、いずれも

増額となっております。これは、高齢化に伴う

保険給付費の伸びや保険基盤安定繰入金の増額

によるものが、主な原因であります。 

 一方、国民健康保険特別会計繰出金では、対

前年度比３１４７万円の減となっております

が、逆に、これは保険基盤安定繰入金及び保険

財政安定化支援事業繰入金の減額が主な要因で

あります。 

 以上でありますけれども、今後とも民生費に
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ついてはふえ続けると予想され、人口減少の

中、高齢化率も５年後の平成２９年には３３.

２％になると推定されております。このことか

ら、将来にわたって本市の財政状況に大きな影

響を及ぼしてくると思われます。そういった中

で、国の財政的な支援を要望する一方で、本市

における高齢者の健康づくりや介護予防施策の

推進、さらには各種事業の見直しや行財政改革

等を早急に進めていく必要があると思っており

ます。 

 以上、民生費の総括とさせていただきます。 

 続きまして、衛生費でありますけれども、も

う一回この決算資料の１４ページをごらんいた

だきたいと思います。 

 衛生費、民生費の下になりますけども、衛生

費です。 

 第４款中、衛生費中の保健衛生費になります

けれども、保健衛生費は１５億７１４万円の支

出済み額となっており、対前年度比で１億５９

０２万円、率にして１１.８ポイントの増とな

っております。なお、この保健衛生費には、環

境部所管の狂犬病予防対策が目２の予防費に、

また、目３の斎場管理費が含まれておりますこ

とを申し添えておきます。 

 次に、この主要施策の成果に関する調書でい

きます。済みません、たびたび変わりまして。 

 主要施策の成果に関する調書の３５ページか

ら３７ページまでとなります。 

 まず、健康増進事業の各種がん検診におきま

しては、前年度の受診率を若干下回っており、

早期発見、早期治療に結びつけるためにも、さ

らなる受診率向上を目指し、受診しやすい体制

づくりに努めてまいりたいと考えております。 

 特に昨年度は、国の指針にのっとり、新たに

４０歳からの５歳刻みを対象とした肝炎ウイル

ス検診と働く世代の大腸がん検診を開始いたし

ましたものの、目標の受診率までは届かなかっ

たのが現状であります。 

 また、３７ページになりますけれども、３７

ページの上から２段目です。 

 地域福祉保健センター施設整備費として、千

丁地域福祉保健センター、いわゆるパトリア千

丁で、御承知のように、昨年３月、打たせ湯天

井パネルの一部落下事故に伴い、施設の改修工

事を行ったものでありますが、その上の、ほか

にもですね、上の段にありますけれども、この

きめ細かな交付金事業として、東陽地域福祉保

健センターの空調の改修工事等が入っておりま

す。そのほかにも、民生費でありましたよう

に、各地域の福祉センターがあり、それぞれ老

朽化しておりますことから、随時大規模な修繕

が発生しており、施設の維持管理に苦慮してい

るところであります。 

 次に、下の段になりますけれども、各種予防

接種事業でありますけれども、予防接種につき

ましては、従来からの予防接種に加え、国のワ

クチン接種緊急促進事業として、昨年３月から

実施しました子宮頸がん、Ｈｉｂワクチン、肺

炎球菌ワクチンの予防接種におきましては、一

時ワクチンの供給不足や直接的な因果関係はな

いものの死亡事案などもありましたので、接種

者数が伸び悩みましたが、今年度は昨年度を大

きく上回って接種者数が伸びております。感染

症の予防、そして子供たちの健全育成を図る上

でも、今後もさまざまな場を活用して周知を図

ってまいりたいと考えております。 

 それから、決算書の、もう一回済みません、

恐れ入ります、決算書の１３９ページなりま

す。 

 衛生費からの繰出金に関しましては、一番下

のほうになります。１３９ページの一番下にな

りますけれども、衛生費からの繰出金に関しま

しては、簡易水道事業特別会計繰出金では、対

前年度比１０５４万円の増額となっておりま

す。これは、新たな簡易水道過疎債の起債償還

が開始されたことが主な要因です。一方、診療
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所特別会計・水道事業特別会計・病院事業特別

会計繰出金では、いずれも対前年度比では減額

となっております。特に、病院事業会計では、

その減額の主な要因としましては、結核病床不

採算分で結核の入院患者がふえたことによるも

のであります。 

 以上でありますが、健康づくりは、市民の皆

さんみずからが、自分の健康は自分でつくり守

るという意識を持ち、実践することが何よりも

重要なことであります。そのことが、ひいては

医療費の削減にもつながるものと思っておりま

す。そのために、私ども知恵を出し合いなが

ら、市民の健康づくりのお手伝いをしてまいり

たいと考えております。 

 以上、総括とさせていただきます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 失礼します。 

○委員長（中村和美君） 御苦労でした。 

 はい、堀健康福祉部次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。おはようございます。（｢おはよ

うございます」と呼ぶ者あり）健康福祉部の堀

でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、説明は、座らせていただき、続け

させていただきます。 

○委員長（中村和美君） どうぞ。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 平成２３年度八代市一般会計決算、健康

福祉部が所管いたします平成２３年度一般会計

決算につきまして御説明いたします。 

 平成２３年度における主要な施策の成果に関

する調書及び土地開発基金の運用状況に関する

調書をごらんください。 

 項目数が多いため、主にこちらの書類を中心

に説明させていただきます。項目としては、決

算額の大きいもの、事業の特徴的なもの、また

２３年度単独・単年度事業についてを中心に説

明させていただきます。 

 ２４ページをお願いいたします。 

 民生委員・児童委員関係事業は、民生委員、

児童委員２８２人、主任児童委員３８人、合わ

せて３２０人の方々の活動に要する経費でござ

いまして、２２５４万９０００円を支出いたし

ました。決算額が２２年度より７２万６０００

円減少しておりますが、これは２２年度が３年

に１度の一斉改選が行われていたため、選考の

ための報償費等が減となったものでございま

す。 

 次の項目、介護施設等スプリンクラー整備特

別対策事業補助金――これは熊本県介護施設等

スプリンクラー整備特別対策事業補助金交付要

領により、地域密着型サービス、介護予防拠点

などの介護サービス基盤を整備するための補助

でございます。小規模多機能型居宅介護事業所

には、消防法施行令改正に伴いますスプリンク

ラー設置義務はありませんが、利用者が安心し

てサービスの利用ができるよう、既存施設であ

ってスプリンクラー未設置の事業所に対して、

整備を行う場合に経費を助成したものでござい

ます。 

 平成２３年度末までに、延べ床面積２７５平

方メートル以上の小規模福祉施設に、スプリン

クラー設置義務化に伴う先進的事業の追加交付

金、介護施設等スプリンクラー整備特別対策事

業補助金１１４５万５０００円は１０分の１０

の補助でございます。 

 今回は、この認知症高齢者グループホームに

対して、平成２３年度から補助対象となりまし

た消防法による設置義務のない延べ床面積２７

５平方メートル未満の施設、２施設に対しまし

て、スプリンクラーを設置いたしたものでござ

います。対象施設は、あいと八代のぞみでござ

います。 

 次に、感知器により熱や煙で火災を検知し、

ベルの鳴動で建物内に報知する――お知らせす

る自動火災通報装置を７カ所設置いたしており
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ます。対象施設は、あい、喫茶去、氷川もみ

じ、ざぼん実、ざぼん花、まどか、きずなの郷

の７カ所でございます。 

 次に、非常通報装置の作動と連動し、１１９

番へ通報しますシステムを８カ所に設置いたし

ております。対象施設は、喫茶去、ま心、氷川

もみじ、ざぼん実、ざぼん花、まどか、八代の

ぞみ、きずなの郷でございます。 

 次の項目に移りまして、認知症高齢者グルー

プホーム等防災改修等特別対策事業補助金、―

―これは２２年度４月時点で、認知症高齢者グ

ループホーム１２事業者全てを点検し、１カ所

のみが防災補修などの改修が必要との結果を得

まして、防火壁を構築する必要があるとの整備

計画により、熊本県認知症高齢者グループホー

ム等防災改修等特別対策事業補助金交付要領に

基づき、全額県の補助内示を受け、９月補正に

てお願いいたしたもので、防火壁の構築を行っ

たものでございます。 

 次の項目、後期高齢者医療広域連合負担金で

は、１５億５２９４万８０００円を支出いたし

ました。 

 これは、平成２０年度から開始され、７５歳

以上の後期高齢者を対象といたします都道府県

を１つの単位として全市町村が加入する広域連

合により制度運営がなされているものでござい

ます。その広域連合の人件費や事務経費を各市

町村の共通経費として、また、後期高齢者に係

る療養給付費負担金として負担するものであり

ます。 

 事業の概要欄でございますが、共通経費とし

て均等割１０％で１５０万４０００円、高齢者

人口割５０％で２７６８万６０００円、人口割

が４０％でございまして１９８７万３０００

円、医療経費として療養給付費負担金１５億３

８８万５０００円を支出しております。なお、

前年度と比較いたしまして３０５１万２０００

円の伸びとなっておりますのは、主に、被保険

者数の増加及び１人当たりの医療給付費の増加

によるものでございます。 

 １つ、２つ、３つ飛ばさせていただきまし

て、敬老会運営補助金でございますが、１９９

８万３０００円を支出いたしております。 

 これは、各校区の敬老会の運営に対する助成

でございまして、対象者は２万５２０人でござ

いました。補助金２０００万円に対し、７６歳

以上の対象者として、地区当たりの補助金を交

付いたしております。 

 ページをおめくりいただきまして、２５ペー

ジでございますが、次のシルバー人材センター

運営費補助金は、高齢者就業機会確保事業費等

補助金でございまして、前年度同額の１６１７

万円を支出いたしました。会員数は、２３年度

末で１０６１人となり、前年度より３３人の減

員となっております。 

 次の項目は、老人クラブ事業補助金では、１

７８の老人クラブに対する活動助成などに７３

８万９０００円を支出いたしました。国県支出

金４９２万５０００円は、補助率３分の２の県

補助金でございます。 

 １つ、２つ飛びまして、全国健康福祉祭（ね

んりんピック）くまもと大会事業でございま

す。八代市負担金１７００万円を支出しており

ますが、事業内容について御説明いたします

と、ねんりんピックは、高齢者を中心とする健

康づくりや生きがいづくりの高揚、社会参加の

促進を目的とした昭和６３年にスタートした全

国規模の祭典でございまして、６０歳以上の方

々を中心として毎年開催されているものでござ

います。 

 ２３年度は、第２４回全国健康福祉祭くまも

と大会、ねんりんピック２０１１（ふれ愛）熊

本、――２０１１と書いて、ふれあいと読ませ

ておりますが、――として熊本県下９市４町

で、スポーツや文化の交流大会２２種目が開催

されました。日程は平成２３年１０月１５日か
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ら１８日まで、全国から選手や応援の方々が熊

本を訪れられました。 

 八代市における大会の内容は、日程が１０月

１５日、土曜から１７日、月曜までで、ゲート

ボール競技は日奈久ドリームランド「シー・湯

・遊」におきまして、全国から延べ５０３２人

の御参加を得、ソフトバレーボールは八代市総

合体育館におきまして、延べ２７１７人の御参

加を得、全国から並びに県内からの応援の方々

の参加を得まして、盛大に開催されたものでご

ざいます。この負担金は、八代市ねんりんピッ

ク実行委員会に対して支出されており、県実行

委員会からの補助金１８１２万８０００円と合

わせまして、会場設営、選手送迎やボランティ

ア運営経費などに支出されたもので、同委員会

では平成２４年１月２６日総会におきまして決

算報告が行われ、全会一致で了承をされており

ます。 

 次の項目ですが、認知症施策総合推進事業で

は、５９９万９０００円を支出しております。 

 本事業は、認知症本人及びその家族を支援す

るため、地域のネットワークづくりを推進し、

認知症になっても安心して暮らせる地域づくり

を目的に行っております。平成２１年度から２

２年度までは県の委託事業でありまして、２３

年度は市単独事業として継続して行っておりま

す。 

 簡単に、２１年度は、サポーター講座６８回

開催、延べ３２２３人の認知症サポーターの育

成を行いました。２２年度は、同じく講座が１

２３回、サポーター育成が４１４７人の育成を

行っております。２３年度におきましては、サ

ポーター講座８３回開催し、延べ２７５２人の

サポーターの育成を行い、ネットワークづくり

を進めることができたと考えております。３年

間のトータルとしましては２８４回、延べ１万

１５５４人の認知症サポーターの育成がかなっ

たところでございます。人口比では、サポータ

ー育成数が、熊本県は全国トップでございま

す。 

 また、２３年度６月補正をお願いしました

が、新たに認知症対策等総合支援事業として、

一つ、認知症の方に対し状態に応じた適切なサ

ービスが提供されますよう医療・介護・地域支

援サービスの連携を図る。一つ、認知症地域支

援推進員を中心に、認知症の人やその家族を支

援する事業を実施するという内容で、あさひ園

に委託しまして、さらなる認知症対策の充実を

図ったものでございます。財源は、県補助金１

０分の１０でございます。 

 一番下の項目ですが、保寿寮管理運営委託

は、養護老人ホーム保寿寮を、八代市社会福祉

事業団を指定管理者として委託し、１億１０４

９万３０００円を支出しております。 

 大変申しわけございませんが、資料の訂正を

お願いいたします。 

 主要成果調書では、その他特定財源１０５７

万４０００円と一般財源を９９９１万９０００

円となっておりますが、その他の特定財源を１

３０７万７０００円に御訂正をお願いします。

１３０７万７０００円でございます。正誤表が

出ておりますが、一般財源を９７４１万６００

０円。一般財源を９７４１万６０００円に御訂

正をお願い申し上げます。 

 決算額合計は変更ありません。他市町村の委

託納付金を誤って一般財源として算出していた

ものによるものです。その他の特定財源１３０

７万７０００円は、入所者負担金と他市町村の

委託納付金で構成されているものでございま

す。 

 ２６ページをお開きくださいませ。 

 １つ、２つ飛ばせていただき、社会福祉団体

育成事業でございますが、９３８７万３０００

円を支出いたしました。前年度と比較いたしま

して、３１２０万２０００円の減となっており

ます。主なものは、社会福祉協議会活動補助金
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の９３２０万５０００円で、社会福祉協議会事

務局職員２０名分の人件費補助でございます。

昨年度は、１億８４０万円でしたので、１５１

９万５０００円の減となっております。 

 また、２３年度から社会福祉事業団への補助

金を廃止いたしております。昨年度額は１４９

３万円でしたが、これは２３年度から、希望の

里たいようの指定管理者として委託したことに

よる補助金の廃止でございます。 

 次に、３つ飛ばさせていただきまして、災害

時要援護者地域支え合い体制づくり事業でござ

いますが、財源が県補助金１０分の１０の単年

度事業ですが、地域福祉の拠点として、要援護

者、高齢者や障害者などに配慮した設備や専門

スタッフを有する社会福祉施設・介護施設の機

能を活用し、災害時における要援護者を中心と

した地域住民に対する支援体制を構築するとい

うもので、事業の内容といたしましては、災害

発生時に、市が協力要請を行い開設いたします

八代市福祉避難所――市内の社会福祉施設や介

護施設でございますが、そのうち１６施設にお

きまして、収納式カウチベッドや車椅子、歩行

器、担架、ポータブルトイレなどを各施設４個

ずつ、さらに、発電機やハロゲンライトなど

と、その備蓄倉庫を配備し、災害時に備えるこ

とといたしました。また、災害時要援護者地域

支え合い体制づくり協議会の開催、情報の共有

化、支援体制の構築を図るものでございます。 

 １ページめくりまして、２７ページをお願い

いたします。 

 住宅手当緊急特別措置事業につきましても、

資料の訂正をお願いいたします。 

 決算額と財源内訳の国県支出金についてです

が、８７７万６０００円と記載しております

が、大変申しわけございません。８７７万５０

００円に御訂正をお願いいたします。及び事業

の概要の中の嘱託職員経費の部分が１４３万９

０００円としておりますが、これを１４３万８

０００円に御訂正方お願い申し上げます。大変

申しわけございませんでした。 

 さて、本事業は、平成２１年１１月から新た

に施行されました制度です。生活保護事業とは

別に、第二のセーフティネットとして、経済不

況に伴うリストラや派遣切りなどで住宅をなく

したり、そのおそれのある者に対する国の住宅

・生活支援対策事業として実施しているもので

す。平成２３年度は、住宅確保・就労支援員を

１名雇用し、５８世帯に対し、延べ２４６月分

の家賃を支給しております。なお、財源といた

しましては、熊本県の緊急雇用創出基金市町村

補助金（住まい対策分）により１０分の１０が

手当てされており、平成２３年度は８７７万５

０００円全額の補助金を受けて実施を行ってい

るものでございます。 

 次の項目ですが、特別障害者手当等給付費

は、６５２２万６０００円を支出いたしまし

た。 

 この事業は、常時特別な介護を要する２０歳

以上の在宅の障害者に月額２万６４４０円を、

また２０歳未満の障害児に月額１万４３８０円

を、さらに障害基礎年金創設前に福祉手当の給

付を受けていた方への経過的福祉手当として月

額１万４３８０円を支給する制度でございま

す。前年度より２１１万８０００円ほど減額と

なっておりますのは、手当受給者がやや減少傾

向にあったものです。国県支出金は、国の特別

障害者手当等給付費負担金４８９０万４０００

円と、同じく国の特別児童扶養手当事務取扱交

付金３３万円で構成されております。 

 重度心身障がい者（児）医療費助成では、２

億９４８７万８０００円を支出いたしました。 

 この事業は、重度心身障害者・障害児の医療

費の自己負担軽減を図るもので、対象者は身体

障害者手帳１級・２級、知的障害の療育手帳Ａ

１及びＡ２、福祉手当受給者、精神障害者保健

福祉手帳１級を所持している方でございます。
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国県支出金１億４８３１万７０００円は、補助

率２分の１の県補助金でございます。 

 １つ飛ばさせていただきまして、２８ページ

をお願いいたします。 

 障害福祉サービス給付費は、１５億２０５７

万７０００円を支出いたしました。 

 これは、障害者自立支援法に基づく福祉サー

ビス費を給付するものであります。右の事業概

要にありますとおり、居宅介護から施設入所支

援までの介護給付と自立訓練から共同生活援助

までの訓練等給付があります。また、最も大き

な給付額としましては、上から５番目の生活介

護は、昨年より９１３人増加し、２０５８人と

なり、給付費は１億４１９７万５０００円の増

額となり、３億９７２６万円となっておりま

す。 

 次に、さらに４番下の施設入所支援が、昨年

より６０８人増加し、１７０５人となり、給付

費は５７８８万７０００円増額となり、１億６

３３６万１０００円となっております。 

 反対に、６番下の旧法施設支援は、９３８人

減少し、１３２２人となり、給付費は１億９５

５２万２０００円減少し、２億７７３３万５０

００円となっております。 

 これは、障害者自立支援法が平成１８年度に

施行されましたが、その際、旧体系の事業所が

新法に適合した事業体系に移行する経過措置期

間が設けられたものでございます。平成２３年

度がその最終年度に当たったことから、旧法施

設支援が大幅に減少し、その主な移行先であり

ます新しい生活介護と施設入所支援が増加した

ものでございます。 

 また、注目すべきは、就労継続支援Ａ型、就

労継続支援Ｂ型ともに、１７０人ずつ前年度か

ら増加しておりますのは、既存の事業所が定員

をふやしたり、新たな事業所の開設により利用

者数が増加したものでございます。今後も、障

害者のため、６月定例会での中村議員の一般質

問にもありましたように、障害者の就労促進を

期待しているところでもございます。 

 なお、前年度決算額より、９５０７万２００

０円ほど増額となっております主な要因としま

しては、各サービスの利用者が増となったとこ

ろによるものでございます。 

 財源は、国県支出金１１億３７７３万１００

０円の内訳は、国負担金、障害者自立支援給付

費負担金２分の１、７億５８７０万９０００

円、県負担金、障害者自立支援給付費負担金４

分の１負担で３億７９０２万２０００円となっ

ているものでございます。 

 １つ飛びまして、更生医療給付費は、１億５

６６５万円を支出いたしました。 

 この事業は、身体障害者の機能障害の軽減、

あるいは改善のための医療を指定医療機関にて

受けることができるもので、人工透析や心臓手

術などが、この給付の対象となっております。 

 国県支出金は、負担率２分の１の国庫負担

金、障害者医療費負担金８６６８万５０００円

と、同じく４分の１の県負担金、障害者医療費

負担金４３３４万３０００円でございます。 

 なお、前年度決算額と比較いたしまして２６

６０万２０００円ほど増額となっておりますの

は、本制度を利用しなければならない生活保護

受給者の給付が増加したことであります。な

お、３月補正にて１９８３万円の補正をお願い

いたしましたが、途中で２名の患者様がお亡く

なりになったためなどの要素により不用額４５

２万４０００円が生じておりますので、御報告

いたします。 

 １つ、２つ、３つ飛ばしまして、次のページ

に移りますが、地域生活支援事業となります。

１億１１４９万円を支出いたしております。 

 本事業は、障害者自立支援法第７７条に定め

る市町村の実施事業となります。在宅の障害者

の日中活動を支援する地域活動支援センター事

業、相談支援事業、日常生活用具給付事業、コ
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ミュニケーション支援事業、移動支援事業の５

事業を必須とし、訪問入浴サービスや日中一時

支援事業などを選択事業として実施するもので

ございます。 

 ４カ所の地域活動支援センターへの委託料３

０２０万円や２カ所の相談支援事業所への委託

料１７１４万７０００円、日常生活用具給付事

業２４５５万７０００円、また日中一時支援事

業２１０５万２０００円などでございます。 

 国県支出金５２９７万８０００円の内訳は、

補助率２分の１の国庫補助金３５３０万７００

０円、同じく４分の１の県補助金１７６７万１

０００円でございます。その他特定財源４６４

万４０００円は、相談支援事業及び地域活動支

援センター利用にかかわります氷川町の負担金

となっております。 

 なお、前年度と比較いたしまして３９１万７

０００円ほど増額となっておりますのは、日中

一時支援事業――これは自宅で介護を行う人の

ために、障害者を施設などで日帰りで一時預か

りを行うものでございますが、この件数が大幅

に増加しており、この分だけで、回数で１０６

９回、決算額で２５９万７０００円増加してい

るものでございます。 

 次の項目ですが、障害者自立支援特別対策事

業では、３４５２万８０００円を支出しており

ます。 

 これは、障害者自立支援法の本格施行による

利用者負担や施設運営などに対する全国的な議

論を受けまして、障害者自立支援法を円滑に施

行するため、平成１８年度から実施された激変

緩和措置でございまして、前年度比２００９万

１０００円の増となっております。この特別対

策事業は、施設通所者の送迎に係る費用の負担

軽減を図る通所者サービス利用促進事業、ま

た、新法施行に伴う移行時運営安定化事業など

でございます。それぞれ事業によって補助率は

異なりますが、２７５２万９０００円を県の障

害者自立支援特別対策事業補助金４分の３で賄

っております。 

 １つ、２つ、飛びさせていただき、次のペー

ジとなります。３０ページをお願いいたしま

す。 

 病児・病後児保育事業は、病気中、あるいは

病後で保育園、幼稚園、学校などに行けない児

童を、保護者が仕事などの理由により家庭で養

育できない場合などに、一時的な預かりを行う

ものでございます。 

 郡築十二番町にありますキッズルーム、横手

新町にありますキッズケアホームの２カ所に対

し、１１６５万９０００円を支出いたしまし

た。延べ７０１人が利用しております。 

 国県支出金７８２万２０００円は、補助率３

分の２の県補助金でございます。 

 キッズルーム利用者の減は、平成２３年度委

託しております八代乳児院が全面的な改築を行

われまして、８月から２４年３月までの９カ月

間利用できなかったため、前年比１４０人の減

となっております。その分、キッズケアホーム

におきましては、前年度３２６人から２３年度

は６１２人に、２８６人の利用増となっており

ます。 

 次の項目ですが、母子生活支援施設入所措置

委託でございますが、７６７万６０００円の支

出で、ＤＶ被害などの措置でございます。３世

帯８名を県外３カ所の施設に、また１世帯２名

を県内施設に措置いたしました。 

 国県支出金５５０万５０００円の内訳は、国

庫負担金２分の１と県負担金４分の１でござい

ます。 

 措置者数は、４世帯１０名でありますが、２

１年度は延べ１７カ月分の措置、２２年度は延

べ３０カ月分の措置でしたが、２３年度は延べ

３３カ月分の措置を行っております。 

 １つ、２つ飛ばせていただき、ひとり親家庭

等医療費助成でございますが、ひとり親家庭の
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経済的負担の軽減を図るため、ひとり親家庭の

父または母と、その子供の医療費の自己負担の

３分の２を助成するものでございます。３７８

４万６０００円を支出し、国県支出金１８５０

万８０００円は補助率２分の１の県補助金でご

ざいます。 

 次の項目ですが、母子家庭等自立支援対策事

業は、３４０９万９０００円を支出しておりま

す。 

 これは、母子家庭等の自立に有利な情報提供

や資格取得に要する受講費助成及び職業能力の

向上及び求職活動に関する支援を行うものでご

ざいます。 

 また、母子家庭等で病気などの理由により、

一時的に介護や保育サービスの必要性が生じた

場合などに、家庭生活支援員を派遣し、生活援

助や子育て支援を行うものでございます。 

 国県支出金２４５５万１０００円の内訳は、

国給付金５４８万９０００円、県補助金１９０

６万２０００円でございます。 

 執行が昨年度より１６４３万７０００円増加

いたしましたのは、主に訓練促進給付金が１６

５１万７０００円増加したことで、前年度の１

２件、延べ１２７月分から、２３年度は２２

件、延べ２５４月まで増加したことによるもの

でございます。これは、ハローワークでの助

言、看護学校などのＰＲ、広報の成果などが上

がっているものと思われます。 

 ３１ページをお願いいたします。 

 こどもプラザ事業では、９１４万６０００円

を支出しております。 

 これは、八代市中心市街地活性化基本計画に

おける福祉施設として、つどいの広場事業を行

う、こどもプラザ・すくすくを、本町三丁目に

あります八代ショッピングセンター２階に開設

しておりますが、延べ９１０３人の方に御利用

いただいております。 

 また、同施設内には、地域において、育児の

援助を利用したい人と提供したい人が会員とな

り、育児について相互に助け合う会員組織のフ

ァミリー・サポート・センターの事務局を設置

しております。 

 国県支出金４５７万２０００円は、国からの

交付金、次世代育成支援対策交付金でございま

す。 

 次の、地域子育て創生事業は、６５０万５０

００円を支出しております。 

 これは、県の安心こども基金からの補助金、

地域子育て創生事業補助金１０分の１０を活用

して、地域の子育て力を高めるための支援を行

う事業であります。 

 事業の概要の主なものを申し上げますと、放

課後児童クラブの環境整備事業として、２６ク

ラブ中、既に整備がしてございますクラブを除

いた２２クラブに対しまして、ＡＥＤ、防犯セ

ンサーライト、防犯カメラ、空気清浄機、熊本

県産置き畳などを、１カ所３０万円を限度とし

て補助したものでございます。 

 ３２ページをお願いいたします。 

 それでは、子ども手当でございますが、平成

２２年度等における子ども手当の支給に関する

法律に基づきまして、次代の社会を担う子供の

健やかな育ちを支援するため、子ども手当を支

給するものでございます。 

 ２１年度までの児童手当は、対象者が小学校

までだったものから、２２年４月からの子ども

手当では中学校卒業までに拡大し、所得制限が

廃止され、支給額が一律１万３０００円に拡大

したものでございます。これが、平成２３年９

月まで続いております。さらに、平成２３年１

０月分から子ども手当制度の変更がありまし

て、これまでの子供１人当たりの支給額が、月

額１万３０００円であったものが、１０月以降

は、ゼロ歳から３歳未満１人月額１万５０００

円、３歳から小学生の第１子と第２子は１人月

額１万円、第３子以降は１人月額１万５０００
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円、中学生は１人月額１万円となりました。執

行額は、支給月が６月、１０月、２月でありま

すため、２３年２月から２４年１月分までの１

２カ月分を支払い、２３億９５９７万４０００

円となったものでございます。 

 財源といたしましては、子ども手当国庫負担

金１８億２３２６万９０００円、子ども手当の

県負担金としましては２億７６５１万４０００

円で、合わせて２０億９９７８万３０００円と

なっております。 

 なお、決算から離れますが、２４年４月から

は、子ども手当から児童手当に制度が変更さ

れ、２４年６月からは、また所得制限が導入さ

れておりますことを申し伝えます。 

 なお、補足として申し上げますと、子ども手

当だけの項目と比較いたしますと、前年度比２

億９２７９万５０００円の増となっております

が、先ほど申し上げましたように、２２年度に

児童手当から子ども手当に制度変更が行われて

おりますため、前の項目の児童手当の２２年２

月分と３月分の児童手当、平成２２年度の決算

額が１億７４８６万円ですが、２２年度の子ど

も手当と合わせた決算額を、２３年度の子ども

手当決算額と比較いたしますと、１億３１７９

万５０００円の増額となっておりますことを御

報告いたします。 

 次の児童扶養手当は、父母の離婚などによ

り、父または母と生計を同じくしていない母子

家庭または父子家庭等に支給されるものでござ

います。児童１人のとき全部支給で月額４万１

５５０円、２人目は５０００円加算、３人目以

降は３０００円の加算となっております。一部

支給は、母親等の所得に応じて減額されます。 

 ７億９１９５万８０００円を支出し、財源の

国県支出金２億６３３２万７０００円は、負担

率３分の１の国負担金でございます。前年度決

算と比較いたしますと、４６５５万９０００円

ほど増額となっておりますのは、受給対象者が

月平均で１０９人増加したことが、その要因で

ございます。 

 次の公立保育所運営費は、僻地保育所１園を

含みます公立１５園の運営費でございまして、

延べ８４１１人を保育し、７億９９２０万５０

００円を支出しました。その主なものは、保育

所職員の人件費５億４２９３万４０００円、臨

時職員賃金などの１億８８４万２０００円、給

食の賄い材料費、光熱水などの需用費９１５４

万９０００円、給食業務や機械警備などの委託

料２９４３万９０００円でございます。 

 特定財源の国県支出金４８７万７０００円

は、多子世帯子育て支援事業費の県補助金４２

６万１０００円などが主なものでございます。

その他の特定財源１億４４２７万７０００円

は、保育料１億２７９１万２０００円、他市町

村からの保育委託料７４２万９０００円、職員

給食費８５１万８０００円などでございます。

不用額の１６５８万９０００円は、園児数の減

などによります臨時保育士の不用となった賃金

８９９万７０００円、給食材料費２５５万４０

００円及び育児休業による職員給与等の減少３

０４万２０００円によるものが主なものでござ

います。 

 次の公立保育所耐震改修事業は、昭和５６年

５月３１日までに建築確認を経て建設されまし

た保育所で、非木造の２階建て以上または延べ

床面積２００平方メートル以上の公立保育園１

４園中６園を、平成２２年度に耐震診断を行っ

ております。 

 これは、公立保育所民営化等計画策定のため

の一環の作業でございましたが、結果、白島ぎ

んが保育園のみが補強が必要との診断を得まし

たので、保護者、地域住民の方等への説明終了

後、２３年度６月補正にて耐震改修工事実施設

計費の計上をお願いしたものでございます。こ

の基本設計の成果物により、２４年度ただいま

同保育園の耐震化工事を行っているところでご
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ざいます。 

 １つ飛びまして、次のページの、また次の項

目となりますが、３３ページの私立保育所児童

保育委託では、３５億９９４３万２０００円を

支出しました。市内４４カ所、市外２３カ所の

私立保育所に、延べ４万５３６２人の保育を委

託したものでございます。 

 国県支出金１８億９３８１万７０００円は、

負担率２分の１の国庫負担金１２億４６７２万

８０００円、４分の１の県負担金６億２３３６

万４０００円、多子世帯子育て支援事業費補助

金のうち、県２３７２万５０００円でございま

す。その他の特定財源６億６３７９万２０００

円は、保育料でございます。決算額が、前年度

比１８２２万６０００円の増となっております

のは、私立保育園の入園児童が実人員１１７

名、延べ１０４６人増加したことによるもので

ございます。 

 私立特別保育事業は、説明として申し上げま

すと、昨年度の主要事業調書におきましては、

延長保育事業と表記していた項目でございます

が、さらに昨年度、次の項目、私立特別保育事

業で計上しておりました休日・夜間保育事業に

つきましても、この項目に含んで記載しており

ますので、お断り申し上げます。内容の変更と

いうことではなくて、表記上の問題だけでござ

いますので、お断り申し上げます。 

 延長保育事業と休日・夜間保育事業合わせま

して、本年度は２億９９９万５０００円を支出

しております。延長保育事業は４３園で実施さ

れており、１日１１時間以上の開所時間を超え

て保育を実施する場合、その前後３０分以上の

延長保育を実施する保育園に補助を行うもので

ございます。休日・夜間保育事業の休日保育

は、八代ひかり保育園と二見中央保育園で行

い、夜間保育は、ひかり夜間保育園で実施して

いるものでございます。 

 歳入としまして、国県支出金１億４２９５万

６０００円は、補助費３分の２の県補助金でご

ざいます。当初予算に対し、１１９７万５００

０円の不用額が生じておるのは、その中の特に

延長保育事業について、当初の予定額より９園

ほど対象児童の減、延長時間の不足によって補

助加算額が減少したものによるものでございま

す。 

 次の項目、一時預かり事業は、先ほどと同じ

ように、昨年度は私立特別保育事業として記載

しておりましたが、保護者の疾病などで家庭で

の保育が困難となった場合などに、保育所にお

いて児童の一時的な預かりを行うものであり、

６園において実施したものでございます。昨年

度より２園の減となっております。 

 障がい児保育事業では、４２４２万円を支出

しております。 

 この事業は、集団保育が可能な障害児、ある

いは軽度の障害児を受け入れております保育所

に対しまして、保育士の配置に係る経費の一部

として、障害児１人当たり月額６万２３００円

を、軽度障害児１人当たり月額３万１１５０円

を補助するものでございます。また、障害児保

育円滑化として、４人以上の障害児を受け入れ

ております障害児保育に関する研修等を実施し

ている園については、その経費の一部を補助す

るものでございます。 

 執行額が２７１万８０００円減額した理由

は、障害児保育実施園１４園は、園児数が１９

人から１６人となりましたが、延べ利用月数は

同じく１８７人でございました。しかし、軽度

障害児保育については、園数が２８園から２５

園になり、利用実人数も９３人から８２人と減

少し、延べ利用人数も１０５９人から９７４人

に減少したためでございます。 

 また、飛ばさせていただきまして、次のペー

ジになります。３４ページとなります。 

 生活保護費でございます。生活に困窮する全

ての国民に対し、その困窮の程度に応じて必要
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な保護を行い、最低限度の生活を保障するとい

う観点から、生活扶助を初めとする８つの扶助

を行うことにより、要保護者の生活安定と自立

助長を図っていくものでございます。２４億７

６７８万２０００円を支出いたしました。 

 扶助費の中で、医療扶助が、延べ１万６１４

０人に対し１４億２４９０万９０００円を要し

ており、全体の約５８％を占めております。次

いで、生活扶助に６億６４７４万９０００円、

住宅扶助に２億３０５３万２０００円となって

おります。 

 なお、不用額６３０４万８０００円の要因と

いたしましては、医療扶助におきまして、平成

２３年度の上半期にがんやＣ型肝炎など、熊本

県と公費の協議を要する高額な医療扶助受給者

が増加していたため、こうした高額受給者が下

半期においても継続して増加していくことを見

込み、１２月定例会において補正予算をお願い

しておりましたが、実際は、下半期に入り県協

議を要する高額の医療扶助の適用件数・額とも

に、ほぼ横ばいから微減で推移したこと及び医

療扶助全体でも受診件数が下半期に入り若干減

少したことを主な要因としまして発生したもの

でございます。 

 財源の国県支出金１８億９４２５万２０００

円の内訳は、負担率４分の３の国庫負担金１８

億６６３０万８０００円、現在地保護に係る県

負担分としましては負担率４分の１の２７９４

万４０００円でございます。その他の特定財源

９９６万１０００円は、保護費の返還金でござ

います。なお、前年度と比較いたしまして３億

１１５３万８０００円扶助費が増額となってお

りますのは、高齢化の進展に加え、世帯主の傷

病や近年の経済不況に伴う雇用状況の悪化など

がその要因となっております。 

 この１年間の伸びとしましては、１２９人、

１０６世帯の増加でございまして、平成２４年

３月末時点で１５７１人、１２２９世帯となっ

ているものでございます。なお、２３年度は、

面接相談員１人と就労指導員１名を嘱託として

雇用し、対応に当たらせております。 

 次に、災害救助費となりますが、東日本大震

災救援物資、繰越分は、２９９９万６０００円

でございます。 

 これは、震災発生後、２２年度３月補正に

て、緊急に３０７６万５０００円を補正いた

し、同年度では旅費等を執行し、残りは２３年

度に３０００万円を繰り越していたものでござ

います。２３年度において、この３０００万円

から被災地に送るための半畳畳を１万１８００

枚分購入したものでございます。 

 次の項目ですが、東日本大震災救援物資の項

目は、先ほど申し上げました半畳畳を被災地の

石巻市、東松島市、登米市、女川町へ運搬する

ために要した経費１８３万７０００円でござい

まして、財源としましては県負担金で東日本大

震災応援救助費負担金１２９万６０００円を受

け入れております。 

 最後の項目ですが、東日本大震災関係経費９

４３万７０００円は、人的支援に要しました旅

費や時間外手当などをまとめたものでございま

して、その主なものは、被災地の現状把握や半

畳畳受け入れのための連絡調整等、そして４月

１７日から事務職職員が本市公用車を現地まで

運転して、保健師とともに現地の保健活動を行

ったものや、長期的なものとしましては１０月

１日から年度末までの６カ月間、２名の職員が

石巻市に下水道業務のサポートを行ってきたも

のなどでございます。こちらの財源としまして

は、県の東日本大震災保健医療費負担金１９０

万５０００円を受け入れております。 

 以上、特に国・県からの財源内容につきまし

て、説明を含めまして民生費の説明とさせてい

ただきます。よろしく御審議のほどお願い申し

上げます。 

○委員長（中村和美君） はい、ただいま説明
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のありました第３款・民生費について、一括し

て質疑を行います。質疑ありませんか。 

○委員（田中 茂君） はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） はい。ただいま説明が

ありました３４ページのですね、生活保護費の

ところなんですが。確かに時代背景としてはで

すね、今、次長のほうから説明されたのはわか

るわけでございますが、その生活保護の採択と

いいますか、決定までの流れといいますか、そ

れを説明をしていただきたいと思います。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） はい。生活援

護課の小藪です。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。 

○生活援護課長（小藪 正君） 生活保護の、

――生活保護になるまでの流れということでご

ざいますが、まず、生活保護の事前相談に、生

活保護を受けたいという方に来ていただきまし

て、生活保護制度について御説明申し上げま

す。その中で、その方が、ほかの法律で救われ

る制度がないかとか、いろいろ検討いたしまし

て、生活保護の適応がしたい、生活保護を受け

たいということであれば、生活保護の説明をし

まして、生活保護を受けたいということであれ

ば、生活保護の申請書をお渡しいたします。そ

れから、保護の申請がありまして、預貯金、保

険、不動産などの資産の調査、扶養義務者によ

る扶養の可否の調査、年金等の社会保障給付、

就労収入等の調査、就労の可能性の調査などを

行いまして、そういうことを総合的に検討いた

しまして、保護の可否を決定しております。 

 よろしいでしょうか。（委員田中茂君「は

い」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） よろしいでしょう

か。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

○委員（田中 安君） はい、済みません。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） はい。２８ページの障

害福祉サービス給付費ということで、たくさん

いらっしゃるんですけど、先ほどの部長の話の

中でいけると、難病指定が今度ふえてくるとい

う形になるわけですけれども。この難病という

こと、非常に難しい問題なんだけど、大体まだ

申請されてないと思いますけれどもですね、難

病指定をされている患者さんとか何か、今、市

内でどのくらいいらっしゃいますか。要する

に、それがふえるということだと思いますけ

ど。だから、そのあたりの概算を出していただ

きたいんですが。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、堀健康福祉部

次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 私のほう、今、難病の資料をお持ちして

おりませんわけですけれども、難病に関しまし

ては、県のほうの管轄となっておりまして、認

定からそういうお世話まで県のほうが行ってお

ります。直接的に、私どものほうが難病を取り

扱うということではなくて、派生してそういう

状況になられた方々を市において対応するとい

うことは行うところでございます。 

 済いませんが、データありますか、難病のと

ころ。難病はない……。（委員田中安君「な

い」と呼ぶ） 

 大変申しわけございません。県管轄なもんで

すから、統計的なものを現在持ち合わせしてお

りません。取り寄せることは可能かと思いま

す。（委員田中安君「なら、取り寄せていただ

きたいと思うんですが」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） はい、田中委員。 



 

－16－ 

○委員（田中 安君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） はい、じゃ、県の管轄

だそうですから、そのあたりどのくらいふえ

て、幾らぐらい負担がかかってくるのかという

ことについて、資料を請求したいと思います。 

○委員長（中村和美君） はい。ただいま、田

中安委員より、難病の関係についての県への資

料問い合わせについて資料要求がありました

が、いかがいたしましょうか。当委員会として

資料を要求することでよろしいでしょうか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） はい、それでは、委

員会として資料要求することにいたします。 

 ほかありませんか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） はい。財政課長さんが

来ておられますので、ちょっとお尋ねしたいと

思います。 

 養護老人ホーム幾つかあるんですけど、養護

老人ホームと公立保育所の国・県の負担金が一

般財源化されましたですよね。それについて

は、いわゆる交付税で措置するということです

が、私立の保育所もですね、一般財源化すると

いう動きが国にあったときにですね、それは困

ると、ある保育行政に詳しい国会議員に言った

んですよ。いや、しかし、それは交付税で見ま

すのでいいんじゃないですかと。しかし、困る

のはですね、国が出さなければ、まず県が出さ

ないっちゅうことですよね。ですから、国の分

が入ってこない。で、果たして本当に交付税の

中でどれだけ算入されているかですね。もし、

財政課長がおわかりでしたら、基準財政需要額

の中で、この養護老人ホームと公立保育所分だ

けでいいですから、どれだけ基準財政需要額の

中に、恐らく基礎数値は児童数とか、あるいは

入所定員数とか、そういうことだろうと思うん

ですけれども。どれだけ２３年度に参入された

か教えていただけますか。 

○財政課長（岩本博文君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、岩本財政課

長。 

○財政課長（岩本博文君） はい。おはようご

ざいます。財政課の岩本です。 

 基準財政需要額のその数値でよろしいんでし

ょうか。 

 今ちょっと手元にありませんので、調べてか

ら御報告させていただきます。（委員松永純一

君「はい、お願いします」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。２４ページの

ですね、敬老会運営補助金という項目なんです

けれども。敬老会の運営そのものは、大体どこ

が管轄するものであるかっちゅうとば、まずお

聞きしたいと思います。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい、おはよ

うございます。（｢おはようございます」と呼

ぶ者あり）長寿支援課の國岡でございます。 

 今、鈴木田委員さんお尋ねの敬老会の主催者

と位置づけということでございますけれども、

これにつきましてはですね、ちょっと前に戻り

まして、合併当時ですね、行政で、もしくは行

政主導でやっておられたところがですね、たし

か４町村、それと補助金を支出をして、主催者

側が、地域の主催者が運営されたところが２市

村がございました。 

 で、合併協議の中でですね、今後は新市に移
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行した場合については、地域の主催者のほうに

補助金を支出をして、地域の主催者側の判断で

運営をしていただくということの取り決めがな

されております。それを受けまして、新市にな

りましてですね、補助金をですね、各地域の主

催者側のほうにお流しをして、運営をしていた

だくという運びになった次第でございます。 

 以上でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。地域の主催者

って誰ですか。どこですか。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。例え

ば、地域の主催者はまちまちでございまして、

地域の婦人会だとか、それと校区福祉会だと

か、それと老人クラブだとか、いろいろな主催

者がいらっしゃいます。そういう主催者側に対

してですね、現在、八代市のほうが、２３年度

につきましては７６歳以上の高齢者を対象にし

て、１人頭、九百何ぼという計算を出しまして

ですね、補助金を流しております。 

 以上でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） 私、職員のころは、

行政が主体で敬老会をしていた経緯があったも

のだから、非常に違和感も感じとるわけなんで

すよね。 

 というのも、合併推進協議会のほうで決定し

たという、今、話ですけれども、大体、敬老会

ということを考えた場合、これまでに日本とい

う国に対して、これだけの貢献のあったお年寄

りの方に、国を挙げて、あるいは県を挙げて、

市を挙げて、あるいは市町村を挙げて、お祝い

をするというのが、それが基本だったというふ

うに理解しとったわけなんです。それを地域主

催っていうふうに持っていったことによって、

果たしてそれが本当なのかなって。 

 例えば、老人会が主催したところもあったん

ですよ。老人会が、老人の人に対して敬老会を

するって、非常にへんてこりんな状況が生まれ

たっちゅうのがあるし。例えば、内容にして

も、非常に、――例えば、市が主催した場合

は、市長は主催者になるわけなんですね。とこ

ろが、そうじゃない場合は、市長は来賓になっ

てくっとですよ。そういった意味で、言葉の一

つ一つも変わってくるということもある。 

 しかし、基本、日本という国に対しての、い

わゆる貢献に対する敬老会ということだから、

この決定そのものに対してはもう少し検討の余

地があっとじゃなかろうかというふうに、今感

じるわけなんですよ。これからのことだから、

あれですけれども。この項目の中に、敬老会運

営補助金ということだったものだから、これは

敬老会運営費ということで捉えるべきではなか

ろうかって思っているんですけれども、いかが

思われますかね。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい、いいで

すか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。委員さ

んのですね、御心配も十分理解しているところ

でございます。ただ、行政の支援というのは、

どこまでするんだろうかというのが、今大変考

えているところでございまして、確かに老人福

祉法を根拠にいたしましてですね、高齢者の福

祉向上に努めなければならないという遵守事項

がございます。ただ、そのやり方につきまして

はですね、いろいろなやり方がございますもん

ですから、そこはそういう流れを酌み取ってで

すね、現在に至ったというところだと思いま

す。 
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 それとあわせまして、今後は住民自治組織の

ほうに移行してまいります。敬老会につきまし

てはですね、住民自治組織の中で運営をしてい

ただく。いわゆるその財源につきましては、

今、私どもが所管をしてます補助金から離れま

して、一括交付金の中に入ってまいります。そ

こらあたりをですね、鑑みてですね、主催者の

ほうでどういうやり方が地域にマッチしたやり

方なのかということをですね、お考えいただ

く。当然行政のほうもですね、一緒になって考

えていかなければいけないことと思いますけれ

ども、そこはお互いですね、一応協調しながら

ですね、今後の運営のあり方についてはです

ね、考えていきたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。地域の主催者

と検討していくということでありますけれど

も、例えば、地域によっては、それでは、例え

ば、年齢も変わってくる可能性もあっとです

か。あるいは、来賓の名簿も変わってくる可能

性のあるわけですか。例えば、地域、地域によ

って自治を尊重するということになるならば、

内容がばらばらであってもいい可能性が出てく

るっていうふうに思わるっとですよ。 

 だから、例えば、統一するべきものは統一せ

ぬばいかぬっていうことで、まず主催者は市で

あるって。市が主催して、どうしても、今の状

況でありますし、サービス事業としての規模も

人員削減で非常に難しい。だから、この部分に

ついては、それぞれの、例えば、住民自治とか

っていう組織にお願いするという、お願いする

部分というのと、そうじゃなくて、――お願い

するということになるならば、主催者が市だか

ら、市のほうで、例えば、ある程度の指導がで

きると思うんですよ。ところが、地域住民自治

を尊重していくならば、それぞればらばらな内

容でする可能性が出てくるなっていうふうに思

うんですけれども、いかがですかね。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。今、現

在におきましてもですね、いわゆる一応、主催

者側の規模の大小というのがございます。 

 ちなみに、旧坂本村におきましてはですね、

いわゆる集落単位、６７カ所ぐらいでですね、

たしか顔の見える間柄でですね、敬老会をです

ね、運営されて今日まで至っております。 

 片や、以前、行政主導で行っておられた校

区、地域におきましてはですね、いわゆる大き

なエリアといいますか、いわゆる前と変わらな

いようなやり方、運営の方法はちょっと変わり

ましたけれどもですね、そういう運営をされて

おります。 

 今後ですね、どういう運営のあり方がいいの

かと。例えば、顔の見えるエリアでの運営なの

か。もしくは、大きなエリアで１カ所に出席し

ていただいて敬老会をやった方がいいのかと、

そういうですね、こともですね、検討しながら

ですね、よりよい運営のあり方にもっていけれ

ばというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（中村和美君） はい。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。大体方向がわ

かりましたが、例えば、国民の祝祭日に関する

いろんな法律とかに合わせて、それぞれの市町

村がお祝い事をするわけなんですよね。 

 例えば、成人式にしてもしかりだし、憲法記

念日にしてもしかりだし、いろんな、子供の日

にしてもしかりなんですけれども。やはり、ま

ずは、やっぱし行政が主体となって、そしてい
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ろんな指導がでくるという体制をとっていった

ほうが、今後いろんな意味でですね、まとまり

がつくなと。地域によって、同じ八代市内の地

域によって、非常に待遇が違うとか、内容が違

うということになるならば、後で出てくる問題

にまた苦慮することになるかなと思いますの

で、その辺のところは十分に御検討いただきた

いなと思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい。今、鈴木田委

員言われたとおりでございますので、検討のほ

どよろしくお願い申し上げます。 

 はい、ほかございませんか。 

 はい、田方委員。 

○委員（田方芳信君） ２５ページのシルバー

人材センターですけど、会員数が１０６１人

で、３３人減員ということで、減ったというこ

とですかね、これは。（長寿支援課長國岡雄幸

君「はい」と呼ぶ）その減った理由というのは

何でしょうか。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。シルバ

ー人材センターの会員さんの増減でございます

けれども、入会をなされた方もたしかいらっし

ゃいますが、退会をなされた方もいらっしゃい

ます。退会をなされた方のですね、主な要因と

いたしましては、会員になったけれどもです

ね、余り仕事がなかったとか。はい。それと、

途中でですね、病気になられて退会されたと

か、そういうのが主な要因でございます。（委

員田方芳信君「はい、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） はい、いいですか。 

○委員（田方芳信君） はい。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（中村和美君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい、済みません。今

の２５ページの、今、田方君が質問されたのに

関連するんですが。この１６１７万円の補助

金、補助金というか、どういうところに使う補

助金なんですか。それが１点。 

 もう一点は、２５ページの保寿寮管理運営委

託の１億１０００万ですかね、ざっと。これが

定員が５０、単純に割ると１人２００万ぐらい

かかるんですが、この委託する内容はどういう

ことなんですか。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。まず１

点目ですね。シルバー人材センターの補助金で

ございます。これは、原則シルバー人材センタ

ーのほうからですね、こういう活動があります

ということで国のほうに申請をされて、国が定

めた基準に基づきましてですね、補助対象額の

２分の１をですね、もしくは、かつ国が定めた

上限額で少ない額をですね、国のほうから補助

金として交付されます。それに合わせましてで

すね、市のほうが同額をつけて補助金としてシ

ルバー人材センターのほうに交付しておりま

す。この交付されたシルバー人材センターの補

助金、国の補助金、市の補助金合わせましてで

すね、いわゆる事務費、もしくはそこのシルバ

ー人材センターさんのですね、職員の人件費

等、こういうものが主な使途、使い道でござい

ます。（委員前垣信三君「はい」と呼ぶ） 

 それと、保寿寮の運営委託でございますけれ

ども、保寿寮は養護老人ホームでございまし

て、措置でございまして、現在この運営につき

ましては、八代市が公で建てて、指定管理制度

のもとに社会福祉事業団のほうに指定管理をし

ております。指定管理をされますとですね、入

所につきましては１人当たりにですね、いわゆ

る基準に基づきまして、１人当たり事務費と生

活費というのが支弁されます。それは、法に基
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づきましてですね、市のほうの、八代市内の高

齢者の方が入所されますと、その分につきまし

てですね、お１人当たり幾らということで措置

費を出します。その措置費の総額がですね、今

決算額でお示ししております１億１０４９万３

０００円ということになっております。 

 以上でございます。 

○委員長（中村和美君） はい、前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。シルバー人材セ

ンターのことはわかりました。 

 今、保寿寮のことですが、有料老人ホームで

しょうから、民間の有料老人ホームと同じ考え

方でいいのかなという気もせぬでもないんです

が。民間にも今おっしゃったみたいな１人当た

りの措置料というのが出るんですか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。養護老

人ホームにつきましてはですね、県が認可しま

して運営する福祉施設でございます。そちらの

入所されます方につきましてはですね、入所判

定会議、八代市で設けております入所判定会議

の中でかけましてですね、それで妥当というこ

とであれば、福祉事務所長の決定で入所が決定

いたします。その方につきましてはですね、利

用料の負担額、その方の収入に応じてですね、

利用負担額がございますけれども、基本的には

措置した方につきます経費につきましてはです

ね、八代市のほうが支弁をすると、支出をする

という仕組みになりまして。これは、民間がで

すね、整備いたします有料老人ホームとは形態

が違っております。 

 以上でございます。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。細かいのは直接

担当課で聞きますが、今、八代市には民間では

この養護老人施設はないんですか。この市が運

営しとる部分に、民間でやっとるところはない

んですか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。民間が

現在運営してます養護老人ホームはですね、

前、八代市のほうで運営をしてました氷川寮、

現在はすずらんの杜ということで、社会福祉法

人天龍会のほうに譲渡いたしましてですね、今

運営をされております。その施設につきまして

もですね、全く同じような形態でございまし

て、八代市が措置した高齢者の方がその養護老

人ホームに入所されますと、八代市の費用でも

ってその養護老人ホームのほうに支出をすると

いう仕組みでございます。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。また、詳細は担

当課で聞きます。はい。 

○委員長（中村和美君） はい、ほか。 

○委員（友枝和明君） はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、友枝委員。 

○委員（友枝和明君） ２９ページのですね、

一番下。放課後児童健全育成事業、ちょっと教

えていただきたいんですが。放課後児童クラブ

の児童数と、２６クラブございますが、この指

導者といいますか、１つのクラブに何名おられ

るか。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） おはようご

ざいます。こども未来課、松村でございます。 

 大変申しわけございません。今１点目のほう

の質問のほうがよく聞こえなかったんですけ

ど、放課後児童クラブの……（委員友枝和明君

「クラブのですね、人数、生徒数」と呼ぶ）子

供の数。（委員友枝和明君「はい、子供の」と
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呼ぶ）申しわけございません。現在、平成２３

年度で８５０名。 

 それともう一点ですけれども、指導員の数で

すけれども、指導員の数につきましては、それ

ぞれの入っております子供の数で違ってまいり

ますので、一概に言えないと思いますけども、

子供の安全性、そう考えまして２名以上の配置

ということで、現在行われているというところ

でございます。それぞれには把握はいたしてお

りません。申しわけございません。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） いいですか。 

○委員（友枝和明君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） ３４ページの生活保護

ですけど、２３年度が２５億、これに市の一般

財源は幾ら負担してるか、お聞かせください。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） 生活保護の場

合、一般財源が、大体、生活保護については一

般的に４分の３が国、あとは市となっておりま

すが、一般財源が昨年度の場合は五十、五百、

――五億、ごめんなさい、５億７２５６万８８

９３円となっております。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 確かにですね、毎年、

毎年１億ずつ上がっているわけでございますけ

ども。１２００の世帯のですね、１５００人。

これによってですね、ケースワーカーの方が今

１２名とお聞きしてるんですけど、今１人で何

世帯担当されているのか。 

○生活援護課長（小藪 正君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） はい。（委員

矢本善彦君「ゆっくりよかよ」と呼ぶ）今現在

でですね、２４年４月から嘱託職員を２名雇っ

ておりますので、ケースワーカーとしまして。

それで、現在９０ケース──１人当たり９０.

６ケース（委員矢本善彦君「９０.６」と呼

ぶ）はい。これは７月３１日現在です。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） たしか聞くところによ

ると、国の基準は８０人と聞いとりますけど

ね。かなり、いろいろ話を聞く中で、無理され

て残業したり、精神的に落ち込んだりされてる

方もお聞きしております。 

 これは、この前やったですかね、熊本市がで

すね、ケースワーカーを、一応嘱託を募集して

おります。これは、大阪もやってますけどね。

そういう中で、こういう状況だから、そんなの

もひとつ熊本を見ながらですね、検討していた

だきたいと。これは、要望でございます。 

 それと――、はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 平成１９年にですね、

私、一般質問をちょっと何回かしましたときに

ですね、６５歳以上の方が財産を持って、老夫

婦が生活保護を受けておる。子供たちは大阪に

おっていい生活してる。仕送りはしてないと。

その中で、財産を差し押さえじゃなくて、財産

を担保に社協を通じて借りるという話を聞いて

ましたけども、その推移をちょっと教えてくだ

さい。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） はい。生活保

護を受けておられる方の住まいの取り扱いにつ

いてになるかと思います。こちらは、生活保護
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を受けていた親の方に対して、何の援助もして

こなかった子供たちなどの扶養義務者が、生活

保護者が亡くなられた場合に、家屋、土地を当

然のごとく相続されているということに対し

て、社会的公平の観点から国民の理解が得られ

ないということで、資産価値を決定すべきであ

るという批判が高まって、平成十六、七年ごろ

から高まってまいりました。それを受けまし

て、被保護者、生活保護を受けておられる方が

持っておられるお住まいの活用によって、生活

資金を容易に得ることができて、長年住みなれ

た住居に住み続けながら、住まいである不動産

の活用を促す施策として、平成１９年度にリバ

ースモーゲージといわれる制度が創設されてお

ります。 

 こちらは、評価額５００万円、固定資産税評

価額で３５０万円以上が目安となっております

けれども、生活保護の受給が必要な原則６５歳

以上の高齢者世帯が対象となっております。評

価額の７割を限度に貸し付けて、本人の死亡し

た後、相続人が不動産を処分して回収するとい

う形をとっております。該当する場合には、本

人に生活保護かどうかということの選択の余地

はなく、リバースモーゲージ制度のほうに移り

まして、保護費の支給が停止または廃止される

ことになっております。貸し付けるのは、各都

道府県の社会福祉協議会ということになってお

ります。 

 よろしいでしょうか。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） たしか、これは１９年

に創設されたけれども、２１年度からやってる

もんね、たしか。あんたが来てからしたでしょ

う。（笑声） 

○生活援護課長（小藪 正君） はい、済みま

せん。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） 私は昨年から

来ておりまして、いつからか正確に覚えており

ませんが、たしかそのあたりではあったかと思

います。 

○委員（矢本善彦君） たしか、そういう話は

聞いてます。 

 はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） やっぱこんなのもね、

どんどん推進、――積極的にやってください。

そうせぬとね、やっぱし皆さんの血税をね、６

億も近く、やはり使ってるんだから。やっぱし

ね、御苦労だけれども。 

 それと、就労支援のあれはどうなってるんで

すかね。就労支援の――。（生活援護課長小藪

正君「就労支援の内容でございますか」と呼

ぶ）はい。 

○委員長（中村和美君） はい、小藪生活援護

課課長。 

○生活援護課長（小藪 正君） はい、済みま

せん。ごめんなさい。 

 生活保護を受けられる方の中でですね、１５

歳から６４歳までの稼働年齢層、もちろん学校

に行ってらっしゃる方、高校等行ってらっしゃ

る方は除きますけれども、――方に対しまして

は病状調査などを行いまして、稼働能力がある

と判定した方については、ハローワークやＮＰ

Ｏ法人など関係機関と連携して、きめ細かい就

労支援を行うため、就労支援プログラムという

ものを作成しております。その就労支援プログ

ラムにおいて、昨年から始めておりますけれど

も、昨年度２１名対象としまして、その中で就

職された方５名、うち生活保護を廃止した者４

名、２４年度になりまして２３名の方に適用し

ておりますが、現在のところ３名の方が就職を
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始めておられます。 

 それとあと一つ、自立支援プログラムの中

で、就労意欲喚起と申しまして、今まで働いた

ことがないとか、引きこもりであるとか、そう

いうような方に対しても就労意欲を喚起してい

ただくということで、ＮＰＯ法人と連携して対

策をとっておりますが、こちらのほうは今年度

になって３名を対象としておりますが、まだ働

きだされた方はいらっしゃいません。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 確かにですね、景気が

こういう不況だから、本当に就職も少ないと思

いますけれども、なるだけですね、意欲を持た

せてですね、頑張って努力していただきたいと

思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい。ほかありませ

んか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。先ほどのシルバ

ー人材のところをもう一度お尋ねしたいんです

けども。これは、個人をそれぞれのあっせん場

所というかですね、どんなふうな形であっせん

されているんでしょうか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） シルバー人材

センターの会員さんがされる就労の件だと思い

ますけれども、基本的に拠点場所、シルバー人

材センターというのがございまして、そちらの

ほうに会員さんは登録をされておられます。い

ろんな業種がございまして、庭木の剪定とか、

それと、ふすま張りとか、そういう職種につき

ましてはですね、私はやりたいんだというのが

登録された会員さんの意思でございまして、い

ろいろな受注がございますとですね、適正な方

ということで、登録された会員さんのほうにシ

ルバー人材センターの事務局のほうから御案内

をして、そちらのほうの就労に行かれるという

形態でございます。 

 以上でございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） そうしましたら、今お

話を聞くだけでは、個人を、もしくは２人か３

人を、個人宅へという形であっせんされてると

いうふうに解釈してよろしいですか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。原則そ

のような形になろうかと思います。形態が、請

負形態と、今度ですね、派遣形態というのがご

ざいまして。請負につきましてはですね、受注

された先方さんの指揮命令ができないんですけ

れども、派遣につきましてはですね、受注され

た方からの指揮命令が発生いたしますので、そ

ういう違いはございますけれども、現在、雇用

の形態といたしましては、派遣の形態と請負の

形態というのがございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。例えばですね、

ここに１０６１名の会員さんがいらっしゃいま

すよね。この方々１００人ぐらいをですよ、一

遍に公園の管理っていうか、剪定業にされる

と、そういったことは、考えはありませんよ

ね。例えば、そういうことをすることになると

ですよ、造園業あたりもありますから、業者へ

の介入がなかなかこう、不都合なことになって

きはしないかなというふうに、私としては考え

るんですよね。そういうところはどうでしょう

か。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。 
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○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） はい。済みま

せん、詳細な中身までですね、踏み込んで、私

がお答えすることはできませんけれども。今の

委員の質問は、行政のほうの業種、行政のほう

で管理をしているところの、例えば、清掃作業

とか、草刈とかをシルバー人材センターのほう

に大量に仕事をお願いするという内容だとは思

いますけれども。一応そういうことも可能でご

ざいますけれども、民業圧迫の観点からです

ね、ある程度の線引きはされるんじゃないだろ

うかということと、もう一点ですね、雇用の形

態ございまして、例えば、民間の業者がです

ね、例えば仕事を受けられてですね、その業種

の中でですね、シルバー人材センターの会員さ

んを使われるというケースもございます。 

 以上でございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） 今、民業圧迫というお

話がありまして、後者のお話がですね、最近全

国的にちょっと問題になりつつあるっていうふ

うにちょっと聞いておりますので。これは、八

代市のシルバー人材センターということで、八

代市が管理していくということですか。で、よ

ろしいですか。 

○委員長（中村和美君） はい、國岡長寿支援

課課長。 

○長寿支援課長（國岡雄幸君） 八代市のシル

バー人材センターは拠点のセンターということ

でですね、県が指定をしてシルバー人材センタ

ーとして運営をされておりまして、直接的な市

の関与というのはございませんけれども。補助

の仕組みにつきましてはですね、先ほど申しま

したようにですね、国からの運営補助と、それ

と同額のですね、八代市からの運営補助があり

ます。ただ、指揮命令につきましてはですね、

八代市のほうからの、そういう強力なですね、

指導というのは、現在のところ存在をしており

ません。 

 以上でございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） 存在はしていないです

ね。 

○委員長（中村和美君） はい、堀健康福祉部

次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。 

○委員長（中村和美君） 座ってどうぞ。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。済みません、座って――。 

 シルバー人材センターにつきましてはです

ね、今お話には、民業圧迫というお話は、一番

最初に、この制度ができた時点からいろいろあ

ったわけでございますが、そもそもの目的とし

ては、６０歳以上の方々が職を離れられまして

から、より社会の中で自分が持ってる職とかを

有効に活用していただくための組織として活用

していきたいということで始まってきておりま

す。 

 ですから、民業圧迫を主ではなくて進めるわ

けでございますけれども、あくまでも現在は市

が、発足時には市のほうが関与して行っており

ますけれども、また副市長がメンバーとして入

っているのは入っております、組織の中にはで

すね。それは申し上げておりますが。 

 ただ、形としてはそういうことになっており

ますけれども、あくまでも民として今動かれて

おりますので、あくまでも来られた方に対し

て、仕事の発注が来たものに対して、お仕事を

割り振るという形の組織形態でございまして、

それが大きくほかの植木の業者の方を圧迫する

ような仕事の展開をするという方向ではなく

て、あくまでも登録になられた高齢者の方々
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が、お仕事がしながら健康であって、生活がで

きていくような形をしていこうということの進

め方でしていくので。営利を先に行くというこ

とではなくて、あくまでも法人として進めてい

らっしゃると思いますので、そういう方向での

運用がなされているかと考えておるところでご

ざいます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい、趣旨はわかりま

した。その趣旨に基づいてですね、ぜひ今後も

進めていただきたいというふうに考えます。 

 それから――。はい。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。前川

委員。 

○委員（前川祥子君） もう一つお願いいたし

ます。 

 母子生活の支援施設入所――。 

○委員長（中村和美君） 何ページですか。 

○委員（前川祥子君） ３０ページです。 

○委員長（中村和美君） はい。 

○委員（前川祥子君） ２３年度は４世帯１０

名というふうになってますけども、これ都合が

悪くない程度で、この方々のどういう状況で、

こういうふうになったのかということをお教え

ください。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。２３

年度に母子生活支援施設に入所されました方の

入所に至った要因ということでよろしいでしょ

うか。（委員前川祥子君「はい」と呼ぶ） 

 はい。まずは、お一人の方は、配偶者の夫か

らの暴力での入所。あとは児童虐待、父からの

児童虐待。それとあとは夫からの暴力、さっき

と一緒ですね、――父親じゃなくて夫からの暴

力。それとあとは、１件はちょっと特殊でござ

いまして、同居しておられた方の、夫の方の犯

罪とかで、どうしても家庭の環境がよくないと

いうことで施設のほうに離したと、そんなのを

受けての計４件でございます。内容的には、ち

ょっとばらばらでございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） そうしましたら、夫か

らの暴力、虐待ということで、母親と子供が一

緒に県外、もしくは県内のどこかというところ

に離れて生活されてるということでよろしいで

すかね。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員お考え

のとおりでございまして、この母子生活支援施

設は、原則としまして母と子がセットといいま

すか、２人ですね、――以上でないと入れない

施設でございますので。（委員前川祥子君「あ

あ」と呼ぶ）夫から暴力を受けて配偶者の方だ

けが入るということは、基本的にできない施設

でございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） そうしましたら、ちょ

っと私ほかの考えでですね、児童虐待で母親が

という場合は、この場合には入らないわけです

ね。父親が妻に、もしくは子供に虐待を与えた

場合に、母子が離れて暮らすという形をとって

いただいているという、そういうふうに、この

場合は考えてよろしいですか。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。委員

おっしゃるとおりでございまして、逆に、お母
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さんが子供さんをいじめる場合には、父親が子

供さんを養育できれば、その状態でですね、結

構かと思うんですけども。もし、父親が子供さ

んを養育できないという場合には、子供だけを

児童養護施設とか、というふうな措置のほう

が、また別の方法での検討が必要になってくる

ということになります。 

○委員（前川祥子君） それと。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） じゃ、もう一つ。この

場合でですね、年々これは数が、人数がふえて

ますか。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。一概

には言えないかと思うんですけども、最近の世

帯数だけをとりあえず申し上げますと、平成２

０年度は一応年度内に１件でございました。１

世帯。２１年度が３世帯、２２年度が３世帯、

２３年度が４世帯ということで、若干ふえてる

傾向にありますが、今のは年度ごとでございま

すので、当然前から引き続いているという方も

いますんで、傾向としましてはですね、一、二

件ぐらいちょっと最近多いかなと思いますけど

も。 

 一応自立ができますと、当然そこからのまた

退所ということで、一般的な生活のほうへ戻っ

ていただくという指導を行っている施設でござ

いますので、長く入るという施設では基本的に

ないというところで、一時的な避難場所という

ことでお考えいただければと思います。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。それじゃ、継続

して何世帯かあるということですけども。期限

という形では、どれくらいというふうに考えて

いらっしゃるんでしょうか。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。一般

的には、大体入所してから１年をめどにってい

うことになっておりますけども、どうしまして

も虐待とか受けますと、お母さんの精神状態で

あるとか、子供さんの精神状態とか、まだ心理

的なケアのほうもされますので、そういった状

況で一概には言えません。また、生活していく

ためには就労支援というのもあってますので、

その就労の状況が安定しないとなかなか出てい

けないというのもあります。 

 うちのほうの例でいいますと、先ほど平成２

３年度に４件ございましたけども、ことしにな

りまして、そのうちの２件の方がもう退所をさ

れました、平成２４年度に。その方の場合で、

１件は約３年間入ってらっしゃいました。もう

一件の方は９カ月で退所ということで、それぞ

れの入られたときの状況にもよるかと思います

が、入られて出られるまで、あくまでも自立で

きる状態になったとこで出るということで、施

設側と市とその辺を十分協議した上での退所と

いうことで行っているというところでございま

す。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） 済みません、もう一

個。まだ奥まで行きそうです。 

 自立支援という形でですね、元に戻すってい

うことを支援されてる。それとも、自立ってい

うのを、個人がちゃんと職を持って、母子で自

立できるような支援という形ででしょうか。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。委員
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おっしゃるとおりで、基本的には自分たちの力

で生活ができる。子供さんを育てていける状況

になったら出ていかれるというところで、結構

でございます。（委員前川祥子君「はい、わか

りました」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） はい、よろしいです

ね。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 公立保育所と私立保

育所の件でお尋ねをしたいんですが。今、常任

委員会のほうで、民営化等については見直しも

含めて検討されているということを押さえた上

でですね、お尋ねをしたいんですけれど。 

 先ほどの説明の中で、私立の保育所の園児数

が１１７名増加したと、逆に公立保育所の園児

数が減ったというふうなお話がありましたが、

その要因は何なのかということを、どのように

押さえておられるかお願いします。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。要因

って大きなものはですね、一概に言えないと思

いますが、公立は御存じのとおり周辺部です

ね、ありますけども、周辺部の公立幼稚園につ

いては、年々減少傾向にあるのは間違いないか

と思います。市内の中心部におきましては、基

本的には子供たちの多いところについては定員

数入っているようなところでございますが。 

 先ほどの部長の説明でもありましたけども、

公立と私立のサービスの大きな違いといいます

のは、現状で言いますと、要は延長保育をやっ

てるかやってないかということでございまし

て、現在、公立で延長保育をやっておりますの

は、千丁の保育園と鏡保育園の２園しか行って

おりません。ですから、利用者のほうは少ない

ほうでございます。 

 あとは、土曜日の預かりというのが、公立の

場合は１２時半までとなっておりまして、私立

の場合は一般的には１８時まで、長いところで

は延長保育を活用しまして１９時までというこ

とでやっておりますので。 

 現在、家庭環境の中では、共働きが当然ふえ

ているような状況でございまして、なかなかや

っぱりお迎えに行く時間っていうのが６時まで

だと厳しい。公立の場合は、通常６時までしか

預かっていませんので、そこまでのお迎えに行

けないという方もいらっしゃいますので、そう

いったことで公立のほうの利用のほうが減って

いるんじゃないかというふうに思っておりま

す。サービスの違いが大きな要因だろうという

ふうに思います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 確かにそうだろうな

というふうに思うんですよね。やっぱりサービ

スの違いっていうふうなところあるだろうなと

いうことと、逆に言うと、今検討されている公

立保育園の民営化等あたりがですね、必ずしも

公立保育園だけがそうなる話ではなくって、八

代市全体で考えても少子化に向かう、少子化の

ほうに向かうということは確実なことで、これ

はしばらく歯どめがかからないだろうなという

ふうに思う。 

 そうしたときに、やはり私立のほうのです

ね、保育所あたりのあり方も、やはり同じよう

に検討されていかなきゃいけないだろうと思う

し、そうしたときに、公立保育所のあり方と私

立のあり方というものも、総合的にサービスの

面のですね、あり方も含めて整理をされていく

必要があるんじゃないかなというふうに思うの

ですが、そのあたりは、どんなふうに思われて

ますか。 
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○こども未来課長（松村 浩君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。公立

と私立の違いの一つの中に、社会福祉法人、私

立保育園の場合は社会福祉法人が運営をすると

いうふうになってます、原則的ですけども。一

応、八代市の場合は、全てが社会福祉法人の経

営になっております。 

 この社会福祉法人の認可をどこが行っている

かといいますと、今は県のほうが行っておりま

して、市のほうはそれに対して意見を述べると

いうようなところで、今、認可を行っていらっ

しゃるというようなところでございます。です

ので、現在、八代市内で４４の私立保育所があ

るわけですけども、そちらのほうは、基本的に

全て県が管理、管轄をしてるというところでご

ざいまして。 

 議員御心配の点は十分私どももわかるところ

でございまして、今後、八代市の場合は４４と

いう、類似団体に比べますと非常に多いような

保育園の数でございます。特に、委員会の皆様

方、先進地に行かれたんで御存じかと思います

が、よその保育所の定員というのは大体１００

名前後ということで、多いところが大体を占め

てるということで。八代市の場合は、大体６０

人から９０人の定員のところにほとんど入って

しまうということで、小規模保育園みたいな感

じでの運営がされているので。 

 今後そういった少子化が進んでまいります

と、当然、保育園に行く児童数というのが減っ

てくることが想定されますので、運営としては

非常に厳しくなっていくんじゃないかというふ

うに思われます。 

 それで、国としましても、今回、子供関係の

法案、大きく変わりますけども、そういった中

で、やっぱし子供にとっては身近な地域で保育

を受けさせたいという気持ちはあられると思い

ますので、そういった小規模、仮に小規模にな

ってもですね、ある程度の運営費が確保できる

ような対策っていうことで、今回考えられてる

んだろうというふうには思っております。 

 ただ、一部におきましては、全国的な動きで

ございますけども、私立保育園の運営を合理化

するという観点から、たしか新潟だったと思い

ますけども、同じ社会福祉法人さんの合併で保

育所を運営するというような動きのほうも、少

し出てきているようでございます。 

 以上でよろしいでしょうか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○財政課長（岩本博文君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） 岩本財政課長。 

○財政課長（岩本博文君） 先ほどの松永委員

の養護老人ホームと、それから公立保育所の補

助金がなくなって、それが一般財源化されたこ

とに伴い、交付税措置されているはずだという

ことで、交付税の基準財政需要額は幾らで算定

されているのかというところで、お答えをいた

します。 

 おおよその金額で算定、今計算してきたとこ

ろなんですけれども、まず養護老人ホームにつ

きましては、４６００万円程度でございます。

次に、公立保育所につきましては、３億２１０

０万円程度でございます。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） 今の数字、４６００万

円と３億２１００万円は、大体おおむね、この

決算額といいますか、事業費からその他の特定

財源、つまり保育料とか、本人負担分を引いた

２分の１に大体相応しますか。 

○委員長（中村和美君） 岩本財政課長。（委

員松永純一君「計算してみればわかるんですけ
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ど」と呼ぶ） 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松村こども未

来課課長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。済み

ません、今ちょっと簡単に計算したので、申し

わけございません。一応こちらのほうの資料の

３２ページのほうに、公立保育所運営費という

のがありますが、下から３番目です。決算額で

７億９９００万とありますけども、これは実際

に支出した額でございます。 

 この補助金を計算する場合には、入っている

子供の措置費をもとに積み上げていった額でし

ますので、その措置費額が大体６億円でござい

ます。その６億円から、本来でありますと、こ

の、その他特定財源であります１億４４００

万、これは保育料がほとんどなんですけども、

この保育料は軽減している保育料でございまし

て、実際は、これが６０％分ですので、これが

もうちょっと、本当は基準の保育料というのは

高い保育料になるんですよね。うちが６割負担

なんですね。それが大体２億円としますと４億

円が、６億から保育料を引いたら４億円ですの

で、その２分の１をしたら２億円が計算上出て

くる国負担金ということでありますと、先ほど

の数字のほうが高めということになるかと思い

ます。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） よく数字的にはわかり

ました。ただ、私がですね、懸念しているの

は、私立の保育所がですね、一般財源化された

ら、市は恐らくプラスにはならぬだろうと私は

思っとるわけですね。ですから、国に対しては

ですね、国会議員あたりを通じて、それはして

くれるなということを、今、今後も言いたいと

いうふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） いいですか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） ないようでございま

すので、以上で第３款・民生費についての質疑

を終わります。 

 ちょっと小会したいと思います。 

（午前１１時５４分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午前１１時５５分 本会） 

○委員長（中村和美君） はい、本会に戻しま

す。 

 それでは、次に第４款・衛生費について説明

をお願いしますが、衛生費は、第１項・保健衛

生費、第２目・予防費までが健康福祉部関係、

第３目・斎場管理費以降が環境部関係となって

おりますので、まず予防費までを一区切りと

し、そこまでの説明を受けた後、質疑を行いた

いと思います。 

 それでは、第４款・衛生費中、健康福祉部関

係分について説明を求めます。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、堀健康福祉部

次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。引き続きまして、衛生費を説明さ

せていただきます。座らせていただきます。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。３５ページをお願いいたします。 

 健康増進事業では、１億１２００万６０００

円を支出いたしました。 

 この事業は、平成２０年度に老人保健法が廃

止されたことにより、これまで実施しておりま

した基本健診や各種がん検診の健康診査、健康
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教育、健康相談や訪問指導などが、健康増進法

に基づきます健康増進事業として位置づけら

れ、市民の健康の保持と適切な医療の確保を図

るため実施しているものでございます。 

 一方、それ以外の方につきましては、２０年

度からは国民健康保険特別会計にて、高齢者の

医療の確保に関する法律に基づき、４０歳から

７４歳までの方に、特定健診、特定保健指導と

して健診を実施し、７５歳以上の方へは高齢者

健診として実施しております。なお、各検診

中、無料クーポンがございます検診におきまし

ては、次の項目、がん検診推進事業におきまし

て別記しておりますので、お断り申し上げま

す。 

 内訳としましては、乳がん検診の総受診者は

５４９１人で、通常検診がただいまの項目３８

５８人、下の項目に無料クーポン該当者１６６

３人、子宮がん検診の総受診者は５３１１人

で、通常検診が４３１４人、無料クーポンが下

の項目で９９７人、大腸がん検診の総受診者は

８１６１人で、通常検診が５９３７人、無料ク

ーポン該当者が２２２４人でございましたの

で、お断り申し上げます。 

 また、６月に補正をお願いしておりました、

ちょっと中段下になります、肝炎ウイルス検診

は、４０歳から７０歳までの方々に対しまし

て、５歳刻みにて年齢に達する方に対し、個別

に勧奨を行い、早期発見を図るために行ったも

ので、２６８３人の受診でございました。 

 国県支出金１７０１万３０００円は、基本健

診及び健康教育、健康相談に係る経費の３分の

２を国と県が負担する健康増進事業費補助金で

ございます。 

 なお、いずれの検診におきましても、がん検

診の目標受診率５０％には及ばないため、さら

に受診率向上のための検討を行ってまいりたい

と考えております。 

 がん検診推進事業は、平成２１年度から開始

されております子宮頸がん、乳がんを対象とし

ました女性特有のがん検診推進事業へ、平成２

３年度からは働き盛り世代に対するがん予防対

策として大腸がんが追加されました。これは、

節目年齢時点で、大腸がん検査容器を利用した

無料検診を行い、早期発見することを狙いとし

ております。 

 今回の改正内容は、大腸がんの検診の促進を

図るため、４０歳から６０歳の５歳刻みの節目

の年齢に達する方に対し、個別に無料クーポン

券と検査容器、大腸がん検診手帳を送付し、が

ん検診の重要性や検診方法を理解していただ

き、大腸がんの早期発見を図るものでございま

す。特定財源として２分の１の国庫支出金でご

ざいます。 

 母子保健推進事業は、１億５２０万２０００

円を支出いたしました。 

 この事業は、母子保健法に基づき、母性並び

に乳幼児の健康の保持増進を図るものでござい

ます。具体的な事業としましては、２カ月児の

育児相談を行う赤ちゃん広場の開催、４カ月

児、７カ月児、１歳６カ月児、３歳児の健康診

査、母子健康手帳の交付、訪問指導、ことばの

相談教室や精神発達相談を実施しております。

不用額が６１６万３０００円となりましたの

は、妊産婦健診におきまして妊娠届出数が前年

比５６人減となり、委託料が不用となったもの

でございます。 

 自殺対策推進事業は、１４１万９０００円を

支出しました。９月１８日に高柳和江医師によ

るこころの健康づくり講演会を開催し、５５０

人の聴衆に大変好評を得ました。また、民生児

童委員研修会などにおきましても、研修会を開

催しております。 

 国県支出金１４１万９０００円は、１０分の

１０の県の自殺対策推進事業補助金となりま

す。 

 ３６ページに移りますが、生活習慣改善対策



 

－31－ 

事業としましては１１１万６０００円を執行し

ております。 

 食生活改善推進員の養成で、２３年度は年８

回の養成講座で、新規に１８人を養成しまし

た。食生活改善の地域の牽引役として、親子食

育料理教室や高齢者健康料理教室などにボラン

ティア活動として積極的に行っていただき、ま

た今回のねんりんピックにおきましても、ショ

ウガそうめん汁、日奈久みそを使った具だくさ

んのみそ汁を毎日１０００食を２カ所の競技会

場に準備され、八代においでの選手の皆様に振

る舞っていただき、大変好評を得まして、予定

より早い時間に、この１０００食がなくなった

ものでございます。 

 １つ飛びまして、初期救急医療１６６７万円

を支出しております。在宅当番医制運営事業委

託では、６４７万６０００円を支出いたしまし

た。 

 この事業は、休日における初期救急医療を確

保するため、八代市医師会及び八代郡医師会に

委託しているものでございまして、診療時間は

午前９時から午後５時までで、診療科目は、内

科、小児科、外科、産婦人科でございます。年

間８８７７人の方が受診されております。 

 夜間救急センター運営委託事業は、救急医療

対策事業の１つとして、八代市医師会立病院内

に設置しているもので、八代市医師会に委託し

て行う夜間の初期救急医療体制を整える事業で

ございまして、診療時間は月曜から土曜までの

午後７時から１０時まで、診療科目は、内科、

小児科、外科、整形外科となっており、ただ

し、小児科につきましては日曜・祭日も診察を

行っております。患者数としましては、前年比

７０名多い、年間３０４２人の方が受診されて

おります。 

 ページ飛びますが、３７ページをお願いして

よろしゅうございますでしょうか。（｢はい」

と呼ぶ者あり） 

 １つ飛びまして、地域福祉保健センター施設

整備費では、２５０４万円を支出いたしまし

た。 

 ２３年３月の千丁地域福祉保健センターの打

たせ湯天井パネルの一部落下事故が発生しまし

たため、施設の改修に当たっては利用者の安全

を優先し、落下した打たせ湯部分ばかりだけで

はなく、施設全体の点検調査を行い、改修すべ

き箇所を精査し、６月議会にて補正をお願いい

たしたところでございます。その結果、洋風風

呂の天井と、落下事故がありました洋風風呂の

打たせ湯天井以外にも、和風風呂の打たせ湯天

井、漏水が確認されたヒノキ風呂及び周辺配管

や建具などの改修、また、ヒノキ風呂の真下に

なります１階厨房の天井の改修なども必要とな

ったことから、あわせて改修を行ったものでご

ざいます。 

 乳幼児医療費助成では、１億７９７７万円を

支出いたしました。 

 この事業は、ゼロ歳児から小学校就学前の６

歳児までの乳幼児を抱える保護者の医療費負担

軽減を図るものでございます。延べ９万６５３

２人分の助成を行っております。制度の変遷

は、平成２１年４月、４歳以上の自己負担金の

無料化を開始してから２３年度まで変更はござ

いません。本事業は、３月議会で予算不足の見

込みのため２９０万９０００円の補正をお願い

しましたが、さらに、決算書の１３９ページに

なりますが、款の４の衛生費、保健衛生費の目

の１の保健衛生総務費で、節の２０・扶助費に

おきまして１８９万２０００円を委託料から流

用いたしましたのが、健康福祉部衛生費の最大

の節間流用額でございます。 

 なお、決算から離れますが、本年１０月１日

診療分から外来診療の窓口無料化を開始いたし

ております。 

 １つ飛びまして、各種予防接種事業でござい

ますが、１億７３８６万９０００円を支出いた
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しました。 

 この事業は、予防接種法に基づき、感染のお

それのある疾病の発症や蔓延を防ぐために実施

しているものでございます。 

 ポリオワクチンを初め、麻疹・風疹混合ワク

チン、三種混合ワクチン、ＢＣＧワクチンの接

種などを行ったものでございます。 

 特に、件数が増加しましたのは日本脳炎です

が、これは旧ワクチンの副反応発生事例から、

国の指導により平成１７年５月３０日から平成

２２年３月末日まで、積極的な勧奨を行ってい

なかったのですが、新ワクチンを使用できるこ

とになり、平成２２年４月１日から日本脳炎ワ

クチンの定期接種が再開されましたため、平成

２２年度接種者数は３５６８人と、前年度比２

６３６人の増となっております。これは、これ

まで未接種者の接種が増加したものと考えてお

ります。２３年度は、２２年度からさらに１１

４５人の接種者数が増加し、４７１３人となっ

ております。 

 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業、こ

の項目の事業は、任意接種であります子宮頸が

んワクチン、Ｈｉｂワクチン及び小児用肺炎球

菌ワクチンの予防接種の補助制度で、国の緊急

対策事業として２３年３月に開始しました。 

 年度を越えますが経緯を少し詳しく申し上げ

ますと、子宮頸がん予防ワクチンについては、

２３年３月から国の緊急対策事業として開始し

ました。補助対象年齢の上限であります２２年

度で１６歳になる女性を対象として、学校を通

じ広報を行いましたが、実際はワクチンの製造

供給が滞り、全国的にワクチンの入手が困難な

状況となったことから、新たな初回接種者への

接種の差し控えが行われ、３月に接種できた方

は６９人と大幅に少なかったものです。なお、

２３年度に入りましてからは、ワクチンの供給

状況が徐々に改善され、その後対象を中１から

高１に広げたこともあり、年間計で５５１７人

と、ほぼ予定していた接種者数に近い実績とな

りました。 

 次に、Ｈｉｂワクチンと小児用肺炎球菌ワク

チンにつきましても、子宮頸がんワクチンと同

じく、平成２３年３月から国の緊急対策事業と

して開始しましたが、全国でこれらのワクチン

を含むワクチンの同時接種後の乳幼児の死亡事

例が７例発生したことから、３月４日から接種

を直ちに見合わせを行いました。このため、３

月に接種できた方が２２年度実績として、Ｈｉ

ｂが６４人、小児用肺炎球菌が６１人と大幅に

少なかったものでございます。その後、これら

の接種と死亡事例との直接的な因果関係が認め

られなかったことから、２３年度４月以降、接

種を再開しましたが、イメージの低下もあり、

年度当初は一月当たりおのおの４０人程度と低

調でした。 

 その後、徐々に事業が浸透し、年度末では一

月当たり３００人を超える接種状況となりまし

たが、年度当初の影響から年間計で、Ｈｉｂが

２２９２人、小児用肺炎球菌ワクチンが２４４

８人と、予定していた接種者数の約３割程度に

とどまり、結果、約１億７００万円の不用額が

生じたものでございます。 

 以上、ここまでが、健康福祉部が所管します

衛生費の内容でございます。よろしく御審議の

ほどお願いいたします。 

○委員長（中村和美君） はい、ありがとうご

ざいました。 

 それでは、午前中の審査を終了し、しばらく

休憩いたします。 

（午後０時０８分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時０１分 開議） 

○委員長（中村和美君） それでは、休憩前に

引き続き会議を開きます。 

 午前中の委員会で、田中安委員より資料請求

がありました難病患者の状況に関する資料をお
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手元に配付しておりますので、後ほど御一読く

ださい。 

 午前中、説明のありました第４款・衛生費

中、健康福祉部関係分について質疑を行いま

す。 

 質疑ありませんか。 

○委員（田中 安君） 済みません。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） はい。一番上にある健

康増進事業、３５ページなんですが。先ほどの

お話では、受診率が予定にも達しなかったとい

うお話だったわけですが、基本的には５０％目

標だったのが何％だったんでしょうか。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はつらつ健康課課

長、蒲生課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はつらつ

健康課の蒲生です。 

 ただいま御質問のがん検診の受診率でござい

ます。２３年度が胃がん検診９.３％、２２年

度がちなみに１１.４％でした。肺がん検診が

１７.７％でしたのが、２３年度は１４.４％、

大腸がん検診が、２２年度が１４％が、これは

少し上がりまして１４.７％、乳がん検診につ

きましては、２６.８％が２４％に下がってお

ります。子宮がん検診も、２２.６から２２.２

％と受診率のほうが減少しておるところです。 

○委員（田中 安君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） 何でこのように少ない

数字しか出ないんでしょうかね。そのあたりの

原因は、どのようにお考えなんでしょうか。そ

して、ふやすために何をしないといけないのか

ということについてお願いしたいと思います。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） 未受診者

の原因といたしまして、私どもが考えておりま

すのが、例えば、医療機関で継続して受診して

いるので、もうことしは受けませんとか、はた

また人間ドッグ等でも受けてますというよう

な、よくお話を聞くことがあります。そういう

のもあるのではないかなと思っておりますし、

また申し込みの方法がわからないとか、市報に

受診申し込みのほうを載せておりますけれど

も、市報を見ないでいらっしゃってて、それが

とうとう期日までに気づかなかったという方も

多分いらっしゃると思います。 

 それで、今後ですけれども、さまざまな場面

で、私ども受診勧奨しておるんですけれども、

健診の体制としましては、特定健診と同日に、

胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がん

検診を、自分が受けたい検診を全て受けること

ができます。そういうのを複合健診と言いま

す。それと、巡回健診につきましても各地区に

出向きまして、受けられることができます。自

分の地元でですね。それと、個別検診と言いま

して、医療機関のほうで委託しまして、そちら

で自分が受けたい日に受けたいがん検診を受け

ることができます。さまざまな受けやすい体制

はとっているところではあります。 

 それと、あと申し込みの回収につきまして

も、回収箱の設置、あとは郵送での申し込み、

ファクスとかホームページ、また電話での随時

申し込みも受け付けているところです。 

 それと、検診前につきましても、受診日が近

づきますと、受診勧奨で、電話でですね、受診

勧奨しているところではございます。また、健

康教育とか、乳がん、子宮がんにつきましては

若い方が対象ですので、乳幼児健診の場を通じ

てとか、乳幼児の家庭訪問の中で、こういった

がん検診等の勧奨はしておるところなんですけ

れども。 

 ２３年度につきましては、大体全てのがん検

診で減少しているところですけども、２４年度

の春の複合健診につきましては、昨年度の複合



 

－34－ 

健診と比べますと、全部のがん検診のほうで受

診率アップは、今年度につきましては見ている

ところです。多い健診では、４００名とか２５

０とか、春の時点では全てのがん検診において

受診率の向上を、今年度については見ていると

ころです。 

 以上です。 

○委員（田中 安君） はい。 

 はい、ありがとうございました。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） 今、最後に春の健診で

は結構上がっているはずだというお話だったん

ですけれども、春どれだけ上がったのかという

のは出ないんでしょうね、今の段階では。（は

つらつ健康課長蒲生尚子君「出てます」と呼

ぶ）出てるものは出してください。 

○委員長（中村和美君） 答弁ですか。資料で

すか。 

○委員（田中 安君） 答弁で。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。春

の複合健診では、がん検診におきましては、肺

がん検診が２５６名ふえております。胃がんは

同数でした。大腸がんについては、４２０名ふ

えております。超音波検診は２０６名、子宮が

ん検診は１１５名増です。また、乳がん検診に

ついても８３名の増があっております。 

 以上です。 

○委員（田中 安君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） はい、ありがとうござ

いました。春の健診では、結構伸びてるなとい

うお話なんだけど、それでも基本的な５０％目

標には足らないんでしょう。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。先

ほど受診率で申し上げたとおり、５０％にはま

だほど遠い状況でございます。 

○委員（田中 安君） ほど遠いね。 

 はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中安委員。 

○委員（田中 安君） 受けやすい体制をとっ

ておられるということなんだけど、それでも５

０％には達しないということは、やはり今から

先の受診の勧奨ということに対しては、もっと

努力しないといけないんじゃないかと思います

が、そのあたり、いかがお考えでしょうかね。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、堀健康福祉部

次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。御指摘のとおり、２３年度が受診

率が下がっておりますので、その点を検討して

きているところでございます。 

 先ほどの説明ちょっとありましたんですけ

ど、２０年、２１年、２２年というのは、それ

ぞれ、がん検診の受診率は少しずつ伸びてきて

おりました。ちょっとそこで油断したんです

が、２３年度少し落ちたという結果を出てるも

んですので、先ほど説明ありましたように、複

合健診は確かに受けやすいけれども、ただ、ほ

かの自治体においてはやはり５０％にはどこも

たどり着くのは非常に難しい状況でございま

す。しかし、うちよりも高いところがあると。 

 ですから、そういうところの状況を把握した

上で、改善できる部分に関しては改善できない

だろうかということは、内部でちょっと話はし

ているところです。ですから、そういう今まで

のやり方にとらわれることなく、少しでも５０

％に近づけられるような健診体制ができないか

ということは、今後も検討してまいりたいと考

えておりますので、よろしく御指導のほどお願

いいたします。（委員田中安君「はい、ありが
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とうございました」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） はい。関連してです

が、３５ページの健康増進事業のところでです

ね、これ、あくまでも個別に書いてあるのも、

もちろん結構だと思うんですが、特定健診とし

てベースがあると思うわけですね。だから、私

たち市民のほぼ義務に近いような形でですね、

特定健診は受けるのが当たり前じゃないかとい

う感じをしてるわけですが。 

 それでも、今、課長のほうの説明がございま

したように、市の特定健診じゃなくて、例え

ば、別の病院にかかってるから、そこで受ける

からということもあると思いますけれども、じ

ゃ、そういう方たちが本当にそういう病院にか

かっておられるのかどうか。市の保健センター

なり、あるいは鏡のほうでですね、受けられる

以外に、病院にかかっておられる、あるいは、

全くそれから外れてる人もあるだろうと。いろ

んな周知でですね。だから、そこら辺について

は何らかの形で把握する必要があるんじゃない

かなと思うんですが、そこら辺については、い

かがでございましょうか。 

○委員長（中村和美君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） 医療機関

で受診されてる、また医療機関で健診をされて

る方というのは、私どものほうでは把握は非常

に難しいと思っております。 

 以前、健診一括申し込みをしていた時期が、

今もしてますが、その中にですね、健診を受け

ない理由、申し込みされてない部分について

は、なぜ受けないのですかというアンケートを

とったことがありますが、やはりそういった中

にも、病院で受けるからとか、かかりつけ医で

見てもらっているからとかいう理由のほうが多

かったんですね。その数は今覚えておりません

けれども、そういったアンケート等をとること

によって把握はできるかもしれませんが、非常

に大がかりになる可能性はあると思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） できればですね、医療

費全体の抑制といいますか、あるいは健康管理

といいますか、そういうことからしてですね、

５０％ということにとらわれずですね、可能な

限り市民の皆さんが、特定健診なり、ほかの健

診に診ていただくと。そうすることによって早

期発見にもなるしですね、医療費の抑制にもな

るんじゃないかというふうに思うわけですね。 

 だから、そこいらの指導のやり方と、それと

アンケート等をどうするかというのは確かにこ

う、経費も労力も要ることもあると思いますけ

ど、何らかの形でですね、できないか、さらに

検討をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） よかですか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） ということです。 

 ほかありませんか。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 関連ですけど、これ見

ると、男性の一番大事な前立腺がんの受診がな

いのは、これなぜかな、次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、堀健康福祉部

次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦
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君） はい。これは以前、前立腺がんを行って

おりましたが、平成２４年度補正で計上いたし

まして、行う体制を本年度行っておりますの

で、２３年度実績分までは、あらわれていない

と、行っていなかったということでございま

す。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 今度１０月から何か行

われるとお聞きしておりますけども、これは女

性の特有のがんと一緒にですね、やっぱ一緒に

継続的にやっていただきたいと思います。 

 それと、健診のやはり受診率を高めるために

ですね、以前、私が植柳のほうの福祉祭りとか

公民館祭りにですね、必ず保健師から来てもら

って、血圧でも何でもいいからみんなにです

ね、高齢者、特に健診させてですね、いました

ところ、気持ちよく来ていただいてですね、や

っていただいて、すごく一般の人たちからです

ね、ああ、よかこっですねと言うてから。やっ

ぱそんなのもですね、一つの手段じゃなかろう

と思います。特に、口腔なんかはですね、口腔

は地元の歯医者さんを呼んでですね、していた

だいたことありますけど。そんなのをやっぱど

んどんね、もう出前だな、これから。 

 はい、よろしくお願いいたします。 

○委員長（中村和美君） はい。 

 はい、ほかございませんか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） はい、３６ページの上

から３番目の歯科保健推進事業のところですけ

れども、事業の概要でですね、フッ素洗口を１

４園と書いてあるんですが。 

 一昨年の９月の県議会の定例会の最終ごろ

に、県議会の議員提案でですね、フッ素洗口を

推進していくような条例が、議員提案で可決さ

れましたですもんね。ということは、県の条例

が設置されたわけですが、これについては、こ

れ書いてありますように、保育園とか、幼稚園

はしておっても、小学校、中学校ではなかなか

できないという現状があってですね、そっで、

そういう条例の議員提案の制定になったと思う

んですけども。 

 それ以後ですね、それ以後、何かの県から

の、県条例ですから、県からの動きはありまし

たですか。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。

今、委員さんおっしゃったとおり、熊本県歯及

び口腔健康づくり推進条例というのが、平成２

２年の１１月１日に施行されまして、それ以降

の動きとしましては、その年の１１月にハーモ

ニーホールにおきまして、県の健康づくり推進

課より学齢期歯科保健指導者講習会っちゅうの

を、学校関係者または市町村自治体の関係者を

呼びまして、説明会とこれに対する実施依頼等

がありました。それ以降につきましては、具体

的に県のほうからの動きはございません。 

 市のほうとしましては、学校教育課のほうに

出向きまして、このフッ素洗口、学齢期におけ

るフッ素洗口について、ぜひ実施したいという

ことで申し出に行きまして、そこで、やっぱり

学校――その条例ができても、すぐ実施する状

況ではないということで、学校のほうはお答え

をあってます。やはり、学校の規模とかにもよ

ると思いますけれども、学校側の負担が、非常

に大きくなるということが一番の原因のようで

ございました。 

 そのときの会議におきましては、小規模校で

何とか二、三校ぐらいできるんではないのかな

ということは、お話はあってた状況です。その

後は、まだ進展はないという状況でございま

す。 
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○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） 教育委員会の範疇です

けども、今のところ、その後学校が実施したと

いうのは把握していらっしゃらないということ

でいいですね。（はつらつ健康課長蒲生尚子君

「はい」と呼ぶ）はい、わかりました。 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。３５ページの

一番下です。 

 自殺対策推進事業ということで、今１５０万

ほど予算組んでありますし、こう事業がありま

すが、これ少しちょっと説明お願いしたいんで

すが。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。自

殺対策推進事業１４２万円の分ですが、これに

つきましては、自殺の原因が１位を占めるのが

鬱病というような、精神疾患の患者さんの自殺

が非常に多いということがありまして、この理

解を深めるために、市民全体に対しまして、講

演会、こころの健康づくり講演会を実施いたし

ました。 

 それと、民生委員さんや児童委員さんに対し

まして、養成研修会ということをですね、鬱病

の理解を深めていただくための研修会を３回ほ

ど実施いたしております。それと、研修会用の

自殺対策小冊子を配付しております。 

 それと、心理士によりますこころの健康相談

会を、年に２８回ほど実施いたしました。これ

らに要する費用でございます。 

 以上です。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） 非常に予算額が少な

いなっちゅうふうな感じがしましたもんだから

ですね、内容がどういうものだろうかなと思っ

て、したところ、講演会っちゅうことで、一般

の方々に対する呼びかけで５５０人ほど集まっ

ていただいた。ただ、この方々は、自殺したり

とか、鬱の人はおられないということですよ

な。 

 それと、民生・児童委員の研修会をされまし

て、３回やっておられますが、３２０人ほど民

生委員の方おられるんですよね。２７５人ば３

回やれば、約１００人ほど集まっていただい

て。だけん、３分の１の、６分の１の方ってい

うふうに、簡単にざっと計算すれば、そのくら

いの解釈かなって思うんですよね。 

 と、心理士のこころの健康相談が、２８回、

それで５８人、１回につき２人ほどの相談者が

来られたということで。それは、それなりに効

果があっているっては思うんですけど、やはり

ですね、命を絶つということについては、非常

に、非情な社会環境あるいは覚悟を含めて、病

気のことも含めてあると思いますので。この予

算については、もっともっとふやしたところで

対策していくことこそ、我々は、行政である、

政治であるかなというふうに感じたわけなんで

すよ。 

 だから、まず教育委員会とも十分に話をされ

て、学校でのいじめ問題も含めて、このことに

ついてはもう少し掘り下げた自殺対策推進事業

ちゅうのをしていかなければ、上辺だけでこれ

をしましたよって、で終わるような気がしまし

たもんだから、今質問しとるわけなんですけれ

ども。 

 今後どういったふうに持っていきたいかとい

うのをちょっとお聞きしたいんですが。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。蒲

生はつらつ健康課課長。 
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○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。こ

の自殺予防対策ですね。現在、ゲートキーパー

と言いまして、まずは行政関係者の窓口対応さ

れる職員を対象に、窓口で対応するときの接し

方というか、そういうのも勉強していただきな

がら、心に疾患を持ってらっしゃる方を感じた

場合は専門機関に紹介していただくというよう

な、そういう勉強会を企画しております。ま

ず、八代市の職員を対象にやる予定でおります

が、これに関しては、ほかの福祉関係者とか、

民生委員さんも含めてですね、そちらのほうを

広げていけたらなというふうにも考えておりま

す。 

 また、これは、非常に大きな問題でもござい

ますので、県の保健所等とも連携とりながら、

また関係機関ですね、先ほど学校関係もおっし

ゃいましたが、そちらと協議しながらですね、

よりよい講演会も含めた啓発活動ができればと

いうふうには考えております。まだ具体的には

ちょっと、今のところお返事できない状況で

す。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい、ありがとうご

ざいます。 

 ただ、具体的にまだ考えておられないという

ことですけれども、先ほども言いましたよう

に、これはやっぱし鬱っていうふうになるまで

には、相当な社会環境とか地域環境ちゅうのも

含んでおります。だからですね、やっぱしどの

箇所が、どの部門がこれに対して一番適当な対

策をとることができるかっていったとき、やっ

ぱし今、蒲生さんおられますけれども、皆さん

ではなかろうかと思うんですよ。だから、この

ことに対してはですね、やっぱり十分にです

ね、先のことを見越して、そして、していかな

ければ、経済的な問題も含めてですね、非常に

今、日本そのものが心が疲弊しておりますの

で、この心のケアというのも含めて頑張っても

らいたいなって思うんですよ。 

 だけん、もしそのことで必要な予算措置があ

るのならば、こういったところで大いに言って

もらってですね、そして今までどおりでは余り

効果がないんだって、もっとこんなことした

い、こんなことしたいっていうのをどんどん出

してもらってですね、我々議員も動かしてです

ね、いただくならば、十分なお手伝いすること

がでくっと思うんですよ。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい。要望にかえて

いいですよね。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、ほかありませ

んか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。３７ページの結

核予防事業ですけど、これは８０４２人の方が

受診されているようで、ちょっと、がんへの関

心よりも高いようなふうにも感じましたが。 

 そもそも、この補助というものは、どれくら

いあるんでしょうか。個人に対しての。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

 ゆっくりよかですよ。井戸端会議して。（笑

声）非常によろしゅうございます。（｢済みま

せん」と呼ぶ者あり） 

 はい、どうぞ。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい、済

みません。 

 肺がん検診と同時に実施しております胸部レ

ントゲン検診でございますが、１回お一人３０

０円の個人負担をもらってます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 
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○委員（前川祥子君） それでは、２３年度が

８０４２人で、このうちの結核患者っていうの

は何人いたんでしょう。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。８

０００人のうちの結核患者さんの発見というこ

とですね。（委員前川祥子君「はい」と呼ぶ）

それは、ゼロでございました。（委員前川祥子

君「あっ、ゼロ」と呼ぶ）はい、いらっしゃい

ませんでした。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） ゼロであったこと大変

喜ばしいことなんですが、これまで何名か発症

されている方がいらしたと思いますが、その方

々への市立病院へのあっせんという形はとられ

たんでしょうか。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） 結核の患

者さんが出た場合の医療機関……（委員前川祥

子君「はい」と呼ぶ）結核に関しましては保健

所のほうで管理をいたしておりますので、もし

そういう方がいらっしゃった場合は、保健所の

ほうから医療機関の紹介、または診察の紹介等

があります。市のほうで、直接、精密検査が出

て、この人患者さんですということで紹介する

って形はありません。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） では、当然、市立病院

のほうへの紹介というのもありましたよね。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、蒲生はつらつ

健康課課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） それは、

あってると思います。 

 はい、以上です。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり）なしですか。ほかあ

りませんね。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） 以上で、第４款・衛

生費中、健康福祉部関係分についての質疑を終

わります。（｢ありがとうございました。お世

話になりました」と呼ぶ者あり）お疲れさまで

した。 

 では、次に第４款・衛生費中、環境部関係分

について説明を求めます。 

○環境部長（福田 晃君） はい。 

○委員長（中村和美君） 福田環境部長。 

○環境部長（福田 晃君） こんにちは。（｢

こんにちは」と呼ぶ者あり）環境部でございま

す。着席してよろしゅうございましょうか。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。 

○環境部長（福田 晃君） はい、ありがとう

ございます。 

 それでは、平成２３年度決算、環境部の総括

をさせていただきます。 

 平成２３年度一般会計決算書、款４・衛生費

におけます環境部関係の支出済み総額は、約２

２億５０００万円となっております。その中か

ら、下水道総務課所管の浄化槽設置補助金等約

１億１０００万、職員の給料等関係費約３億６

０００万、八代生活環境事務組合負担金約４億

２０００万を除きますと、残りは約１３億６０

００万円となりますが、その大部分は斎場、清

掃センター、衛生処理センター、浄化槽汚泥処

理施設の各施設に関連します費用でございまし

て、その額は約１２億８０００万円と、９割以

上を占めております。 
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 それでは、環境部に所属します３つの課の２

３年度決算につきまして述べさせていただきま

す。 

 まず、環境課でございますが、２３年２月補

正に伴います２２年度からの繰越事業として、

斎場排気筒及び防雨カバー改修、総合体育館太

陽光発電システム設置工事、衛生処理センター

施設改修の３件がありましたが、全て２３年度

に完了しております。また、２３年度予算にお

きましても、環境課では、年度内に遂行できな

かった事業はなく良好であったと思っておりま

す。 

 特に、住宅用太陽光発電システム設置費補助

金につきましては、２３年度当初予算におい

て、２２年度予算の倍であります２００件分を

計上しましたが、東日本大震災に伴います原発

事故の影響等から自然エネルギーへの期待や電

力会社によります電気の買い取り制度など、太

陽光発電に対します市民の関心の高さを反映

し、当初の見込みを上回る申請がありましたこ

とから、９月補正を行い、結果として２６１件

に補助金を交付しております。 

 事業仕分けにおきます規模拡充の評価や市議

会等での補助金額の増額要望を踏まえ、平成２

４年度予算では、市内業者との工事請負契約締

結につきましては、定額３万円の上乗せを行

い、市内業者の育成支援もあわせて図っており

ます。件数としましては、昨年度の補正後の予

算と同じ２６０件を予定しております。今後

も、国のエネルギー政策の動きや太陽光発電シ

ステムに対します市民ニーズ等を見きわめなが

ら、地球温暖化対策、安全・安心なエネルギー

確保に下支えとして、当分の間は、最低限、現

在の補助内容を維持してまいりたいと考えてお

ります。 

 そのほか、竣工後３２年近くが経過しました

斎場関係では、延命化を図るために年次計画に

基づきます改修工事を、今後も引き続き行って

まいります。 

 また、処理量は年々減少していきますもの

の、増設後４３年がたった非常に古い施設であ

ります衛生処理センターも、今後十数年間は使

用する必要がありますことから、引き続き必要

な改修工事を進めていく所存でございます。 

 続きまして、環境センター建設課に移りま

す。 

 昨年４月１日付で、廃棄物対策課環境センタ

ー推進室から環境センター建設課として発足し

ましたが、老朽化が進む清掃センターの焼却能

力低下に伴い、平成２２年７月発令のごみ非常

事態宣言が現在も継続中であり、本市にとって

環境センター建設は最重要課題として一日でも

早い完成が望まれているところであります。 

 環境センター建設準備事業においては、平成

２２年度からの繰越分としまして、地質調査業

務委託がありましたが、２３年５月に完了して

おります。債務負担行為であります環境アセス

メントも、２２年度に引き続き２３年度も調査

を進め、現在も調査中でございます。 

 さて、２３年度は、本事業におけます節目の

年であったと感じております。処理システムに

ついては、昨年１１月に同検討委員会から市長

に対し、２方式３機種の提言が出されました。

そして、本年２月には、周辺漁業関係者からの

要望に対します市側からの回答につきまして、

同関係者から建設同意書が提出され、大きく歩

を進めることができました。 

 このようなことから、平成２４年度は、環境

センター関連の建設工事費や管理運営費など、

事業費全体の縮減を図る意味から、ＰＦＩ手法

に準じたＤＢＯ方式によります事業発注を決

め、本年６月にはプロポーザル方式によります

一般競争入札で、八代市環境センター施設整備

及び運営に係るアドバイザリー業務委託の委託

業者を決定し、環境センター建設工事や運営を

行う事業者を決定するための準備作業に着手し
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たところでございます。 

 そして、事業者を選定する組織として、八代

市環境センター施設整備及び運営に係る事業者

選定委員会を設置し、９月２０日には外部有識

者委員９名、内部委員３名、計１２名に委嘱状

を交付し、第１回目の委員会を開催しておりま

す。この委員会では、価格だけで落札者を決定

しておりました従来の落札方式とは異なり、品

質を高めるための新しい技術やノウハウなど、

価格ばかりではなく、価格以外の技術提案や性

能などの非価格要素も含めて、総合的に評価し

ていただき、事業者を決定してもらうものでご

ざいます。 

 発注者であります八代市は、この入札に関し

ます設計図書を作成せず、入札応募者が設計等

を行う性能発注でございますので、本委員会に

おいて環境センターの建設や管理運営等に関し

ます実施方針、要求水準等、さまざまな条件を

決定した後、それらを公表し、事業者の募集を

いたします。その後、応募者から提出された価

格面と非価格面であります提案内容等を本委員

会で評価し、事業者を決めますことから、おお

よそ１年ぐらいかかるものと思っております。

今後も引き続き、環境センターの平成２９年度

完成目指しまして、事務を進めてまいります。 

 最後に、ごみ対策課でございます。 

 ごみ対策課においては、２３年２月補正に伴

います２２年度からの繰越事業であります清掃

センターの施設改修工事２件がありましたが、

２３年度に完了しております。 

 また、２３年度、２４年度の債務負担行為で

あります排ガス処理設備改修工事については、

清掃センターと同じ処理方式でございますスト

ーカー炉を製造している経営事項審査点、上位

５社に見積もり依頼をした結果、提出された見

積もりでは焼却炉の停止期間が１炉当たり１２

０日と想定を超える日数でありましたので、そ

のままでは外部焼却委託料が非常に高額となっ

てしまいます。そこで、外部搬出量を抑え、焼

却委託料を削減します手段として、炉の停止期

間の縮小が必須となりましたことから、その設

計に不測の期間を要しましたため工事の発注が

おくれ、本年１月の入札となり、平成２４年度

へと繰り越したものでございます。工事は、年

度内の来年３月中には終わる予定でございま

す。 

 御承知のとおり、ごみ対策課にとっての最大

の課題は、環境センターが完成し、稼働するま

での期間は、今の清掃センターを運転し続けな

ければなりません。竣工後３７年が経過しまし

た清掃センターの処理能力は著しく低下してお

り、２３年度の外部焼却処理委託料は約１億７

０００万にも上っております。この委託料を縮

減するために、環境センター建設課のところで

述べましたように、ごみ非常事態宣言を発令

し、市民にごみ減量の協力をお願いしているも

のでございまして、現在も宣言を継続中であり

ます。市政協力員や地域婦人会等の御協力を仰

ぎながら、分別の徹底、生ごみの水切りなど、

ごみの減量化に取り組んでいただいた結果、市

民の御協力もあり一定の効果を上げて、１人１

日当たりの家庭から出る燃えるごみの量も、一

旦は目標値近くまできましたものの、目標には

達しませず、上下動を繰り返しながら足踏みを

している現状でございます。 

 出前講座、市報、新聞折り込みチラシ、環境

情報誌しろくまだより、ホームページなどで、

ごみ減量の啓発に努めておりますが、非常に苦

慮しているところでございます。 

 今後は、子供たちを通して家庭への広がりを

図るために、小学校におけます環境学習等を利

用しての説明や幼稚園や保育園等で開催されま

す母親学級等での親子講習会に積極的に取り組

み、その効果に期待するものでございます。 

 昨年６月から始めました第４日曜日の清掃セ

ンターへの資源物無料持ち込み、いわゆる資源
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の日、日曜日版につきましては、本年４月から

第２・第４日曜の月２回体制に拡充しておりま

す。 

 また、２３年度から本格実施となりました旧

八代市で行っております発泡スチロールやプラ

スチック製品の回収につきましては、現在は太

田郷、高田、宮地東の３校区を残すのみとなり

ました。太田郷校区は１１月から、高田校区は

来年２月から始める予定となっておりますが、

宮地東校区につきましては、昨年度の豪雨災害

により収集車が仮設道路を通行している現状で

ありますことから、道路工事の終了後に始める

予定でございます。 

 前述のとおり、現在、清掃センターでは、排

ガス処理設備改修事業として、大規模な改修工

事を行っておりますが、改修要因としては、昨

年の決算審査特別委員会で申し上げましたが、

処理能力の低下に加え、ごみの質が竣工時の昭

和５０年に比べ、プラスチック類が非常に多く

なっているため、燃焼カロリーが倍増している

ことも挙げられております。このようなことか

ら清掃センターでは、炉への投入量を調整しな

がら、焼却灰の灰の質にも留意しつつ、運転を

行っております。 

 ごみ対策課の予算は、職員給料等経費と生活

環境事務組合負担金を除きますと、約１０億９

０００万円ですが、清掃センター関係の委託

料、修繕料、工事請負費の３つだけで約９億円

と、８２％を占め、その他の経費も年間を通し

ますと、１０００万円単位と、環境部のほかの

課に比しまして、図抜けて高額な決算額でござ

います。 

 これまで申し上げましたことと重複します

が、分別の徹底化、生ごみの水切り等によりま

すごみの減量化が清掃センターの機能維持を左

右しますと同時に、経費の削減にもつながって

まいりますことから、このことを十分に認識

し、日々業務に当たっているところでございま

す。 

 最後に、委員各位、御存じのとおり、環境部

の各施設は市民生活にはなくてはならない施設

ばかりであります。その計画、工事、修繕など

は急施を要しますとともに、非常に高額な予算

を伴いますことから、今後も委員各位の御協力

を賜りますようお願い申し上げ、私の、環境部

関連、平成２３年度決算の総括とさせていただ

きます。 

 お世話になります。 

○環境部次長（宮川正則君） はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、宮川環境部次

長。 

○環境部次長（宮川正則君） 皆さんこんにち

は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）環境部の

宮川です。座りまして説明をさせていただきま

す。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。 

○環境部次長（宮川正則君） ２３年度の決算

概要については、本会議等でも御説明があって

おりますので、早速お手元の資料、平成２３年

度における主要な施策の成果に関する調書、こ

れに基づいて説明をさせていただきます。 

 それでは、環境部関連ということで、３８ペ

ージをお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。（｢はい」と呼ぶ者あ

り） 

 まず、狂犬病予防対策事業は、狂犬病予防法

に基づく犬の飼い主の義務であります飼い犬の

生涯１回の登録と毎年１回の狂犬病予防注射接

種のときに、市が発行しております狂犬病予防

注射済票などの交付に要した費用などを支出し

ております。 

 ２３年度の新規登録頭数及び注射済票交付頭

数は、事業概要の欄に記しておりますが、これ

を前年度と比較しますと、新規登録頭数が４２

頭の減、注射済票が１９頭の増で、おおむね横

ばいとなっております。特定財源は、登録及び
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注射済票交付に関する手数料でございます。 

 次に、斎場施設整備費は、昭和５５年の供用

開始後３２年を迎えた八代市斎場――松崎町に

ございますけども、これの火葬炉耐火物の張り

かえや燃焼機器類の取りかえのほか、建物の防

水工事や床の張りかえに要した経費などを支出

をしております。 

 次に、斎場施設整備費の繰越分ですが、昭和

５５年の竣工から３２年を迎えておりますけど

も、先ほど申し上げましたけども、これまで、

この火葬炉の排気筒――排ガスをですね、大気

に排出する施設なんですけども、これについて

は一度も取りかえを行っておりませんでしたの

で、これの全面取りかえを行っております。こ

の工事の不用額ございますけど、これは工事費

の契約の残でございます。 

 次に、八代生活環境事務組合負担金（斎場）

は、千丁、鏡、東陽、泉の４支所の区域と氷川

町を対象としております八代生活環境事務組合

東陽斎場――平成７年に竣工して１７年目を迎

えております――の管理運営費に要した経費で

す。負担金の算定は、東陽斎場の維持管理費用

及び事務組合の総務費、議会費などの管理部門

に要した費用について、八代市と氷川町の負担

割合をそれぞれ共通経費割を３０％、国勢調査

人口割を７０％として算出された額です。 

 ２３年度の火葬件数は５２９体、うち八代市

関係の火葬件数は３４５体でした。特定財源

は、氷川町住民が八代市斎場を利用した件数に

応じた氷川町の負担分でございます。ちなみ

に、大人１７体、それから死産児１体というこ

とでございました。 

 次に、小型合併処理浄化槽設置整備事業補助

金は、下水道等の認可区域以外で、専用住宅、

店舗つき住宅、２世帯住宅で、１０人槽以下の

浄化槽を設置する場合、補助対象としているも

のです。２３年度は、１７９基に対する補助金

などを交付しています。財源内訳の国県支出金

は、国及び県がそれぞれ３分の１負担します浄

化槽設置整備事業交付金です。不用額は、補助

申請基数が当初見込みを下回ったことによるも

のです。 

 次に、環境保全対策事業は、大気汚染、水質

汚濁、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地盤沈下

の典型７公害といわれます事象のうち、騒音、

振動、悪臭などの自治事務または県知事の権限

移譲を受けております事項について、規制及び

指導に関する事務を行っております。 

 例えば、悪臭の場合、日本製紙や市清掃セン

ターなど６事業所の敷地境界で調査し、その結

果に基づく指導を実施をしております。平成２

３年度は、日本製紙八代工場及び中小企業１社

に対し、文書で改善指導を行っております。 

 一方、市に権限や常時監視義務は付与されて

はおりませんものの、地域環境の保全に必要な

硫黄酸化物、窒素酸化物などの大気汚染物質に

ついて、市保健センターで一般環境大気の常時

監視を行っております。調査３項目とも、環境

基準の長期的評価は達成しています。 

 また、水環境については、工場排水を例にと

りますと、７事業場で延べ１７０検体のサンプ

ルを採取し、その結果を市と事業場で交わして

おります環境保全協定や法律、県条例等の排水

基準に照らし合わせ、指導を行っているところ

です。２３年度は中小企業２社に対し、文書で

改善指導を行っております。 

 また、地下水については、市内７地点での地

下水位の連続測定や沿岸部２８地点の塩水化の

継続調査などを実施をしております。これらの

調査業務に要した経費などを支出をしておりま

す。なお、各種の調査結果は、毎年度発行して

おります八代市の環境に掲載し、図書館での閲

覧や市ホームページで内容を全て公表をしてお

ります。財源の国県支出金は、県の権限移譲に

伴う交付金でござます。 

 次に、太陽光発電システム設置費補助金は、
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市民の住宅用太陽光発電の導入意欲を高めるた

め、平成２１年度から補助金を交付しているも

のです。 

 ２３年度は、補助単価が１キロワット当たり

１万５０００円、限度額を５万円とし、２６１

件に補助金を交付しております。なお、この補

助金の実績は、平成２１年度から本年８月末ま

での累計で、補助金額３９５７万７０００円、

補助件数６２７件、これの合算発電出力は３１

７６キロワットでございます。これを１年間当

たりの発電量に換算しますと、おおむね３１７

万６０００キロワットとなります。これは、約

５８０世帯が１年間に使用する電力量に相当し

まして、二酸化炭素に換算しますと、１２２０

トンが削減されたということになります。 

 次に、市町村地球温暖化対策推進事業の繰越

分は、県の２２年度地域グリーンニューディー

ル基金のうち、２０００万円までを県が全額を

負担する補助金を活用しまして、市総合体育館

に２０キロワットの太陽光発電設備を設置した

ものです。 

 昨年９月の稼働後、約１年間の発電量は２万

２６７０キロワットアワーで、総合体育館の電

力使用量の５.５％に当たります。財源の国県

支出金は、先ほど申し上げました補助金でござ

います。 

 ３９ページをごらんください。 

 次に、ごみ減量化対策事業は、ごみ非常事態

宣言を市民の具体的な行動につなげるため、燃

やすごみの削減に取り組んでいただいておりま

す市民に、段ボール箱生ごみ堆肥化キット２２

３セットの配布のほか、電動式の生ごみ処理機

４４基及びバケツ式の生ごみ堆肥化容器８４基

の購入に対する一部補助を行っております。 

 一方、事業系一般廃棄物の排出削減対策とし

ましては、２名のごみ減量アドバイザーを雇用

し、ごみの排出量を１日当たり１０キログラ

ム、１週間で延べ７０キログラムになりますけ

ども――を超える多量排出事業所、５２事業所

ございますけども、これらを含め、延べ２００

件の事業所を訪問しまして、資源物の分別徹底

の指導及び継続的なごみの減量化を要請してお

ります。これらに要した経費を支出をしており

ます。 

 不用額は、生ごみ堆肥化容器等助成補助金の

うち、電気式生ごみ処理機に対する補助の希望

が当初を大きく下回っております。予定１５０

に対して４４基ということで、不用額が発生し

ております。 

 次に、廃棄物処理対策事業は、中山間地や河

川、海岸堤防など、人目につきにくい場所が不

法投棄の温床となっているため、熊本県警のＯ

Ｂ２名体制で、年間２４０日、不法投棄や野焼

きなどの巡回指導を行っている不法投棄監視員

の雇用のほか、産業廃棄物処理施設周辺地下水

などの水質調査に要した経費でございます。財

源の国県支出金は、県の産業廃棄物最終処分場

周辺環境整備等補助金です。 

 次に、敷川内環境保全対策事業は、廃棄物７

万１０００トンが不法投棄された敷川内環境保

全用地の維持管理費用として、平成１５年に熊

本県を事務局とした敷川内環境保全協議会から

２８００万円が拠出され、八代市が環境保全用

地の維持管理基金として受け入れております。

環境保全用地のうち、用地の除草、それから遊

水地の土砂堆積のしゅんせつ、それから用地内

の集水ますの浸出水の水質分析などを行い、こ

れらに要した経費を支出をしております。 

 水質分析結果は、基準を超える有害物質の検

出はあっておりません。埋め立てられました廃

棄物からの有機物の浸出状況示す、――有機物

の量を示します化学的酸素要求量――よくＣＯ

Ｄといいますけども、これも年々減少傾向にあ

るところです。なお、２３年度末の同基金につ

きましては、残高が２３５４万２０００円でご

ざいます。 
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 次に、環境センター建設準備事業は、平成２

１年度から開始したもので、２３年度は、主に

環境センターにおけるエネルギー回収推進施設

として、２方式３機種の選定をいただいた処理

システム検討委員会の開催、２２年度から３カ

年の継続事業であります環境影響評価委託、２

２年度から２カ年の継続事業でありました基本

計画、設計業務委託のほか、建設候補地の測量

設計に要した経費などを支出をしております。 

 不用額は、環境影響評価業務委託、それか

ら、基本設計の業務委託、双方とも低入札であ

ったことによる入札差額でございます。 

 なお、財源の欄に、国等の交付金、国県支出

金ございませんけども、これにつきましては、

２３年度の相当額は６２１万円となりますけど

も、この額については、２２年度におきまして

一括して交付を受けておりますので、今回の決

算にはあらわれていないという形になっており

ます。 

 次に、環境センター建設準備事業の繰越分

は、候補地の地質調査業務に要した経費でござ

います。 

 それでは、次に、衛生害虫駆除事業は、市域

の平野部が非常に勾配が低うございますので、

水路などでは非常に水がたまりやすいという状

況にございますので、市街地でもイエカやヤブ

カの類が発生しておりますので、これらの駆除

について、市民から相談が寄せられた場合、対

応しているものでございます。なお、この事業

は、排水路等の害虫の駆除委託や薬剤の購入な

どに要した経費を支出をしております。 

 薬剤を用いておりますけども、これらの消毒

用の薬剤につきましては、従来は農薬と同じ成

分を使っておりましたけども、極力環境へので

すね、影響を低くするということをですね、念

頭に置きまして、現在では自然環境に配慮した

形でございます成長抑制剤というものでです

ね、対応をしております。 

 次に、４０ページをお開き願います。 

 分別収集事業は、市域の３８０町内、６２７

カ所に設けております資源の日における分別排

出を円滑に行うための分別指導員への謝礼、本

庁管内の資源物の収集運搬業務のほか、収集に

使用しますコンテナ、ネットなどの洗浄、補修

などに要した経費を支出をしております。 

 分別指導員への謝礼３０００万円の配分は、

町内数と世帯数により算定しております。な

お、２４年度から、この謝礼につきましては、

住民自治推進事業に移管した分を除いた形で計

上をいたしております。 

 次に、この部分で、特定財源がございますけ

ども、容器包装リサイクル協会から配分されま

す再商品化合理化拠出金や資源物の販売代金で

ございます。 

 次に、有料指定袋関係経費は、市民にあらか

じめごみの排出量に応じたごみ処理手数料を納

付いただく手法としまして、有料指定袋の作成

及びその円滑な流通に必要な経費などを支出を

しております。 

 有料指定袋の流通は、問屋８社ですね、それ

から、商工会５社を経由しまして、小売店３５

７社になりますけども、これに配送して販売す

る方法のほか、千丁支所の区域、鏡支所の区域

では、市政協力員さんにも販売をお願いしてい

るところでございます。ちなみに、市が支払う

販売手数利用等は、小売店が袋１枚当たり２

円、問屋、商工会等は１枚３円という形で行っ

ております。市政協力員さんは一手に引き受け

ていただいておりますので、１枚５円という形

になっております。 

 次に、清掃センター業務委託は、清掃センタ

ーでの焼却処理、資源物の選別、焼却処分量を

削減するためのプラスチックや木材の資源化処

理のほか、清掃センターで処理できない可燃ご

みの外部焼却委託や焼却灰等の最終処分などに

要した経費を支出をしております。 
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 ２３年度の清掃センターへ排出された資源物

を含めたごみの総量は、３万４２３６トンでし

た。前年に比較しますと、ごみの総量が０.３

％ふえております。ごみ非常事態宣言前の平成

２１年度と比較しますと、燃やすごみの量は、

逆に１２９５トン減っております。 

 焼却処理施設運転業務委託は、ごみの搬入時

の計量、手数料の徴収、一般車両に対する投入

ピットでの分別指導、１２時間交代勤務で行う

焼却炉の巡回点検及び運転管理などが主な業務

で、委託人員は２１名です。 

 次に、可燃物収集運搬業務委託は、本庁管内

２１００カ所の燃えるごみのステーションを２

トン車８台で、年間実収集日３０３日、１万８

３０１トンを収集しています。１日当たりでは

約６０トン、１台当たりでは７.５トン収集し

たことになります。 

 済みません、私、ここでお断りするのを忘れ

ておりました。１つ戻ります。有料指定袋関係

経費で、正誤表をお出しさせていただいており

ますけども、数字が入れかわっておりますの

で、よろしいでしょうか。（｢はい」と呼ぶ者

あり） 

 じゃ、続いて説明させていただきます。 

 この概要欄、次で、焼却灰等の運搬及び最終

処分委託は、焼却灰及び分別が困難な可燃・不

燃の混合物を民間処分場へ委託したものです。

このうち焼却灰の処分単価は、運搬費用及び処

分費が１トン当たり２万６２５０円、これに菊

池へ搬入しておりますので、菊池市に対する環

境保全協力金が１トン当たり２０００円ですの

で、合わせて２万８２５０円となっておりま

す。 

 可燃性一般廃棄物（家庭ごみ）の処理委託

は、清掃センターの焼却処理能力の低下に伴

い、焼却炉及び排ガス設備の安定稼働を維持す

るために、燃やすごみの一部を外部処理委託し

ているものです。２３年度は、３８６３トンを

処理させていただきました。 

 収集した家庭ごみの委託処分単価は、運搬費

用及び処分費がトン当たり４万３０５０円で

す。これに、先ほど申し上げました菊池市の環

境保全協力金２０００円を足しまして、４万５

０５０円となっております。なお、２２年度は

４万７５７０円でありましたが、済みません、

２２年度は４万７５７０円でありましたけど

も、業者と交渉しまして、単価を、先ほど申し

上げました４万５０５０円と２５２０円、引き

下げを行っております。 

 この特定財源は、搬入ごみのごみ処理手数料

や有料指定袋販売に相当するごみ処理手数料で

ございます。 

 次に、八代生活環境事務組合負担金は、坂本

支所の区域を除きます４支所の区域と氷川町か

ら発生しますごみの処理、処分を共同で行って

おります八代生活環境事務組合クリーンセンタ

ー及び２カ所の焼却灰の最終処分場の建設及び

施設管理に要した費用並びに同組合の管理部門

に要した必要について、八代市と氷川町の負担

割合を共通経費割３０％、国勢調査人口割２０

％、ごみ搬入量割５０％で算出した額を支出し

ております。特定財源は、４支所の区域におけ

る指定袋の販売に相当するごみ処理手数料で

す。 

 ちなみに、２３年度のクリーンセンターへの

ごみ搬入量は１万１７５８トン、最終処分量は

１４７８トンでした。このうち、八代市の区域

からのごみの搬入量は７３９６トン、約６３％

に相当します。 

 次に、樹木、剪定くずリサイクル事業は、平

成１５年度から実施しているもので、樹木剪定

くずを資源化するために破砕、チップ化し、堆

肥等の原料として有効利用するための経費など

を支出をしております。特定財源は、樹木剪定

くずの搬入に係るごみ処理手数料です。 

 ちなみに、処理実績は、２３年度は５５６ト
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ンでした。 

 続いて、４１ページをごらんください。 

 清掃センター施設整備費は、昭和５０年竣工

の清掃センターは３７年を迎えております。そ

のため、当時の設計に対して、搬入されるごみ

の発熱量が約２倍というふうになっております

ため、焼却できるごみの量も、設計当時の１５

０トンに対しまして、現状では、これまで繰り

返し御説明をさせていただきましたけども、現

段階において、先ほど部長が申し上げました改

修工事、これが終わりましても、大体８５から

９０トン程度と見込んでおります。 

 こういった状況の中、実際焼却炉は燃やすと

きには１０５０度に達するものですので、これ

らの焼却炉の本体、それから、関連設備の機能

維持を図るためには、定期改修やバグフィルタ

ー、これらの予備品等も常に備えておく必要が

ございますので、そういったものに要した経費

を支出をしております。 

 繰越明許費は、２３年度から２４年度、２カ

年で施工します排ガス設備改修工事の２３年度

分を全額繰り越しをしたものでございます。な

お、この１０月には片方の炉をとめまして、排

ガス設備の実際の改修、こちらのほうに着手を

するということにしております。 

 次に、清掃センター施設整備費の繰越分でご

ざいますが、これにつきましては、先ほど部長

が申し上げた内容のとおりでございます。 

 次に、支所収集業務委託費は、５支所管内の

燃えるごみ、資源物の収集運搬業務を支所の区

域ごとに、２２年９月１日から５カ年の長期継

続契約としておりますので、これらに要した、

――これらのですね、契約に基づき支出をした

ものでございます。なお、収集したごみにつき

ましては、坂本支所の管内は清掃センターへ、

ほかの４支所は組合のクリーンセンターへ搬入

しております。 

 次に、衛生処理センター管理運営費は、郡築

十二番町の衛生処理センターで、旧八代市の区

域のくみ取りし尿を浄化処理をしております。

管理運営は、市職員２名と２４時間交代で運転

管理に従事します業務委託先の職員６名で行っ

ております。 

 ２３年度の処理実績は、９０３５キロリット

ルで、対前年比２.８％の減となっておりま

す。これらの管理運営に要した経費を、ここで

は支出をしております。特定財源は、し尿の収

集運搬業の許可手数料などでございます。 

 次に、衛生処理センター整備事業は、昭和４

４年に増設し、４３年を迎えました処理能力が

５０キロリットルの施設の現状を把握するた

め、土木・建築構造物、機械設備、電気機器類

に分け、点検、調査をし、それぞれの健全度を

評価した上で、今後継続して使用するため必要

な施策等の策定やし尿の前処理設備の修繕等に

要した経費などを支出をしております。不用額

は、入札残などでございます。 

 次に、衛生処理センター整備事業の繰越分

は、早急に手当てが必要と判断されました、先

ほどの点検の結果ですけども、それに基づい

て、管理棟の屋根防水及び照明設備等の改修に

要した経費でございます。 

 次に、４２ページをお開きください。 

 浄化槽汚泥処理施設管理運営費は、旧八代市

の区域の浄化槽汚泥を処理するため、平成１８

年に供用開始しました施設の維持管理に関する

経費です。この施設は、汚泥から水を分離しま

して、汚水は隣接します下水道の水処理センタ

ーで処理をお願いしております。分離しました

固形分につきましては、脱水汚泥を民間業者に

処分を委託しております。施設の運転管理、脱

水汚泥の運搬処分などに要した経費を支出をし

ております。２３年度の処理実績は、３万３７

３３キロリットルで、対前年比４.１％の増で

ございました。 

 最後に、八代生活環境事務組合負担金、これ
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はし尿ですけども、５支所の区域と氷川町から

発生するくみ取りし尿と浄化槽汚泥を処理する

組合の衛生センターの管理運営を共同で行うた

めの費用です。負担金の額は、衛生処理センタ

ーの維持管理に要した費用及び組合の管理部門

に要した費用について、八代市と氷川町で共通

経費割２０％、国勢調査人口割３０％、し尿搬

入量割５０％で算出した額などを支出をしてお

ります。 

 ２３年度の処理実績は、１万４９６１キロリ

ットルで、対前年度比１.９％減となっており

ます。このうち、八代市分は１万２１０７キロ

リットルでした。ちなみに、八代市が８０.９

％となっております。 

 以上が、主要施策についての御説明でした。 

 次に、こちらに出ていなかった分につきまし

て、歳入歳出決算書のほうで、一部説明をさせ

ていただきます。 

 まず、未執行分がございますので、それにつ

いて御説明いたします。 

 １４２と１４３ページをお開きください。 

 これは、款４の衛生費、項２の生活環境費、

１４２ページにあります目２の公害対策費の節

１・報酬でございます。 

 これは、八代市環境審議会の開催のときにお

支払いをする報酬でございます。２３年度につ

きましては、この審議会の所掌事務となってお

ります環境基本計画の作成、変更のほか、事業

所と市が締結しております環境保全協定などに

関する審議事項がございませんでしたので、未

執行という形をとらせていただきました。ちな

みに、本年度につきましては、環境保全協定の

改定がございますので、審議会の開催に向け

た、今、作業を進めているところです。 

 次に、主な流用について御説明いたします。 

 １４０、１４１ページをお開きください。 

 ここでは、款４・衛生費、項１・保健衛生

費、目３の斎場管理費の節１３・委託料から節

１９・負担金補助及び交付金へ５８万５０００

円を流用しております。 

 これは、市町村合併後、本市と氷川町、八代

生活環境事務組合３者で、八代市斎場と東陽斎

場、それぞれに相互利用協定を締結をしており

ます。この協定に基づきまして、八代市の市民

が、八代市といいますか、旧八代市の区域と旧

坂本の区域の市民の皆さん方が、組合斎場を利

用されたときに、市からお支払している額がご

ざいますけども、それが当初予定しておりまし

た、４６件と予定しておりましたが、８５件に

ふえましたので、それについて、不足額につい

て流用させていただいております。ちなみに、

大人の場合は、１体当たり１万５０００円の市

からの補給という形になります。 

 次に、１４６、１４７ページをお開きくださ

い。 

 項２・生活環境費、目５の塵芥処理費の節１

１・需用費から節１２・役務費に１３９万４０

００円流用させていただいております。 

 これは、有料指定袋の販売手数料等に不足を

生じたことによるものでございます。 

 以上、長くなりましたけれども、御説明を、

――失礼しました。１点、私、間違った、こと

しと去年を入れかえた形でお話をしたみたいで

す。熊本県警のＯＢ２名と申し上げましたけれ

ども、あれは２４年度がＯＢ２名で、２３年度

は県警のＯＢ１名と市職員１名ということでし

た。失礼しました。 

 以上をもちまして、御説明をさせていただき

ました。よろしく御審議お願いいたします。 

○委員長（中村和美君） ただいま説明のあり

ました第４款・衛生費中、環境部関係分につい

て質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

○委員（田方芳信君） よかですか。 

○委員長（中村和美君） はい、田方委員。 

○委員（田方芳信君） ３８ページの斎場の施
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設の整備費ですよ。火葬炉の設備の修繕、防水

工事とか、床材あたりはわかるんですけど、こ

の炉の設備の修繕というのは、どういうことが

あったから修理しなければならなくなりました

か。例えば、煙が出たとか、においが出たと

か、そういったところの理由ば、ちょっと教え

ていただければ。 

○委員長（中村和美君） 今井環境課課長。 

○環境部理事兼環境課長（今井 晃君） 火葬

場につきましては、火葬炉が４炉ありまして、

高温で焼きますので、どうしても火葬炉の補修

というのが、毎年必要になってまいります。そ

の４炉を一遍にやるわけにいきませんので、そ

れぞれ年度ごとに１炉ずつとか、２炉ずつとか

やっている。 

 それと、あと、火葬炉に乗せる台車というの

がございますけども、あそこのやつの修繕とか

も入ってきますので、定期的にそれらはやって

いかないと、延命化というか、一遍に補修をし

なきゃいけないというような事態になってまい

りますので、年々その辺を見ながらやっておる

ところでございます。 

○委員（田方芳信君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田方委員。 

○委員（田方芳信君） あの辺はですね、周辺

的に、今民家が相当密集しております。そうい

った中でですね、においやら、煙とか、そうい

う状況が出てくれば、近所の方々もかなり迷惑

されますので、その点は十分注意して、やって

いただければと思います。これは、要望という

ことでお願いしときます。 

○環境部次長（宮川正則君） ちょっといいで

すか。 

○委員長（中村和美君） 宮川環境部次長。 

○環境部次長（宮川正則君） あの斎場をつく

りましたときにですね、私は、ほとんどその当

時知りませんけども、過去の書類を見てみます

とですね、まず、地元に御説明するときに、絶

対ににおい、煙を出さないというお約束をして

ございます。そこで、この改修工事につきまし

てもですね、そういったトラブルが起きる前

に、とにかくそういったものを出してですね、

付近の住民の皆さんに御迷惑をかけないという

視点で、こういった改修は行っております。

（委員田方芳信君「よろしくお願いしておきま

す」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） はい。３８ページの真

ん中ごろですが、小型合併処理浄化槽設置整備

事業ということでですね、２３年度が１７９基

だったということなんですが。一時はですね、

多分３００基程度あったのかなと思っているわ

けですが、最近、多分住宅着工の減が大きく響

いているのかなと思っております。 

 それとですね、この合併処理浄化槽につきま

してはですね、みなし浄化槽といいますか、従

来の単独槽ですね、これからの切りかえも、こ

の中に含んでいるのかどうか。単独槽というか

ですね、あるいは、くみ取りから切りかえにな

ったのが何件ぐらいあるのか、ちょっと教えて

いただきたいと思います。 

○下水道総務課長補佐兼水洗化促進係長（岩坂

義明君） はい、下水道総務課、岩坂です。 

○委員長（中村和美君） 岩坂下水道総務課課

長補佐。 

○下水道総務課長補佐兼水洗化促進係長（岩坂

義明君） 済みません、ちょっと移動でです

ね、質問の内容がよくわからなかったんです

が、２３年度、みなし槽から合併槽への切りか

え、これについては２１件でございます。 

 その前の質問が、ちょっと移動でわからなか

ったんですが。 

○委員長（中村和美君） 質問していただきま

しょうか。 
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 田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） この項はですね、２３

年度が１７９基となっていますよね。一時は、

住宅着工も多いときは３００基程度があったの

かなと、最近、多分住宅着工が少なくなって、

１７９基になっているのかと。その中にです

ね、今、説明されました２３年度のくみ取り、

ないし、みなしからの切りかえ２１件、この中

に含んでいるのか、また別なのかですね、その

辺ちょっと説明していただきたい。 

○下水道総務課長補佐兼水洗化促進係長（岩坂

義明君） はい。 

○委員長（中村和美君） 岩坂下水道課課長補

佐。 

○下水道総務課長補佐兼水洗化促進係長（岩坂

義明君） 新規に関しましては、当然合併処理

浄化槽をつけなければならないということで、

この１０万円の加算というものは行っておりま

せん。２１件というのは、あくまでも家を、あ

る程度の改造はありますけれども、みなし浄化

槽から合併浄化槽への切りかえ、これについて

１０万円の加算をするということでございま

す。新築については、１０万円の加算はしてお

りません。 

○委員（田中 茂君） はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） 田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） それはわかっているん

ですけどね、そこを聞いているんじゃないんで

すよ。ということは、１７９基の中に２１基が

含んでいるかどうか。（下水道総務課課長補佐

兼水洗化促進係長岩坂義明君｢済みません、含

んでいます」と呼ぶ）含んでいる。 

○委員長（中村和美君） 岩坂下水道課長補

佐。 

○下水道総務課長補佐兼水洗化促進係長（岩坂

義明君） 含んでおります。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（田中 茂君） はい、じゃ。 

○委員長（中村和美君） 田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） 実はですね、今、委員

長のお許しも得たんですが、これは１０月１日

でですね、タイムリー的に浄化槽設置の皆さん

へというのが、チラシがたしか入っていたと思

います。もちろん、集合施設といいますか、公

共下水道とか、農業集落の関係の方にはです

ね、特別に関係ないんですけども、それでも、

東陽、泉については、両方ありますしですね、

これで確かに、今、八代市の場合は、５人から

１０人まであるんですが、真ん中の六、七人を

とりましてですね、旧八代市・千丁・鏡地区

で、国・県・市の補助が４１万４０００円、そ

れから、坂本地区には、従来から、合併前から

ありました６２万４０００円ということがある

わけですが。そういうことでですね、まだ、チ

ラシが出たすぐですけど、すぐ関心ある市民の

方から問い合わせがありまして、何で坂本と八

代は違うとですかとありましたけど、これは合

併前からですね、坂本のほうは、ちょっと工事

とか何かでですね、大変だろうということでで

すね、多分旧村時代に積まれたということがあ

ると思います。 

 それともう一つ、ここにはないですけど、特

別会計で、別にございますですよね。それは、

今回は触れないんですが。実はですね、余りに

も市の補助が少ないと。実際、この浄化槽が、

今、合併浄化槽を設置するとどのくらいかかる

のかということが、市のほうでも計算されてい

てですね、建設費が１１４万ぐらいかかるんじ

ゃなかろうかと、１１４万ぐらいかかるだろう

と。それで、個人設置の場合は、国・県・市が

４１万４０００円ありまして、個人負担が、実

は７２万５０００円になっているわけですよ

ね。これは、みなしからの切りかえは、さっき

言われましたように、１０万が引かれますか

ら、６２万５０００円。それから、別の特別会

計になっています市町村設置型というのは、同
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じ建設費でありながらですね、国と市でかなり

見ますから、個人で負担していただくのは１０

万そこそこということで、市民に大きな差があ

るということでですね。 

 実は、この件についてですね、多分以前から

おられる方は目を通してもらったと思うんです

が、ちょっと最近調べたんですが、私、平成１

５年の６月議会で、この項を質問してるんです

よ、一般質問してるんですよ。それでですね、

そのときがですね、いわゆる市民の税の負担感

といいますかね、税の徴収と市民生活に対する

負担感、それから、そういうことからしてです

ね、公平にすべきだということからしてです

ね、要するに、浄化槽についても補助の上乗せ

をすべきじゃないかということを、１５年に、

実は質問してるんですよ。そのときですね、当

時の市民環境部長とですね、当時の市長からの

答弁がありましてですね、補助金の積み増しに

ついては、現行の個別補助事業と市町村推進事

業、これは、そのときはまだ別でしたから、や

られて、市民負担の整合性を図る必要性がある

んで、検討していきたいということがですね、

当時の市民環境部長が言っているんですよ。そ

して、当時の市長もですね、それに関しまし

て、市長から、設置から維持管理まで市が一括

している市町村整備の導入ですね、ただいま部

長が答弁いたしました、この面的整備を早急に

検討する必要があると考えておると。 

 だから、そこまで、実は合併前の市ではです

ね、そういう検討が、答弁もあってたんです

よ。ところが、残念ながら、その後、合併が、

いわゆる市町村合併があったもんですからね、

なかなか、合併が中心になって、そういう具体

的なことは進まなかったわけなんですよ。それ

がありましてですね、やはり、合併の継続性と

いいますか、行政の継続性からすると、当然そ

のときの部長なり、市長が答弁されたことはで

すね、担当として引き継がれた皆さんはです

ね、もっと早く検討すべきじゃなかったのか、

特に、その上積みとかですね、そのときはＰＦ

Ｉの問題も出てるんですよ。 

 そこら辺について、もう一度ですね、先ほど

申しました平成１５年６月、これは旧市の議会

ですが、そういうのもですね、担当の皆さんは

よく吟味していただいてですね、ぜひ検討をい

ただきたいということを思ってるんですが、そ

こいら、一番詳しいのは次長でしょうか、何か

お考えというか、受けとめ方等ありますでしょ

うか。 

○環境部次長（宮川正則君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） 宮川環境部次長。 

○環境部次長（宮川正則君） なかなか、所管

部以外のことをですね、お答えしづらいんです

けども。今、委員言われたようにですね、当時

は、合併前ですけど、合併前についてはです

ね、浄化槽による生活排水の処理、それから、

下水道の処理、これらを両立してですね、とに

かく早くやろうという考え方は、市全体にあっ

たと思います。 

 ただ、今言われましたように、市町村合併が

ございまして、その結果、生活排水の処理方式

というのがですね、公共下水道、流域下水道、

それから、農業集落排水、それから、市町村整

備推進事業、単独の浄化槽、それぞれ区域もば

らばら、それから、負担もですね、統一されて

ない。非常にですね、難しい課題があったもん

ですから、合併段階でも、これがたしか、御存

じの方もいらっしゃると思うんですけども、こ

れで、合併が御破算になるような話まで、若干

進むと思います、これは。 

 そういった大きな課題でございましたので、

その後なかなかですね、それをまとめるという

のが難しい状況でございます。しかも、いかん

せんですね、経済情勢の変化によりまして、従

来どおりのですね、補助、そういったものがな

かなかしづらいということで、補助単価自体も
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ですね、若干見直しさせていただいたという経

緯もございますので、そこら辺を踏まえて、今

言われた、委員言われたようなですね、内容を

ですね、継続性ということをしますと、今後そ

ういったですね、生活排水対策を進めるという

観点からもですね、庁内での協議、そういった

ものは必要ではないかと思います。 

 以上です。 

○委員（田中 茂君） はい。関連していいで

すか。 

○委員長（中村和美君） 田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） 今ですね、宮川次長も

言われましたように、実は、非常に合併になり

ましてですね、集合処理施設につきましても、

公共下水道と、千丁、鏡の流域とですね、それ

から、農業集落と、集合処理だけでも３つの種

類がある。それと、個別処理につきましては、

市町村整備と個人設置と、いろいろ雑多あるわ

けなんですが。 

 そこでですね、これは平成１８年の３月議会

に、実は、前市長時代のときに質問しているん

ですね。一般質問をしてまして、そのときにで

すね、生活排水処理については、先ほど宮川部

長が言われたように、合併浄化槽の関係につい

ては環境部であったと。それから、公共下水道

については建設部であったと。そういうことか

らしてですね、そういう同じ生活排水を出すの

にですね、別のところで、別の管理では問題が

あるんじゃないですかということでですね、当

時の市長に質問してるんですよ。 

 そうしたら、当時の市長はですね、市の行政

改革や組織の簡素化のため、下水道事業、浄化

槽設置整備事業、農業集落排水事業など、生活

処理を担う部門の集約化が必要ではないかとの

御指摘でございますが、本市における組織機構

は、今後さらなる地方分権の進展に伴う各種制

度の見直しによる行政の変化はもとより、個性

豊かな地域社会の形成や少子高齢化社会への迅

速な対応など、事前に予想した上で、ぜひ必要

な再編を行うものであると理解をしています

と。お尋ねの事業部門の再編につきましても、

同様な考えに基づき、適切な対応をとるよう指

示してまいりたいと考えておりますと。ずばっ

と、そのときの市長は答弁しておられるんです

よ。 

 そういうことからしてですね、今まで別々に

なっていました環境部でやっておられた合併浄

化槽は、建設部の、当時は下水道建設課に移っ

たと思います。それから、しばらくして、今管

理課に移っていると思う。そういうこともあり

ますので、要するに、同じ面で見なくちゃいか

ぬということですよね。同じ生活排水をです

ね、今までは別々であったけれども、それを同

じテーブルで見ていかなくちゃいかぬ。 

 一方では、公共下水道ははっきり言って、

今、１戸当たり割り算してみますとですね、恐

らく３００万から４００万の感じがかかると思

いますよ、公共下水道の設置費は。千丁、鏡

は、ちょっと今、計算してませんからわかりま

せんが。合併浄化槽は、それこそ、さっき言い

ましたように、１００万もかからないわけでし

ょう。それだけ３倍、４倍、公共下水道はかか

っているんですよ。それを否定するものではな

いんですよ。それはそれなりに必要でしょう、

今発展的だから。だから、公共下水道では、市

民１戸当たりが３００万から４００万かかって

いてですよ。そして、公共下水道とか、それに

入らない、約２万世帯以上でしょうか、これは

郡部のほうですけどね、そういうところは、も

う今まで何十年と払い続けてきた、これからも

払い続けるわけでしょう。 

 そういうことからすると、市民の不公平、税

の負担とかですね、あるいは税の収納、あるい

は負担のほうからするとですね、やっぱり合併

浄化槽は、本来は市町村合併型に持っていくべ

きじゃないかと、市町村設置型ですね。だけ
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ど、それは、段階は踏まなくちゃいかぬですか

ら、一気にはいかぬでしょうから、増額要求と

いうのが考えられないかということなんです

が。そこいらについてはいかがでしょうか。補

助金の増額要求ですね。 

○下水道総務課長（松本貞喜君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、松本下水道総

務課長。 

○下水道総務課長（松本貞喜君） 総務課の松

本です。 

 今、議員さん、御提言の内容でございます

が、現在下水道建設課という課でですね、下水

道の全体計画の見直しを行ってます。その内容

についてはですね、今からの検討になってます

が、議員さんが、今申されたように、八代市内

の生活排水の処理に関しましては、公共下水道

はあくまでも、あくまでもといいますか、人口

が集中してないと採算性に厳しいところがあり

ますね。だから、今後は合併浄化槽というの

も、その手法の一つになろうかとは思います。

ただ、いろいろと問題もありますので、今後そ

の件については、全体的に検討がされるものと

思っております。 

 ただ、我々下水道総務課で、今やっているこ

とは、公共下水道の経営がなかなか厳しいか

ら、今後は、そのやり方、会計のやり方も、今

検討しているんですけど、そういったやり方に

よって、そのまま下水道を進めていいのか、あ

るいは議員さんが言われるように、ある部分的

には浄化槽に変えるべきなのかということは、

検討をしていきたいと考えております。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） 田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） 決算の委員会ですか

ら、あんまり、これ以上はですね、踏み込みた

くはございませんが。そういう形でですね、税

の不公平、あるいは市民生活の負担感の公平さ

から、ぜひ早目に検討していただくようお願い

してですね、この項を終わりたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） ほかにありません

か。 

○委員（鈴木田幸一君） ちょっと、よかです

か。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。これは、この

項かどうか、ちょっとわからぬとですけど。た

またま３８ページのですね、環境保全対策事業

の中で、ちょっと地下水のことを言われました

ので、ちょっと地下水のことで、ちょっとお尋

ねしますんですけれども。 

 もう数年前だったかと思いますが、千丁が多

く出た、それから、鏡、八代市のほうもそうな

んですけれども、ヒ素が地下水から出ましたよ

ね。それに対して、当時担当課のほうから、地

区をずっと回って、説明をしていただいたとい

うのが記憶にありますが、今、その後、どのよ

うな状況になっておるかば、ちょっとお聞きし

たいんですけど。 

○環境課長補佐（武宮 学君） はい。 

○委員長（中村和美君） 武宮環境課課長補

佐。 

○環境課長補佐（武宮 学君） はい、環境課

の武宮でございます。 

 議員さん御質問のパナソニックの周辺のヒ素

……（｢違う違う違う、違う違う」と呼ぶ者あ

り） 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はいはい。パナソニ

ックじゃなくて、地下水からヒ素が出とっとで

すよ。ヒ素が出たということで、地元回りばし

てあっとですよ。だけん、パナソニックじゃな

くて、千丁地区とか、鏡地区とか、（｢二見地

区とか」と呼ぶ者あり）二見地区もあったです

ね。全体的に大分出とる。 
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○環境課環境保全係長（中川順一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 中川環境保全係長。 

○環境課環境保全係長（中川順一君） 環境課

の中川でございます。 

 今、御質問いただきましたのは、平成１９年

ごろに、合併しましてから、千丁、それから、

鏡町の地下水の、まず、基本的な正常の調査を

いたしまして、それから、旧八代市時代にです

ね、ヒ素が、自然由来で検出されておるという

ことで、その前年度の調査結果をもとに、ヒ素

の調査をしまして、その結果について、ヒ素が

検出されたところもございましたもんですか

ら、各地区でですね、説明会をさせていただき

ました。 

 その際には、千丁、鏡につきましては、かな

り上水道が布設されておりますけれども、一部

地下水を利用されておりましたところもありま

したもんですから、浄水器の設置費の補助を行

っておりますので、そのあたりの御案内と、あ

と、その後市の対応といたしましては、全てで

はございませんけれども、数点ですね、その後

もモニタリング調査を行っているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。ということ

は、このごろは、調査していないということで

すかね。モニタリングというよりも、むしろ市

のほうで、二見もあったんですけれども、二

見、千丁、鏡の地区で、まだ地下水を調査し

て、今、ヒ素等がどのような状況になっている

かというのは、調査しておられますかね。 

○環境課環境保全係長（中川順一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 中川環境保全係長。 

○環境課環境保全係長（中川順一君） 中川で

ございます。 

 その後の状況でございますけれども、特に、

鏡町につきましては、パナソニックの土壌汚染

の問題もございましたもんですから、その後、

先ほど全ての地点ではないと申し上げましたけ

れども、定点を決めましてですね、年に２回、

調査をやっております。 

 具体的には、千丁、鏡、それぞれヒ素につき

ましてはですね、１地点ということと、あと、

パナソニックの周辺につきましては、４地点、

年に２回、その後調査をやっておりますけれど

も、その後濃度の上昇等はございませんので、

同じような濃度で、変な言い方ですけれども、

安定しているというような状況でございます。 

 以上でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。いや、これ

は、私ごとですけれどもですね、孫が生まれま

してですね、やっぱり敏感になって、地下水で

ミルクをつくっていないんですよ。だから、い

い水を探して、あるいはいい水を買って、ミル

クをつくっているというような、今現状があり

まして、とにかくヒ素は蓄積されるものだとい

うふうに、うろ覚えの中で得ておりますので、

そういう状況なんですよ。だから、特に地下水

というのは、いつも飲用するし、上水道がある

地区については、もちろんどうにか上水道を使

うことができるんですけれども、上水道が、本

管が配管されてない地区については、そのまま

地下水をくみ上げて飲んでいるというのもあり

ますもんだから、できれば、そういった状況を

ですね、１０年単位の地下水の変化があるとい

うことだから、すぐによくなるとか、悪くなる

とかということはないというふうなことは聞い

ておりますけれども。必要な情報がありました

ら、また、お聞きしたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい、ありがとうご



 

－55－ 

ざいました。 

 ほかありませんか。 

○委員（友枝和明君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、友枝委員。 

○委員（友枝和明君） ３８ページの環境保全

対策事業の中でですね、分析業務の中で、先ほ

ど改善指導がなされたということでございまし

たが、どういった点の改良、そしてまた、確認

されたのか。２点、お願いします。 

○環境部理事兼環境課長（今井 晃君） は

い。 

○委員長（中村和美君） はい、今井環境課課

長。 

○環境部理事兼環境課長（今井 晃君） 工場

排水につきましてはですね、２カ所ですけど

も、文書に伴いまして、改善要請をしておりま

す。 

 ２社ですけども、１社は、まるぜん海産とい

うところでございますけれども、ここに対し

て、ＳＳの基準値が６０に対して６３、ＢＯＤ

に関しても４０に対して４６ということであり

ましたので、この改善要請をしております。 

 それともう一方は、児湯食鳥八代工場、高田

ですけども、ここにおいても大腸菌の数が、規

制値より多くて、３０００に対して４７００と

いうことでしたので、文書にて改善要請をして

おります。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（友枝和明君） はい。 

○委員長（中村和美君） それでは、ほかあり

ませんか。 

 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。３９ページのご

み減量化アドバイザーかれこれ、２２３万が上

がってますが、たしか記憶の中では、車１台買

って、アドバイザーを２人ぐらい採用されてと

いうような感覚であるんですが。ことしも、こ

れをなさっとんのか、２３年度の、何ちゅうん

ですかね、費用対効果というとおかしいんです

が、企業あたりを回られて、間違いなくごみが

減量化になっとるという感触は持っておられま

すか。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） はい。 

○委員長（中村和美君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） ごみ対策課の

山口でございます。 

 ごみ減量化アドバイザー事業でございますけ

れども、こちらのほうが、２３年の２月から事

業を開始しておりまして、２３年の２月から３

月の間に５８カ所を回っております。そのとき

の対象としましたのが、多量排出事業所という

ことで、１日当たり１０キロを超える量を排出

される事業所を対象として訪問をいたしており

ます。 

 その後、２３年度につきましては、先ほどの

多量排出事業所のほかに、医療関係、福祉施設

などを中心に２００件訪問をいたしておりま

す。 

 職員の体制としましては、先ほどありました

ように、２名の体制で訪問をいたしておりまし

て、訪問いたしまして、排出される事業所の担

当者、または経営者の方に直接お会いして、ヒ

アリングなどを実施しております。その中で、

分別とか、そういうものに対します意識ですと

か、そういうようなものを聞き取りをしており

ます。 

 その後、実際に集積場のほうを見まして、例

えば、燃えるごみの中に資源物が混入されてい

たり、そういう場合を見つけましたときには、

分別の指導という方法で、御理解と御協力とい

うことでお願いをいたしております。 

 当初、始めました当初、かなり分別に対しま

す御理解というか、その辺が少ない方があった

わけですけれども、粘り強く、今のところ御説
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明をして、減量化のほうに協力をいただいてい

るという現状でございます。 

 実感といたしましては、当初よりもごみに対

する分別の意識、その辺、かなり上昇をしてき

ているというふうに考えておるところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○委員長（中村和美君） いいですか。 

 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） なかなか、結果の検証

はされておらぬみたいな気がするんですが。た

しか、今おっしゃったのは、ある一定時期に集

中して何カ所とか回っておられる。私の記憶で

は、たしか軽か何か、車まで１台買い与えて云

々というような感覚でおるんですが。そして、

その車代を除いたら、あとは２人で割ってもし

れてますよね、５０万ぐらいの金ですから。ど

こまで、果たして、こんな金を使うて、徹底し

てやれるのか。 

 １人５０グラムまでの運動が、全然実らぬの

に、大型の、ことしもこれ、なさるのか、来年

もこれ、なさるのかわからぬのですが、もう少

し、何かはしましたというだけじゃなくて、そ

の結果に基づいて、何らかの方針、対策をする

ような方策をとっていただかぬと、やりまし

た、結果はよくわかりませんでは、問題がある

と思いますから、これはもう、要望ですけれ

ど、はい。 

○委員長（中村和美君） ほか、ございません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。先ほどのです

ね、説明の中で、流用のところだったんです

が、販売手数料に不足を生じたために１３９万

４０００円だったですかね、それを流用したと

いうふうなことがあったんですが。ちょっと、

そのところを、もう少し説明していただいてい

いですか。 

○委員長（中村和美君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 有料指定袋の

代金でございますけれども、有料指定袋の代金

につきましては、問屋さんから小売店、――問

屋さんにおきまして、小売店のほうから集金を

していただいて、その分を八代市へ入金が済ん

だ後に、販売手数料ということで、問屋さんに

３円、小売さんに２円ということで、請求があ

ってから支払うという形になっておるわけでご

ざいますが。一部の問屋さんにおきまして、そ

の販売手数料の請求がおくれるようになってお

りまして、その分の請求が２３年度に上がって

きたということで、その分の手数料が不足した

ということで、流用をさせていただいておりま

す。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） それでは、２２年度

分の手数料分が、２３年度に請求をされたとい

うふうに理解していいんですかね。 

○ごみ対策課副主幹兼ごみ収集係長（藤澤智博

君） はい。 

○委員長（中村和美君） 藤澤ごみ対策課副主

幹兼ごみ収集係長。 

○ごみ対策課副主幹兼ごみ収集係長（藤澤智博

君） その一部の小売店、済みません、問屋さ

んなんですけれども、小売店への集金がおくれ

ていたために、２２年度の分と一部２１年度の

分を含めて、２年分が２３年度で、全て完済し

たという形で、完済じゃなくて、完納していた

だいて、それでお支払いしたという形になりま

す。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい、ごみ袋の販売
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が、予想より多くて、流用せぬといかぬように

なったのかと思ってですね、ちょっとですね、

どうしようと思ったんですが。はい、それは理

解をいたしました。 

 もう一点、ごみ減量化対策事業の件なんです

が、先ほど、今、前垣委員のほうからも、ごみ

減量化アドバイザーの件についてお話がありま

した。先ほど部長のですね、総括の中でも、外

部委託にですね、１億７０００万を使っている

んだということで、ごみ減量の呼びかけはした

ものの、一定の効果は出たというふうに思って

はいるが、足踏み状態であると。今後、子供た

ちのね、教育の部門も含めて、対策をとってい

かぬといかぬというふうなお話がありました

が。もう、あと少なくとも５年、２４年です

ね、あと５年、今の炉をもたせていくために

は、ごみを減量するしかないというふうな取り

組みの中で、１人５０グラムをしてほしいとい

う呼びかけで取り組まれてきたはずなんですよ

ね。もろもろの対策が、少しずつされていると

いうのについては理解をしています。 

 今回、プラスチック、特に炉のですね、形状

からいって、性質からいって、プラスチックご

みを積極的に取り除いていかないかぬというこ

とで取り組まれて、２３年度からですね、始め

られ、太田郷がことし１０月、高田が来年の２

月から、そして、あと宮地東は少し残ります

が、ほぼ、そういったところで取り組みが進め

られるということなんですが。今までですね、

プラスチックごみの減量、分別をしてきたとこ

ろも含めてですね、この効果というものがどれ

ぐらい出るのかというところを、どのように考

えられているか、お話をしていただいていいで

すか。 

○委員長（中村和美君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） ごみ減量に関

します今までの効果ということの御質問内容か

と思いますけれども、ごみ減量化アドバイザー

ということで実施をしておりまして、なかなか

数値的に、これだけ減りましたということは、

非常に難しいということで考えております。 

 ただ、私たちとしましても、まず、排出され

るごみの性質、それから、事業所ごとにどうい

うごみの内容が多いかとか、そういうことを、

まず把握をした上で、それに対する対策を進め

ていきたいというふうに考えておるわけでござ

います。 

 また、プラスチック製品の回収との関係です

けれども、実際、今年、昨年度１０校区、今年

度から昭和・代陽校区を初め、太田郷校区、高

田校区と順次収集の範囲を広げて、実施をして

おります。 

 その中で、やはり、皆さん方の分別に対する

意識、その辺を一般の皆様も初め、事業所の皆

様も同じように、意識のほうをですね、広めて

いきたいというふうに考えております。 

 プラスチックの分別につきましては、多くが

一般の皆さん方が利用されることになろうかと

思います。 

 また、アドバイザーが参りますところは、事

業所がほとんどでございます。その中で、事業

所と一般の市民の方、合わせて減量化に取り組

んでいくという方向をですね、もって、啓発を

していきたいというふうに考えております。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 質問の仕方が悪く

て、済みません。 

 結果的にですね、今の炉をもたせるには、プ

ラスチックごみも徹底して分別していくとい

う、これしかないんですよ。それだから、プラ

ごみを分別しているし、今回プラ容器について

も取り組み始めたというふうに思っているんで

すね。 

 確かに、意識づけと言われる分については、

それは必要でしょう。しかし、その意識づけの
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先にね、やっぱり、きちんとそのことが効果が

出るというふうなものとして、展開をしていか

なければいけないんじゃないんでしょうかとい

う前提があって、どれぐらいの効果を、今回こ

のプラスチック容器の分別について、どれぐら

いの効果をね、やっぱり、見越しておられます

かというお話を聞きたかったんです。 

○環境部次長（宮川正則君） 委員長、よろし

いですか。 

○委員長（中村和美君） はい、宮川環境部次

長。 

○環境部次長（宮川正則君） 今、議員の御質

問、何せ、炉が古いから、プラスチックを減ら

して、発熱を落としなさいというような御指摘

と思います。 

 具体的には、数字でですね、申し上げます

と、これは公表データなんですけども、２２年

度と２３年度のですね、処理の実績表がありま

して、それを比較をしてみますと、まず、問題

になっているプラスチック類ですね、プラスチ

ックのうち、資源化をしたもの、これが２２年

度では９３トンあるわけですね。それで、今度

は２３年度ですが、２３年では、途中布団等も

入っておりますけども、１５２トンという形

で、確実にプラスチックをですね、分別するこ

とによって、炉に投入する量というのは減って

いると思います。 

 あわせて、プラスチック類だけじゃなくて、

木くず等もですね、資源化を進めておりますの

で、これも２２年度がですね、木くず類の焼却

を２７８トン、資源化を５９トンしているわけ

ですね。今度は、２３年度はですね、焼却は簡

単に減らなかったんですけれども、２９１とあ

ります。ただ、資源化は１０６トンという形で

ふやしています。ごみの総量は、減っておりま

す。資源化は、ふやしております。 

 ただ、なぜ、じゃ、いつまっでん燃やされぬ

とという話になっておりますけれども。実は、

ごみのですね、組成調査を行っております。こ

れは、ことしの１月、２月ですね、２月に行っ

ておりまして、その中でですね、これまである

程度予想はしておりましたけども、かなり実

際、今ふえておりますのが、紙おむつです。紙

おむつはですね、この前、日本触媒化学が爆発

を起こしましたけれども、あそこがですね、高

分子凝集シート、これをつくっているわけで

す、原料をですね。その高分子凝集シートは、

早く言えば油みたいなもんですね。これが１０

％近くふえてきました。今、入ってきました。

ですから、ごみの総量がですね、減らない理由

の一つとしてですね、今、介護施設、それか

ら、在宅介護、乳幼児は減りましたけれども、

それらを含めるとですね、今後もさらにふえて

いくと想定しています。だから、市民の皆さん

方にですね、一生懸命、一方で頑張ってもらっ

ておりますけれども、今度新たにごみじゃなく

て、し尿の成分が、今入ってきているんです。

それがですね、今後かなり取り扱いが難しくな

っているという状況です。 

 まだ、詳細にはですね、こちらのほうも把握

はしておりませんけども、いろんなですね、福

祉施設、そういったものをですね、ネットで調

べてみますと、ほぼ八代市に合致するような傾

向が出ております。ですから、今後はそういっ

た、新たにですね、ふえてきたごみの成分、そ

ういったものをいかにですね、減らすかと。た

だ、なかなか減らせない部分がございますけど

も、そういったものを減らせるようなですね、

取り組み、こういったものが必要になろうかと

思います。 

 そういった理由で、なかなか一般家庭からの

ごみの量も、本来減ってきているんですけど

も、新たにふえてきている部分がですね、それ

を帳消ししているというような傾向にあると思

います。 

 以上です。 
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○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 紙おむつの件なんで

すが、宮川次長、御存じかと思うんですが、あ

そこに紙おむつの資源化という再生資源化の施

設がありますよね。方向性という点では、再資

源化がいいかどうかというのは、私もちょっと

最終的な判断ができないんですが。 

 でも、紙おむつの量がふえていくというの

は、結局これから先、新しい環境センターをつ

くっても、やっぱり、そうあると。そうあると

きに、こういったあたりの対処法というか、こ

れをどう扱うかということについては、一つ

の、もう一つ大きな課題というふうに、今のこ

とじゃなくて、次のという意味でも、やっぱ

り、なってくる。そのあたりは、どんなふうに

考えられてますか。 

○委員長（中村和美君） 宮川環境部次長。 

○環境部次長（宮川正則君） 市民の皆さん方

の生活の形態でありますとかですね、やっぱ

り、利便性、それから、あと、今ありますよう

に、やっぱり、高齢者比率とか、そういったも

の、いろんなですね、要件があると思いますけ

ども、そういったものから出てきたごみの処理

について、じゃ、市民の皆さんがどこまでな

ら、自分たちは負担しましょうと言われるかで

すね。極力ですね、環境基本計画もごみゼロと

いう形で出しております。あれは、市民の皆さ

ん方にですね、ごみとしてはゼロにしましょ

う。今、議員さん言われるように、資源として

回せるものは資源としてですね、ごみを減らそ

うという考えなんですけども。ただ、その場合

に、じゃ、市民の皆さん方がですね、全部を、

住民が確かにのせようと言った場合に、どこま

で負担していただけるか、そこが一番のです

ね、今後の課題と思いますが。 

 実際ですね、福岡県の大木町なんかやってま

すけども、あれも全部ですね、結果的になかな

かよそが追従できないのがですね、その負担が

ですね、余りにも重過ぎるということになって

くるわけですね。しかも、新しい環境センター

では、エネルギー回収施設でですね、ボイラー

等で、今度は、それについて発電を行ってです

ね、そこで環境への影響を減らすと、別の角度

から減らすということを行っておりますけど

も、そこら辺を踏まえてですね、市民の皆さん

が御理解いただくのがどこまでかということは

ですね、今後また、状況を見ながらですね、把

握をする必要があろうと思います。 

 ただ、そういった問題もございますけども、

今の環境センターのですね、一日も早い、やっ

ぱり供用開始、これがですね、やっぱり、市民

の皆さん方の御苦労に対してですね、報いる一

つの手法だと思います。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい、そういうこと

であればですね、きちんと、今回の決算の状況

も含めてですね、市民の皆さんのところに情報

をね、きちんと、やっぱり提供していく、今、

どうあるのかと、何が課題なのかというあたり

を、きちんと、やっぱり情報を提供して、共有

化しながら、やっぱり一番、総括でも言われた

ように、環境部の所管している施設というの

は、生活に密着しているって、それは間違いと

思うんですよ。だけん、その施設がどうあるか

ということについて、きちんと、やっぱり、市

民の皆さんと一緒に、やっぱり考えていく必要

があるというふうに思うので、そのあたりは情

報提供、また、そういう場の設置も含めてです

ね、取り組んでいただきたいと思います。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） ないようでございま

すので、以上で、第４款・衛生費中、環境部関
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係分についての質疑を終わります。 

 なお、しばらく休憩し、３時１０分より再開

いたします。 

（午後３時０３分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後３時１０分 開議） 

○委員長（中村和美君） それでは、休憩前に

引き続き、会議を開きます。 

 次に、第５款・農林水産業費及び第１０款・

災害復旧費中、農林水産部関係分について、一

括して説明を求めます。 

○農林水産部長（橋口尚登君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） 橋口農林水産部長。 

○農林水産部長（橋口尚登君） こんにちは。

（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）農林水産部の

橋口です。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、第５款の農林水産業費につきまし

て、全体的な総活をさせていただきます。座っ

てさせていただきます。 

○委員長（中村和美君） はい、どうぞ。 

○農林水産部長（橋口尚登君） 初めに、農業

関係でございますが、本市の農業は、平たん部

で、球磨川の豊富な水と整備された農地のも

と、水稲、イグサ、トマト、メロンなどの施設

園芸、キャベツ、レタスなどの露地野菜、中山

間地域では、晩白柚等のかんきつ類、ショウ

ガ、お茶などが栽培され、日本屈指の農業地帯

となっております。このような状況の中で、農

業振興事業、土地基盤整備事業、地籍調査事業

に取り組んでまいりました。 

 農業振興事業では、生産振興、流通対策、担

い手の育成確保に重点を置き、各種事業に取り

組みました。 

 まず、生産振興対策として、イグサでは生産

向上を図るため、いぐさ・畳表生産体制強化緊

急対策事業、トマトの品質向上及び低コスト化

を図るため、くまもと稼げる園芸産地育成対策

事業、かんきつ類の品質向上のための熊本みか

ん高品質化緊急対策事業などを実施しておりま

す。これらの事業取り組みにより、品質向上、

低コスト化が図られ、所得向上につながるもの

と考えております。 

 また、今後もトマト、メロンなどの施設園芸

やイグサ栽培など、集約的な農業を基本として

進めていく必要がありますが、比較的初期投資

の少ないキャベツ、ブロッコリー、レタス、ジ

ャガイモなど露地野菜の土地利用型農業も増加

傾向にあり、所得安定のため推進する必要があ

ります。 

 中山間地域での基幹作物であるショウガやお

茶においては、販売の拡大を図るため、今後加

工品などを含めて付加価値を高める検討が必要

と考えております。 

 次に、流通対策として、八代地域農産物の認

知度を高めるために、八代産農産物ＰＲ事業、

畳表の需要拡大のため新増改築住宅等畳助成事

業、畳表流通促進対策事業、消費者への安全・

安心を保証するための農産物安全・安心対策事

業などを実施しております。これらの事業によ

り、一定の効果はありましたが、今後は消費者

に対するＰＲ事業とあわせて、消費者とつなが

る市場や畳店、小売店などに対する売り込み、

イベントに取り組む必要があります。 

 本年度においては、冬トマトの一大生産地と

して全国に発信するため、新たな事業として来

年１月にやつしろＴＯＭＡＴＯフェスタを、農

業生産団体はもちろんのこと、行政、商工会議

所や地元アーケード商店街、ＦＭ放送局など、

他業種の参加により計画しているところです。 

 次に、担い手の育成・確保対策として、農業

機械・施設導入のため、経営体育成支援事業、

担い手への農地集積を図るため農地利用集積促

進事業、農業制度資金に対して利子補給を行う

一般農業制度資金利子補給事業、農業後継者を

育成、支援するため農業青年ゼミナール、農業
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後継者支援事業を実施しております。担い手の

育成・確保については、本年度より国の新たな

施策で、人・農地プラン作成事業が開始され、

現在、集落・地域レベルで今後の農業のあり方

について協議が進められております。本市の新

規就農者は毎年２０名前後ですが、八代農業の

持続的発展に重要な課題であり、今後とも内容

の充実を図り、取り組んでまいります。 

 農業振興に対しましては、今まで述べました

ように、いろいろな事業に取り組んでまいりま

したが、農業従事者の所得を市民税の均等割額

と所得割額の合計で見てみますと、平成２２年

度が、納税義務者１９８２名、納税額６９４８

万６０００円、平成２３年度、納税義務者２３

７３名、納税額１億６２２４万円、平成２４年

度、納税義務者２５９９名、納税額１億７２４

９万８０００円で、２２年度と比較して、納税

義務者が６１７名、納税額が１億３０１万２０

００円の増と、順調に伸びております。今後と

もいろいろな事業に取り組みながら、農業振興

を図り、所得の確保に努めたいと思います。 

 次に、土地基盤整備事業関係でございます

が、品質のよい、安心・安全な農作物を生産す

るためには、農地や農道、用排水路などの基盤

整備が必要です。本市農地の大部分が干拓地で

あり、これまで農地、農道などの整備や排水不

良地の解消を図るため基盤整備事業や排水対策

事業に取り組み、汎用的な農地の拡大を図って

まいりました。 

 ２３年度においても、排水路や農道の整備を

図るため、県営事業や市が実施する団体営事

業、市単独で行う市内一円土地改良事業を実施

したところでございます。また、老朽化した排

水機場の補修や更新、冠水被害解消のために新

たな排水機場の整備計画として、排水機場維持

管理事業、土地改良施設維持管理適正化事業、

県が事業主体で実施しています基幹水利ストッ

クマネジメント事業などを実施しております。 

 また、市民と混住化してきた農村社会におけ

る用排水路や農道などの適切な維持管理のた

め、農家だけでなく、非農家の地域住民を巻き

込んだ維持管理体制の確立が不可欠であり、農

地・水保全管理支払事業や土地改良区を中心と

した地元管理として国営造成施設管理体制整備

促進事業を実施したところです。 

 これらの事業を実施するための財源として、

市単独費だけで行えるものではなく、国・県の

補助事業により実施しなければなりませんが、

国の農業農村整備事業予算は、平成２２年度に

対前年比３６.９％と大幅に削減され、平成２

３年度も同額程度で推移しております。これに

伴い、県予算も大幅に削減され、新規事業採択

の抑制、継続事業の長期化などで対応している

状況ですが、今後の計画に大きな影響が発生し

ております。 

 今後とも、事業実施の財源の確保とともに、

施設の長寿命化が重要であり、いろいろな取り

組みを進めながら、土地基盤整備を推進してま

いります。 

 次に、地籍調査事業関係ですが、現在の事業

費ベースで実施しますと、本市全体の事業完了

は２９年後の平成５３年ごろです。国の予算が

伸びない中で、事業費の確保が難しい状況です

が、地籍調査は公共事業や土地取引、課税の適

正化、土地にかかわるトラブルの未然防止な

ど、大変重要な事業ですので、今後とも予算の

確保に努め、事業の進捗を図ります。 

 次に、林業関係ですが、森林は本市の総面積

の約７４％、５万２２５ヘクタールで、そのう

ち民有林面積が４万２８６ヘクタールとなって

います。民有林の約６８％が杉、ヒノキなどの

人工林で、その多くが戦後植栽された森林であ

り、伐採する時期を迎えていますが、木材価格

の低迷や林業従者の減少などにより、手入れ放

置林となり、一部では山腹崩壊など森林の荒廃

が進んでいます。 
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 このような状況の中で、林業所得の向上と林

業経営の基盤強化を図るため、森林整備事業、

基盤整備事業、森林保全事業に取り組みまし

た。 

 森林整備事業関係では、森林組合を中心とし

た下刈り、間伐などの実施や林道を補完する作

業道開設に対し、流域公益保全林整備事業、森

を育てる間伐材利用推進事業、また、森林経営

計画作成の促進や作業路網の改良に対し、森林

整備地域活動支援交付金事業について、一部補

助を実施しております。 

 次に、基盤整備事業関係ですが、林業経営基

盤の強化と森林整備の推進には、林道は不可欠

であり、国・県の補助事業を利用しながら、各

種事業に取り組みました。主な事業ですが、道

整備交付金事業、美しい森づくり基盤整備交付

金事業などにより、幹線となる林道の開設、改

良、舗装について実施しております。 

 次に、森林保全事業関係ですが、近年の異常

気象などにより山腹崩壊など、山地災害も多く

発生しており、未然に防ぐために県と連携を図

り、治山事業を実施しました。また、年々増加

する鹿・イノシシの被害を防止するため、有害

鳥獣被害対策事業を実施し、被害の軽減を図っ

ております。 

 本市の杉・ヒノキなどの人工林は、その多く

が主伐可能な時期に達しており、今後木材需要

の拡大が大変重要となりますが、関連産業を含

めた振興策として、八代産材利用促進事業を実

施しました。 

 現在、木材価格は最盛期の６分の１程度であ

り、伐採しても搬出経費を考えれば、採算が合

わない森林も多く、林道、作業道などの基盤整

備による生産コストの低減は喫緊の課題となっ

ています。 

 森林は経済林としての整備のほか、環境林と

して森林に求められている二酸化炭素の吸収

源、水源の涵養など、多面的機能を発揮させる

ために、適正な管理が必要であり、森林施業の

集約化や将来を見据えた森林施業の定着など、

持続可能な林業経営確立のため、今後ともいろ

いろな事業を展開してまいります。 

 次に、水産業関係ですが、本市の水産業は内

陸型の沿岸漁業で、地球温暖化などによる海域

環境の変化により、魚類の自然増殖は年々厳し

くなっています。そこで、これまでのとる漁業

から、稚貝や卵からふ化した稚魚を一定の大き

さに育て放流し、資源をふやすという、つくり

育てる漁業、栽培漁業を中心とした持続的な漁

業を目指し、事業を展開してまいりました。 

 事業内容として、水産資源の再生を図るた

め、アサリ、ヒラメなどの放流事業を実施する

とともに、アサリなどに食害を及ぼすナルトビ

エイなど、有害生物の駆除を行っております。 

 次に、生産基盤整備として、二見漁港につい

て、漁村再生交付金事業により、物揚げ場、泊

地などを整備しております。また、県営事業に

おいてアサリ漁場の造成のため、塩屋地先に覆

砂事業を実施しました。 

 本市漁獲高の多くを占めるアサリについて

は、昨年６月の大雨による海水の淡水化などに

より大量に死滅しましたが、早急な資源回復を

図るため、覆砂事業や稚貝の放流を現在実施し

ています。 

 今後とも、漁業者の所得向上を図るため、稚

貝、稚魚の放流事業のほか、漁港、漁場の整備

や既存漁港の良好な維持管理に努めてまいりま

す。 

 以上、第５款・農林水産業費の総括とさせて

いただきます。 

 詳細につきましては、引き続き、垣下次長よ

り御説明申し上げます。よろしく御審議方お願

いいたします。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい、委員

長。 

○委員長（中村和美君） はい、垣下農林水産
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部次長。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） こんにち

は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）農林水産

部の垣下でございます。よろしくお願いしま

す。座らせて説明させていただきます。よろし

くお願いします。 

 平成２３年度一般会計決算、農林水産部関係

分につきまして、平成２３年度における主要な

施策の成果に関する調書に基づきまして、御説

明をいたします。 

 調書の１４ページをお願いいたします。 

 まず、歳出決算の状況でございますが、農林

水産業費の予算現額４２億１６７１万円に対

し、支出済み額２８億１７４３万円、翌年度へ

の繰越額が１２億３８０９万２０００円で、内

訳といたしましては、新商品開発支援事業、強

い農業づくり交付金事業でのＪＡやつしろがつ

くっておりますトマト選果場の整備、農業体質

強化基盤整備促進事業での農業用排水路施設の

整備及び農地の畦畔除去、暗渠排水管設置でご

ざいます。執行率は９４.６％、歳出総額に対

する構成比は５.３％でございます。決算額の

前年度比較で、３億６７１１万１０００円、率

で１１.５％の減となっております。 

 減の理由でございますが、平成２２年度実施

しました経済対策事業の土地改良基盤整備事

業、県営土地改良事業、美しい森づくり基盤整

備交付金、フォレスト・コミュニティ総合整備

事業、漁村再生交付金などの減が、主な理由で

ございます。 

 それでは、４３ページをお願いいたします。 

 第５款・農林水産業費の主なる予算の執行に

つきまして、事業名、決算額、事業実績などに

ついて御説明をいたします。 

 まず、八代産農産物ＰＲ事業、決算額２９６

万１０００円は、消費者に対し、安全・安心な

八代産農産物をＰＲすることにより、販路の開

拓、需要の拡大を取り組む生産者団体等に対

し、その経費の２分の１以内で補助したもので

ございます。 

 事業実績としましては、ＪＡやつしろが事業

主体となりまして、平成２４年１月２８日から

２９日まで、兵庫県尼崎市のＣＯＣＯＥあまが

さきにおきまして、トマト、イチゴ、晩白柚、

ショウガ、農産物の加工品、イグサなど、販

売、展示、試食などを行っております。来場者

につきましては、２日間で１４万５０００人程

度でございました。 

 次に、い草の里八代では、平成２３年１１月

５日から６日まで、東京都練馬区で開催されま

したＪＡ東京あおば祭へ参加され、トマトやイ

グサ、ミカンなど出展、販売をされておりま

す。来場者につきましては、２日間で１３万人

程度であったというふうにお聞きしておりま

す。 

 新増改築住宅等畳助成事業、決算額４００万

円は、八代産畳表の普及と消費拡大を図るた

め、市内に住宅等を新築、増築、改築した際

に、八代産畳表の新調畳を設置された場合、８

畳を限度として、畳１枚に対しまして５０００

円を助成したものでございます。 

 事業実績としましては、申請件数１２５件、

畳枚数８００畳でございました。なお、本事業

は、平成２３年度まで実施いたしまして、それ

にかわる事業といたしまして、平成２４年度か

ら、新たに畳表張り替え促進事業に取り組んで

いるところでございます。（｢２４年度から」

と呼ぶ者あり）済みません、２４年度から畳表

張り替え促進事業に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 畳表流通促進対策事業、決算額１３１万円

は、宮城県石巻市仮設住宅へ八代産畳表の供給

に対し、その輸送経費を熊本県藺製品卸商業協

同組合及び八代地域農業協同組合へ一部助成し

たものでございます。供給枚数は、２万７９０

枚でございました。 
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 いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業、決

算額１２４３万６０００円は、外国産との厳し

い競争が続いている中、県産畳表の生き残りを

かけ、イグサ、畳表の高品質化、区別化を進め

るために、生産組織育成タイプ事業と、及び畳

表トレーサビリティ導入タイプ事業を実施した

ところでございます。 

 生産組織育成タイプ事業では、イグサハーベ

スター３台、イグサ色彩選別機７台、畳表トレ

ーサビリティ導入タイプ事業では、ＱＲコード

タグ挿入用織機自動停止装置２３台を導入いた

しております。 

 不用額４３６４万４０００円は、当初予定い

たしておりましたハーベスター、色彩選別機３

０台、ＱＲコードタグ挿入用織機自動停止装置

４００台に対し、申し込みが少なかったためで

ございます。特に、ＱＲコードタグ挿入用織機

自動停止装置は、公正競争規約において産地表

示を進めている中で必要な装置でありますの

で、戸別訪問などを行いながら、引き続き普及

に努めていきたいと考えております。 

 農業制度資金利子補給、決算額４９４万６０

００円は、施設整備や規模拡大等を図るため

に、農業制度資金を利用された農家に対し、そ

の利子の補給を行ったもので、対象者としまし

ては１８８件でございました。 

 不用額１０９万８０００円は、……（｢１８

８件」と呼ぶ者あり）済みません、１８８件で

ございました。 

 不用額１０９万８０００円は、新規の融資が

少なかったためでございます。 

 八代市産業活性化利子補給事業補助金、農業

分でございますが、決算額１５２万３０００円

は、農業者の元気を引き出し、農業経営の改善

などを図るため、農家が農業制度資金を利用す

る場合、その貸付利子を累計額５０万円を上限

で、５年間補給するもので、対象者は７９件で

ございました。なお、本事業は、平成２７年度

で終了予定でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 耕作放棄地解消緊急対策事業補助金、決算額

４６４万８０００円は、耕作放棄地を復元する

ことにより、農地としての再利用を促進すると

ともに、農村地域の集落機能の維持や景観の保

全を目的とした耕作放棄地解消緊急対策事業と

遊休農地、耕作放棄地等の解消とともに、九州

新幹線沿線を中心とした美しい農村景観の形成

を目的としたイエロープロジェクト事業に取り

組んでおります。 

 実績としましては、耕作放棄地解消緊急対策

事業では、耕作放棄地を解消された農家２件、

イエロープロジェクト事業では菜の花、レンゲ

などの景観作物を作付された千丁農家組合長会

ほか５団体が事業に取り組まれました。 

 不用額２０７万８０００円は、耕作放棄地解

消緊急対策事業では、利用者が少なかったこと

と、イエロープロジェクト事業では、事業実施

段階で農家の計画変更があり、面積が減少した

ことに生じたものでございます。 

 中山間地域等直接支払制度事業、決算額２８

３６万３０００円は、農業生産条件の不利な中

山間地域において、高齢化や後継者不足による

遊休農地、耕作放棄地が増加していることか

ら、農地の多面的機能の低下を防止し、集落機

能の再生を図る目的で取り組んだ事業でござい

ます。 

 事業に取り組まれました地区としましては、

二見校区５地区、坂本町５地区、東陽町１８地

区、泉町４地区、合計３２地区、対象面積は２

０４.３ヘクタールでございました。 

 農地利用集積促進事業、決算額５３６５万３

０００円は、イグサの作付面積の減少などによ

り、冬場に利用されていない農地及び今後遊休

化が懸念される高齢農家や兼業農家が所有する

農地を、意欲ある担い手農家に集積し、農地の

有効活用及び保全を図った事業でございます。 
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 事業内容としましては、農地を利用集積した

場合、１０アール当たり２万円、機械などの購

入に対しては、事業費の２分の１、上限１００

万円を補助したものでございます。 

 事業実績としましては、農地利用集積分では

９６件の９８.２ヘクタール、機械分ではトラ

クターなどの購入など４０件でございました。 

 新商品開発支援事業、決算額２４６万２００

０円は、市内の食品産業と農林漁業者との連携

により、八代の農林水産物を活用した新商品開

発、販路拡大などの取り組みに対して支援を行

ったものでございます。 

 事業実績としましては、農業部門では、晩白

柚を使用しましたサブレ、太平燕と融合させた

米粉揚げパン、トマトパウダーを使用したまん

じゅう、カステラ、林務部門では、シシ肉とイ

グサ粉末を使用しましたハンバーガー、水産部

門では尺アユと通常サイズを使ったアユの一夜

干しが開発され、現在、販売されているところ

でございます。 

 繰越明許費５０万円は、菜の花黒酢の商品開

発で、たるへの仕込み時期が遅くなったため、

時期の関係で繰り越ししたものでございます。 

 なお、開発された商品につきましては、本年

６月２１日に八代市農事研修センターにおきま

して、マスコミ等も御案内し、お披露目会を実

施いたしております。 

 地域づくり夢チャレンジ推進事業、決算額１

１０万１０００円は、地域住民の自主的な地域

づくりを後押しするため、総合的な支援を目的

に、補助を行ったものでございます。 

 事業実績としましては、八代六起によります

トマトピューレ、トマト酢、ＭＡＧ――Ｍ、

Ａ、Ｇと書きまして、マグというんですが、Ｍ

ＡＧによりますイグサアロマが開発されており

ます。 

 有害鳥獣防護柵設置事業費補助金、決算額１

１８万９０００円は、鹿、イノシシなどから農

作物の被害を防止する対策として実施いたして

おります。５５件の電気柵設置に対しまして、

その設置費の２分の１以内、上限２万円として

補助を行ったものでございます。 

 シルバーリーフコナジラミ対策事業、決算額

４４９万６０００円は、トマト黄化葉巻病の発

生を抑制するため、育苗段階における防除対策

として、黄色粘着シートの設置に係る費用に対

し、３分の１を補助したものでございます。 

 実績としましては、申し込み件数４１７件、

粘着シート３万４１２４セットでございまし

た。 

 平成２３年産の罹病率――病気にかかった率

ですけども、丸トマト――大きいトマトです

ね、丸トマトで９.１％、ミニトマトで３.１％

と、例年に比べると少し多かったようでござい

ます。原因としましては、抵抗性品種の増加に

より、定植後の管理が不足していたことが原因

であると考えられます。２４年産につきまして

は、いま一度管理の徹底を呼びかけたいと考え

ております。 

 農産物安全・安心対策事業、決算額１９４万

３０００円は、安心・安全な農産物を消費者に

提供するため、生産者団体が実施します残留農

薬サンプル自主検査に対して、検査料の２分の

１以内、１万７５００円を上限としまして、ト

マト、メロン、キャベツなどの露地野菜、晩白

柚など、１１１検体に対し、助成したものでご

ざいます。 

 不用額１０３万２０００円は、計画に対し、

申請件数が少なかったことによるものでござい

ます。 

 くまもと稼げる園芸産地育成対策事業、決算

額５１３万７０００円は、気候温暖化や燃油、

資材などの価格高騰といった厳しい状況下で、

産地間競争に打ち勝ち、稼げる園芸産地の育成

を目的とし、生産組織組合などが、農業施設・

機械などを購入する経費に対して、事業費の３
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分の１以内で補助したものでございます。 

 事業実績としましては、ＪＡやつしろトマト

選果場利用組合６戸、受益面積１８９.７アー

ル、ＪＡやつしろ北部野菜果実選果場利用組合

３戸、受益面積１７５.３アールで、谷自動換

気施設及びＪＡやつしろ園芸部５戸、受益面積

２３９.６アールで、内張り二重カーテン自動

開閉装置を導入いたしております。 

 不用額１８５万円は、入札残でございます。 

 消費安全対策交付金ＩＰＭ地区推進事業、決

算額１０５１万６０００円は、キャベツ、ブロ

ッコリーなどのアブラナ科野菜の病害虫である

根こぶ病対策として、転炉スラグを活用した土

壌ｐＨ調整による被害抑制と蔓延防止を図るた

め、モデル地区を設け、試験実施したものでご

ざいます。対象地区としましては、鏡、北新

地、郡築、松高、昭和、千丁でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 熊本みかん高品質化緊急対策事業、決算額８

５万５０００円は、極わせ、わせ温州ミカンを

対象に、土壌水分制御マルチ資材を導入するこ

とで、高品質・高付加価値化を図り、気候温暖

化の影響を受けない栽培を確立するため、８戸

の果樹農家が取り組んだものでございます。 

 環境保全型農業直接支払交付金事業、決算額

５５万７０００円は、持続性の高い農業生産方

式の導入促進のため、環境保全型を重視した化

学肥料、化学合成農薬の５割軽減の取り組み

に、レンゲや麦などカバークロップやリビング

マルチなどを組み合わせた栽培体系、それと、

冬場の湛水、有機農業などに取り組んだ農家１

０戸に対し、１０アール当たり、国が４０００

円、県が２０００円、市が２０００円、合計８

０００円を交付したものでございます。 

 農事研修センター自主事業、決算額１３８万

６０００円は、農村の維持、活性化に大きく貢

献している青年農業者や女性グループの自主的

活動に対しての支援と新規就農者の確保、育成

を推進する事業に対し、負担、補助したもので

ございます。 

 土壌分析診断事業、決算額３７万８０００円

は、土壌の科学分析結果をもとに、適切な管理

を行うことにより、土の酷使から来る土壌の劣

悪化を回避し、安定した生産性の高い農業を実

現するため、土壌分析装置によりｐＨ、ＥＣな

ど９項目の分析を行っております。 

 実績といたしましては、有料分析が３４０

件、無料分析１２１件を分析いたしておりま

す。 

 特定財源３７万８０００円は、土壌分析診断

に伴う手数料でございます。 

 農事研修センター施設整備事業、決算額８２

万１０００円は、施設の非常用放送設備及び幹

線設備の改修工事でございます。 

 国営造成施設管理体制整備促進事業、決算額

４８９７万９０００円は、八代平野土地改良区

連合、八代平野北部土地改良区、八代平野南部

土地改良区、八の字土地改良区が管理する農業

用水利施設の維持管理を国・県・市が支援した

ものでございます。 

 事業としましては、農業用水利施設でありま

す用水路、排水路などが持つ水資源の涵養や洪

水防止などの多面的機能の発揮及び環境への配

慮、安全管理の強化など、施設の管理体制の構

築と管理を行ったものでございます。 

 排水機場維持管理事業、決算額４５５２万円

は、排水機場の機能、能力を維持することによ

り、円滑な排水運転を行い、農地や宅地の冠水

被害を防止するため、市が管理する排水機場１

３カ所の運転業務委託費、燃料費、修繕料、電

気料など維持管理に要した経費でございます。 

 不用額２０９万３０００円は、電気保安点検

委託の入札残が主な理由でございます。 

 排水機場維持管理事業、繰越分でございま

す。決算額９９８万３０００円は、八代南部排

水機場ポンプ満水検知器修繕料、八代南部排水
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機場ナンバー１除塵機減速機修繕、北新地排水

機場地下タンク検査管修繕などでございます。 

 九州新幹線渇水等被害対策施設管理事業、決

算額１３８万２０００円は、坂本町内に設置さ

れた九州新幹線渇水等被害施設である農業用た

め池等を維持管理するため、田上、鶴喰、渋利

の３地区に管理委託したものでございます。 

 特定財源は、八代市坂本九州新幹線渇水等被

害対策基金繰り入れ及び基金利子でございま

す。 

 土地改良施設維持管理適正化事業、決算額２

０２８万７０００円は、団体営土地改良事業以

上で造成された農業水利施設であります排水機

場の機能を維持し、延命化をさせるため、エン

ジンやポンプのオーバーホール、機械設備の塗

装、部品交換に対し、助成される事業でござい

ます。 

 平成２３年度におきましては、三番割排水機

場のエンジン及び遠心クラッチの整備、野崎排

水機場１号エンジン及び１号遠心クラッチ整備

を行っております。その他、適正化事業拠出金

でございます。 

 特定財源１３５０万円は、適正化事業交付金

でございます。 

 農地・水保全管理支払事業、決算額４４５３

万５０００円は、農家、非農家が参加する活動

組織が実施します水路の草刈り、泥上げ、花の

植栽、遊休農地の発生状況の把握など、日常管

理を行う共同活動に加え、土水路からコンクリ

ート水路への更新や農道のアスファルト舗装へ

の更新など、農業施設の延命化のため補修、更

新を行う向上活動に対し、国５０％、県・市そ

れぞれ２５％の内訳で、事業費の助成を行った

ものでございます。 

 事業の取り組みとしましては、共同活動では

１７組織、向上活動では１６組織が取り組んで

おられます。 

 市内一円土地改良基盤整備事業、決算額３億

３０５４万１０００円は、校区要望をもとに農

業振興地域内の排水路や農道などの農業生産基

盤を整備し、地域農業の振興と農業経営の安

定、農村環境の改善を行ったものでございま

す。 

 事業実績としましては、市内一円土地改良整

備事業として、集落排水改修２２カ所、４３２

２メーター、市道・農道の改良・舗装１０カ

所、１３３０メーター、非補助土地改良融資事

業として、かんがい排水路改修７カ所、１８９

７メーター、農道改良、舗装１カ所、１８４メ

ーターを実施いたしております。 

 特定財源９２００万円は、非補助土地改良融

資事業に伴う受益者分担金でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 市内一円土地改良基盤整備事業、繰越分、決

算額５１０９万４０００円は、平成２２年度の

地域活性化・生活対策臨時交付金の繰り越し事

業で、排水路改修６件、９２１メーター及び市

道・農道の改良・舗装３件、８８１メーターを

行ったものでございます。 

 土地改良融資償還補助金、決算額３億８６５

９万３０００円は、非補助土地改良融資事業の

事業費及び県営・団体営土地改良事業の地元負

担金、補助残分でございますが、負担金を八代

市土地改良基盤整備連合が、日本政策金融公庫

から借入し、１５年にわたり償還しており、そ

の償還金を補助したものでございます。 

 また、土地改良区が同公庫から借入している

分のうち、八代市が事業費を負担するものにつ

いても償還金を補助いたしております。 

 県営土地改良事業負担金、決算額６０８７万

２０００円は、県営で実施する土地改良事業の

地元負担金を事業の規定に応じて、市はその事

業費に対する負担金を支出したものでございま

す。 

 事業実績としましては、海岸保全事業は、文

政、昭和、金剛の３地区で高潮対策として堤防
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のかさ上げ、消波、樋門補修を行っておりま

す。 

 地域水田農業支援排水対策特別事業では、大

鞘川流域の新牟田、鏡町塩浜、東牟田、竜西の

４地区の排水機場及び排水路の整備でございま

す。 

 地域水田農業支援緊急整備事業では、鏡町の

北新地中央地区の客土・暗渠排水の整備、経営

体育成基盤整備事業では、平和、第二西区の２

地区の道路などの整備、基幹水利施設ストック

マネジメント事業では、県営事業で建設された

用排水路や排水機場などの土地改良施設が経年

変化などにより老朽化しているため、今後の更

新事業計画策定をするため、調査、検討に要し

た業務でございます。 

 単県農業農村整備調査計画は、鏡町塩浜地区

で、平成２４年度採択に向け、排水路……

（｢２４年でございます」と呼ぶ者あり）済み

ません、２４年ですね、２４年度採択に向け、

排水路整備、暗渠排水、客土などの事業を行う

ための調査費でございます。なお、鏡塩浜地区

の事業は、平成２４年度採択を受け、平成２５

年度から着手予定でございます。 

 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事

業、決算額７０００万３０００円は、水田の乾

田化による畑作物の導入など、地区の営農計画

に即した作物体系の確立と作業の効率化を図

り、農業経営の安定に資するため、市が事業主

体として実施しております土地基盤整備関係の

国庫補助事業で、鼠蔵地区の排水路改修に要し

たものでございます。事業につきましては、平

成２４年度完了の見込みでございます。 

 水田営農活性化対策推進事業、決算額１４３

万８０００円は、米を生産する農家へ生産数量

を配分し、需要動向に応じた計画的生産を推進

するための推進費でございます。 

 土地利用型農業緊急支援事業、決算額１１０

万円は、安定した土地利用型農業経営の確立と

地域の活性化を図る生産組織、株式会社アグリ

日奈久が導入した遠赤外線乾燥機に対し補助し

たものでございます。 

 くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事

業、決算額１０３５万４０００円は、飼料の安

定供給及び水田の有効活用に資するため、飼料

用米の低コスト生産と利用促進に取り組まれた

八代地域農業協同組合、株式会社アグリ日奈

久、グリーンフィード機械利用組合に対し、推

進活動費、機械購入費に補助を行ったものでご

ざいます。 

 不用額３８２万６０００円は、入札残でござ

います。 

 担い手育成総合支援事業補助金、決算額２２

５万円は、八代市担い手育成総合支援協議会

が、本市の農業の効率的かつ安定的な農業経営

及びこれを目指した経営改善に取り組む農業担

い手に対する支援を強化し、望ましい八代市の

農業構造の確立を図ることを目的とした研修会

や経営相談などの活動費に対し、補助したもの

でございます。 

 農業研修施設管理費、繰越分、決算額１５９

５万円は、昭和農村運動広場トイレ及び龍峯農

業研修所床の改修工事費でございます。 

 都市農村交流対策事業、決算額１００万円

は、八代市グリーンツーリズム推進協議会が、

小学生を対象に泉町五家荘地区において、農家

宿泊体験をするモニターツアー及び農家民泊・

民宿受け入れ研修などを実施したものでござい

ます。 

 地籍調査事業、決算額１億８４０３万８００

０円でございます。 

 事業の進捗状況でございますが、市全体面積

は約６８０.５９平方キロメートルで、国有林

や公有水面などの調査対象除外面積を差し引き

ました全体調査計画面積は５６０.９５キロ平

方メートルでございます。平成２３年度末まで

に２５２.６１平方キロメートルの調査を実施
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し、市全体の進捗率は４５.０３％となってお

ります。なお、残事業面積は３０８.３４平方

キロメートルで、現在の事業費ベースで調査を

実施した場合、平成５３年ごろが完了予定でご

ざいます。 

 不用額１８５５万２０００円は、補助対象事

業費、――補助申請額ですが、１５９８万円の

減と、それに付随します事務関係費が主な理由

でございます。 

 有害鳥獣被害対策事業、決算額１２０７万円

は、野生の鳥獣による農林産物の被害防止と市

民生活の安全を図るための事業でございます。 

 事業実績としましては、特定鳥獣保護管理事

業は、鹿捕獲１頭当たり８０００円を補助する

もので、八代１５１頭、坂本１４４頭、東陽１

９０頭、泉８４４頭、合計の１３２９頭分に対

し補助したものでございます。事業費の２分の

１が、県補助金でございます。 

 次に、有害鳥獣捕獲対策事業は、イノシシな

どの捕獲に要するハンター保険料や有害鳥獣許

可などの経費の一部について、八代、坂本、東

陽、泉の猟友会に対し補助したものでございま

す。 

 林産物被害対策事業補助金は、イノシシ・鹿

などの被害防止対策として、電気柵設置に対し

３基分の補助でございます。 

 不用額１５５万１０００円は、鹿の捕獲頭数

が予定頭数１５００頭より１７１頭少なかった

ことが主な理由でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 森林整備地域活動支援交付金事業補助金、決

算額３０９９万円は、近年林業の採算性悪化に

よる生産活動の停滞や森林所有者の高齢化など

により、森林の有する多面的機能の発揮に支障

を来すおそれがあるため、国と地方公共団体が

一体となって、森林整備のための地域による取

り組みに支援したものでございます。交付対象

面積が５４２０.１８ヘクタール、協定の締結

が、１７地区が実施いたしております。 

 事業としましては、作業路網の改良として、

排水不良や路肩崩壊の解消、補強、森林経営計

画作成の促進として、２４路線、施業計画を作

成するための現地調査、施業集約化の促進とし

て、施業計画などが作成されている森林で集約

化施業を行ったものであります。負担率は、国

の負担基準額が定められており、残りを県と市

が折半することとなっております。 

 不用額８２２万円は、平成２４年度から交付

金の交付方法が定額方式から事業に要した経費

に見直されたためでございます。 

 流域公益保全林整備事業補助金、決算額４０

５１万４０００円は、森林組合や森林所有者な

どが、国・県補助事業で実施しました造林５３

１ヘクタールの再造林、下刈り、間伐、坂本町

の木々子線、鳥越線、東陽町の鉄山線、泉町の

菖蒲谷線の作業道開設４路線、２９９４メータ

ーの森林整備に対し、その経費の一部について

補助を行ったものでございます。 

 不用額１４８万５０００円は、出来高の確定

で生じたものでございます。 

 緑の産業再生プロジェクト促進事業補助金、

決算額４６３５万９０００円は、生産事業者な

どに高性能林業機械の導入を推進し、作業の効

率化による生産経費のコスト削減を図り、林業

事業者の所得の増大など、林業振興を目的とし

て実施した事業でございます。 

 事業実績としましては、グラップルつきトラ

ック、集材機械フォワーダを導入いたしており

ます。 

 公有林管理事業、決算額７２０万１０００円

は、八代市市有林を率先して管理することによ

り、森林所有者への森林が持つ国土保全、水源

涵養、地域温暖化の防止などに対する理解と森

林を整備することの重要性を啓発するため取り

組んだ事業でございます。 

 事業実績としましては、渋利山、花の尾の公
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有林列状間伐及び運搬委託、公有林管理委託、

森林認証業務委託でございます。 

 特定財源４２９万７０００円は、渋利山、花

の尾の市有林間伐材売り上げでございます。 

 不用額１７８万１０００円は、入札残が主な

理由でございます。 

 林業振興団体助成事業、決算額２２万２００

０円は、林業の振興及び発展に貢献する各種団

体及び協議会の活動を支援するもので、球磨川

流域森林・林業活性化センター及び緑の少年団

に対し助成したものでございます。 

 市町村森林ＧＩＳ整備推進事業、決算額１７

０万５０００円は、平成２３年４月の森林法改

正に伴い、市町村森林整備計画を変更する必要

が生じ、この計画を作成するためには森林デー

タや地図データが必要であり、また、図面化に

おいても手作業で製作することは困難なことか

ら、森林ＧＩＳシステムを導入したものでござ

います。 

 森を育てる間伐材利用推進事業補助金、決算

額４９６万４０００円は、樹齢２１年から４５

年生の杉・ヒノキの人工林を間伐し、その間伐

材を原木市場や製材工場に出荷した際に、間伐

材生産・流通経費の一部を森林所有者などに対

し、間伐材１立米当たり４２００円、１１８２

立米に補助したものでございます。 

 八代産材利用促進事業、決算額４５２万５０

００円は、八代産材を利用して住宅を新築また

は増改築される方に対し、１坪当たり４０００

円、新築で２０万円、増改築で１０万円を上限

として助成したものでございます。 

 実績としましては、新築が３０件、増改築１

件に対し補助しております。 

 市内一円林道維持事業、決算額３１３２万３

０００円は、林道の維持管理を行い、車両通行

の安全を図るため、市内一円の林道に対する修

繕、舗装や除草委託、林道作業路維持に係る原

材料支給に要した経費でございます。 

 事業実績としましては、林道修繕工事で、坂

本１６件、泉５件、林道除草委託で、坂本２３

件、泉３件、林道・作業道整備用原材料支給

で、坂本８件、東陽・泉４件を実施しておりま

す。 

 不用額１４５万１０００円は、泉町における

林道除草作業を緊急雇用対策事業で雇用した人

員により生じたものでございます。 

 美しい森林づくり基盤整備交付金事業、決算

額１２３６万１０００円は、地球温暖化防止を

初めとする森林の多面的機能を維持増進させる

ため、林道の改良・舗装工事を実施し、計画的

な造林、間伐などの推進を図る事業でございま

す。 

 八代市におきましては、平成２１年度から平

成２４年度の事業期間で、林道樅木線舗装工事

に取り組んでいるところであります。また、林

道樅木線舗装工事は、美しい森林づくり基盤整

備交付金事業繰越分と地域活性化きめ細かな臨

時交付金事業繰越分でも取り組んでいるところ

でございます。 

 不用額７６３万９０００円は、県の補助内示

額が予算計上額より少なかったことから生じた

ものでございます。 

 美しい森林づくり基盤整備交付金事業、繰越

分、決算額５６５万５０００円は、ただいま御

説明しました林道樅木線の舗装工事費でござい

ます。 

 地域活性化きめ細かな臨時交付金事業、繰越

分、決算額２０９９万９０００円は、国の緊急

総合経済対策に基づき創設された交付金事業を

活用し、林道の舗装、安全施設設置等を行うも

ので、林道樅木線舗装工事と林道坂本山江線

に、車両通行の安全確保のためにカーブミラ

ー、ガードレールを設置いたしております。 

 フォレスト・コミュニティ総合整備事業、繰

越分、決算額３２７０万円は、林内路網の整備

を行い、搬出コストの削減など、森林整備と林
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業所得の向上を目指し、林業生産性の向上と林

業従事者の定住促進及び山村地域の活性化を図

るために、豊かな森林資源の活用、都市と農山

村の交流の促進を図りつつ、林道などの基盤整

備を行い、山村地域の生活環境の整備を行う事

業でございます。 

 事業としましては、平成１８年度から平成２

２年度と一部平成２３年度への繰り越しによっ

て実施してきたところでございます。平成２３

年度は、坂本管内の林道袈裟堂深水線と木々子

日光線の２路線、８５９メーターの開設工事を

行い、その結果、破木寺前瀬線と合わせ３路

線、総延長１万１８３２メーターが完成したと

ころでございます。 

 次のページをお願いします。 

 道整備交付金事業、決算額１億１９８０万３

０００円は、国の認定を受けた地域再生計画に

より、水源の涵養、地球環境保全など森林の持

つ多面的な機能の発揮を図るため、林道の基盤

整備を実施するもので、舗装事業として、林道

仁田尾座連線ほか５路線、改良事業として林道

南川内線ほか１路線を工事いたしております。 

 道整備交付金事業、繰越分、決算額３８２５

万円は、林道観音線の開設事業費でございま

す。 

 治山事業、決算額３０９万円は、山間地域に

おける山地災害の予防及び災害による被害拡大

を防止し、住民の生命、財産を守る目的で実施

した事業であります。 

 事業実績としましては、泉管内の宮の崎地区

において、荒廃した水路などの整備を行ってお

ります。 

 漁場環境保全事業、決算額１６３３万４００

０円は、魚の生息環境の保全、船舶航路の安全

及び漁業操業の効率化を図るために実施したも

ので、八代地先、昭和地先、鏡地先へ航路標識

設置、八千把地先、昭和地先、鏡地先の海面や

郡築、昭和、八代南部、球磨川の内水面の清掃

業務及び八代市水産振興協議会、水無川環境保

全協議会、熊本八代海地区水域環境保全創造事

業の負担金などでございます。 

 特定財源は、漁協から熊本八代海地区水域環

境保全創造事業負担金１００万円と漁港施設使

用料３万３０００円でございます。 

 栽培漁業振興事業、決算額１４２７万７００

０円は、とる漁業からつくり育てる漁業へ転換

し、資源の再生を促し、安定かつ継続的な漁業

経営を図っていくもので、ヨシエビやヒラメ、

アユ、アサリ、ハマグリなどの稚魚、稚貝及び

稚エビ放流、のり養殖振興事業補助金、栽培漁

業地域展開協議会負担金が主なものでございま

す。 

 五家荘やまめ中間育成施設管理運営費、決算

額１８９万３０００円は、泉町五家荘地区のや

まめ中間育成施設運営に伴う飼料代、人件費な

どの管理業務委託費でございます。 

 実績としましては、販売用稚魚７万尾、放流

用稚魚２万尾、放流用成魚１万６６７０尾でご

ざいました。放流は、泉町と坂本町で行ってお

ります。 

 特定財源７０万円は、ヤマメの販売収入でご

ざいます。 

 漁村再生交付金事業、決算額２８５８万８０

００円は、漁村再生計画に基づき、漁港施設等

を整備する事業で、二見漁港において物揚げ場

改良工事、泊地しゅんせつ工事、係留施設設計

業務委託を行ったものでございます。二見漁港

の工事につきましては、平成２５年を完了予定

といたしております。 

 不用額５１２万５０００円は、工事請負費の

入札残が主な理由でございます。 

 漁港台帳作成業務委託事業、決算額１８８万

円は、漁港台帳が普通交付税の基礎数値になっ

ており、これまで交付税検査時に古い手書きの

台帳であったため、測量などを行って適正な台

帳とするよう、県より指導を受け、植柳・大鞘
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・二見漁港分を対処したものでございます。 

 水産資源回復基盤整備交付金事業、決算額３

９６万９０００円は、熊本県の水産業は、漁場

環境の悪化や漁獲資源の減少など、厳しい状況

下にあることから、水産基盤施設整備や水産資

源の回復・増大を図る必要があることから、平

成２２年度より取り組んでいる事業でございま

す。 

 平成２３年度は、６月末の長雨やその後晴天

が続き、海水の淡水化と高温化によりアサリな

どが大量死滅したことにより、早期回復を図る

ため、アサリの母貝などの放流事業と鏡町漁協

にノリ養殖検査用顕微鏡購入の補助を行ったも

のでございます。 

 以上が、第５款・農林水産業費でございま

す。 

 続きまして、第１０款・災害復旧費について

御説明いたします。 

 ８９ページをお願いいたします。 

 農業施設災害復旧事業、決算額９３万２００

０円は、６月の梅雨前線豪雨により被災しまし

た二見下大野町地区用排水路修繕など７カ所に

要した経費でございます。 

 林道施設災害復旧事業、決算額９６６６万７

０００円につきましても、６月、７月の梅雨前

線豪雨により被災しました林道深水線ほか１１

路線の復旧に要した経費でございます。 

 繰越明許費２２７０万円は、平成２４年度へ

の繰越工事で、林道菊池人吉線災害復旧工事請

負費でございます。 

 不用額１１９９万８０００円は、災害査定や

実施設計による事業費の減額及び入札残が主な

理由でございます。 

 以上が、第１０款・災害復旧費でございま

す。 

 以上で、農林水産部に係る決算説明を終わり

ます。御審議よろしくお願いします。 

○委員長（中村和美君） ただいま説明のあり

ました第５款・農林水産業費及び第１０款・災

害復旧費中、農林水産部関係分について、一括

して質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） はい。４４ページので

すね、下から２番目の新商品開発支援事業です

けども、１、２、３、４、５つの商品が開発さ

れておりますが、これは、相手方はどういった

団体とか、事業所とか、わかりますか。個人か

もしれませんけどね。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、黒木農業政策

課課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。お答えします。農業政策課の黒

木です。 

 ただいまの御質問は、５件、全ての方が個人

の方であります。 

 よろしいでしょうか。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） ２３年度に商品開発さ

れたわけですから、この中で、２４年度で既に

市場に出回っているというか、もう販売につな

がったところが幾つかありますか。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、黒木農業政策

課課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） お答えします。 

 この５件については、全て５件とも、もう市

場に出回っております。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 
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○委員（松永純一君） じゃ、以上のところは

それで終わりまして。 

 次に、５０ページの真ん中の公有林の管理事

業ですけれども、公有林の列状間伐及び運搬委

託で４７８万４０００円と特定財源の立木の売

り払いが４２９万７０００円。で、恐らく、こ

れには、国県支出金の欄の１２５万が幾らか、

この間伐に入っていると思うんですが。それが

なくてもですね、この両方を比べると、約５０

万ぐらいの持ち出しで、いわゆる間伐が済んだ

というふうに理解ができるわけですね。ですか

ら、県の補助金があれば、それでも越したこと

はないわけですけども。 

 要するに、森林の手入れですから、いい財産

にしていくために間伐をすると、あるいは森林

を保全するという意味でも、間伐をしていく

と。恐らく、この林というか、山林は物すごく

出しがいいところで、木もですね、かなりいい

状況だったというふうに思います。なぜなら

ば、そういうふうに、いわゆる素材生産から運

搬、あるいは販売手数料、はい積み料等が４７

８万、そして、立木の売り払いは４３０万です

から、かなり林、山がですね、切られたという

ふうに思いますが。 

 やはり、そうでなくてもですね、間伐という

のは、手入れという意味もありますし、森林を

保全するという意味もありますから、もう少

し、これはですね、事業を拡大してやっていく

べきだろうと、私は思いますが、いかがです

か、そのあたりの可能性、今後の計画は。 

○水産林務課長（濱本 親君） いいですか。 

○委員長（中村和美君） 濱本水産林務課長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。お答え

します。 

 議員さんが言われるとおりでございまして、

昨年が５ヘクタールの間伐、列状間伐を計画し

て行いました。そして、場所次第ではですね、

Ａ材、Ｂ材、Ｃ材といいまして、Ｃ材のチップ

材関係も物すごく出た状況でございます。 

 そこで、なるだけ残材を残さない意味でも、

搬出を極力やって、上げた金額でございまし

て、本年度の、２４年度の計画が５ヘクター

ル、５ヘクタール、５ヘクタールで１５ヘクタ

ールの計画を行っております。今後いろいろ市

有林も、全体で約７００ヘクタールほどありま

す関係上、計画的に、今後も行っていきたいと

思っております。 

 以上です。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、松永委員。 

○委員（松永純一君） ３年前の、たしか１２

月の定例議会のときに、私、一般質問したと思

うんですけども。今ですね、非常に林業がです

ね、厳しいような状況になっておるわけです

ね。それで、林業後継者あたりも、どんどんい

なくなってくると。一方でですね、かなり事業

自体はあるわけですね。というのが、今、国有

林が物すごく力を入れて、森林の保全、こうい

った除間伐等に力を入れとるわけですね。です

から、今、公有林が果たす役割というのは、非

常に、私は大きいと思うわけです。 

 したがってですね、市有林７００ヘクタール

と言われましたけれども、そのときに、もう林

齢が伐期齢に達したものについては、伐採して

再生すると、いわゆる植林をしてですね、保育

をして、適期な保育をしていくというようなこ

とで、森林系を考えていく。そこにはですね、

マイナスリスクも多分あると思います。しか

し、やはり、森林組合の育成とか、やはり、後

継者育成とか、あるいは地元の雇用の拡大と

か、あるいは先ほどもありましたように、森林

の持つ多面的な機能ですね、そういったことを

考えると、公有林の果たす役割というのは、非

常に大きいと思うわけですね。 

 ですから、当時の回答では、どれだけあるか

わからないと、森林の状況がですね、それを調
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べて、そして、作業計画をつくって実施すると

いうようなことの答弁があっておりますので、

そういったいろいろのことを考えてですね、や

はり、公有林の果たす役割というものを十分に

考えてですね、今後も間伐、そういったものに

力を入れていっていただきたいという要望で

す。 

○委員長（中村和美君） はい、要望ですね。 

○委員（松永純一君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。今のの関連です

けど、私、今回一般質問の中で、ペレットの工

場という話をさせていただきまして、市長のほ

うも、それはいいアイデアだという話で、ぜひ

市のほうでも取り組もうじゃないかというよう

なことをおっしゃってました。 

 おっしゃるように、林地残材の搬入をするこ

とにおいても、道路をつくっていかなければな

らないという、いろんな公益的な利潤もあると

思うんですね。だから、そういった意味で、今

回市長のおっしゃったペレット工場というの

は、今、どの程度まで話がいってますでしょう

か。 

○委員長（中村和美君） 濱本水産林務課長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。先ほど

チップちゅうことで、ちょっと言いましたけ

ど、残材利用はペレット、チップ関係がござい

ます。八代市内にはチップ工場という形で、残

材を利用されているところもあります。 

 だけども、いろいろチップのメリットとデメ

リット、ペレットのメリットとデメリットがあ

ります。今、うちの八代市の、私たちが今検討

しているのが、八代市に一番身近なのは何だろ

うかということで、いろいろ検討してますけ

ど。 

 八代にも４大工場とか、いろいろボイラー関

係の絡みの工場さんたちもあります。今後、環

境関係の問題とかを考えます上では、併用して

使えないだろうかとか、そういう需要関係がで

すね、伸びていくことを考えれば、八代市内に

ペレット工場関係を建てて、企業として成り立

たせていかれるところが出ればですね、市とし

ても、いろんな形での応援をしていくべきでは

ないだろうかと、今考えております。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。今のお話はよく

わかりました。 

 進出したいというところの業者も、今ちょっ

とあるといった話も、ちょっと私も聞いており

ます。そこのところは、公にはできない部分で

はないかとは思いますが。 

 別なところで、お聞きしたいところがありま

して、林業振興団体助成事業の緑の少年団育成

事業助成金ってあります。この緑の少年団とい

うのは、一体どういった団体なんでしょうか。 

○委員長（中村和美君） はい、濱本水産林務

課長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。済みま

せん。 

 緑の少年団というのが、八代市内で、八代ナ

ザレ園緑の少年団、そして、八竜緑の少年団、

河俣緑の少年団、泉第二緑の少年団、泉蜂の子

緑の少年団ということで、５団体あります。生

徒数で、トータルで、合計の８８名というとこ

ろで、日ごろの、毎年うちのほうもイベントで

やってますけど、水とみどりのふれあいスクー

ル、今年度も行いますが、そういうイベントの

参加、そして、街頭募金関係とか、そういう行

事ごとにも携わって、若い時代に森林のことを

勉強するとか、インストラクターも入れてです

ね、いろんな活動にも携わってもらっていると
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ころでございます。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） そうしましたら、少年

ですから、小学生、児童というところで、中学

生に上がったら、もう卒業という形で、あとは

もう携わるような機会はないというふうなこと

でしょうか。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。 

○委員長（中村和美君） 濱本水産林務課長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。今のと

ころは、そういう状況でございます。 

 だけども、やはり、そういうイベント関係で

ですね、保護者と一緒に、お兄さん、お姉さん

ちゅうような形で参加してくれる子供さんもあ

ります。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。泉の、泉、何で

すかね、あそこ高校がありますよね。（｢分

校」と呼ぶ者あり）泉分校ですかね。あの分校

が、この間、何かちょっと新聞に、伐採すると

きに、機械に乗って試乗させられたというよう

な、初めてのことで、大変おもしろかったとい

うか、大変関心があって、興味を引くような体

験だったというお話が載ってましたけど。 

 これからですね、林業がどれぐらい活性化す

るか、私たちのやり方というか、今後の環境問

題においての一つの取り組みで、変わってくる

んじゃないかと思いますけど。そのときに、人

がいなければどうもならないという状況がある

と思うんですね。だから、その人というのは、

今、４０代、５０代の人が、いつのときに使え

るかというのはわからないわけですから、やっ

ぱり、子供の時代、小学生、中学生、高校生が

関心持てるような、そういう状況づくりを、や

っぱり山を持っている市としては、やっていか

なければいけないかなと。そういうふうに強く

感じますので、要望という形でなりますけど、

その点をよく踏まえて、今後もよろしくお願い

いたします。 

 と、もう一点、済みません。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。４９ページの担

い手育成総合支援事業補助金というところです

けど。この八代市担い手育成総合、この協議会

の、先ほど、これを活動資金というふうに、活

動費というふうに言われましたけど、具体的に

どのように担い手に対しての活動という形をさ

れているんでしょうか。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） 黒木農業政策課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） お答えします。 

 まず、担い手協議会ですが、この２２５万の

ほか、農協の７５万を追加した３００万の事業

で実施しております。 

 この協議会は、それぞれ農業研修、農家の皆

さんが研修されたときの補助金、あわせて、そ

の多くはふれあいパーティー、婚活事業です

が、そういうのを行っている協議会でありま

す。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） 婚活の事業ですか。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） 黒木農業政策課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい、そのとおり、婚活事業もやって

おります。 

○委員（前川祥子君） はい。 
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○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） そうしましたら、担い

手の育成というような、何ですかね、これ、絡

めてやっているというふうに捉えて、これを、

補助事業をここに持ってきているというふうに

考えてよろしいんですか。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、黒木農業政策

課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） ただいまお尋ねのとおりであります。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） もう少しですね、工夫

していただければなと強く思います。担い手の

育成なんですから、農業の担い手をどう育てる

かという視点でやってもらえたらなと思います

けど、まあ、それは別のところにありますか。 

○委員長（中村和美君） はい、黒木農業政策

課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） 婚活事業と申しましたが、農業後継者

を対象にしたところの婚活事業ということで、

担い手育成を、大きな意味で図っています。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） ちょっと今、そうです

ね、嫁が来なければという話ではあるんですけ

ど、嫁が来る前に、嫁が来るような状況にする

にはどうしたらいいかということですよね。も

うかっていれば、嫁も来るんじゃないかという

のもあると思うんですよ。もうかってない男

に、もうかってない男っておかしいですけど、

もうけのなく、収入の少ない、自分も働かなけ

ればいけないというのは前提にあるかもしれま

せんけど、農業においては、稼げる農家という

のが、やっぱり前提にあれば、嫁も、来手もあ

るんじゃないかというふうにも考えますし、う

ちの、私の地元の北新地なんかは、昨年から毎

月のように嫁が来るような、そういう状況でも

あります。それは、やっぱり、稼ぎがあるんじ

ゃないかと、あります。そういうところで、ど

うやったらもうかるような農業経営者を育てる

かということを、やっぱり市としても考えてい

く必要があるんじゃないかと思います。 

 いろいろと考えていらっしゃると思いますけ

ど、これが直接担い手を育てるというのじゃな

かったというのが、ちょっと残念なところであ

りますが。まあ、わかりました。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ４３ページのです

ね、４段目、いぐさ・畳表生産体制強化緊急対

策事業。これで、先ほど不用額４３００万を出

したということなんですが。予算を承認した議

会としてはですね、それだけの不用額が出たと

いうことについては、非常に問題であろうとい

うふうに思うんですが、もう一度、先ほど概略

は少し説明ありましたけれど、もう少し、ちょ

っと説明していただいていいですか、この不用

額。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、垣下農林水産

部次長。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） この事業に

つきましては、先ほど申しましたように、産地

表示のために推進している事業でございます。

二、三年ぐらい前からやっております、この事

業につきましては。 

 で、どうしても、我々とすれば、織機台数の

分だけを入れてもらいたいというのがございま

す。それで、計算をして、台数が、今、この当

初目的とした台数だったんですが、実際に生産

者のところに行きますと、もう、私は来年やめ



 

－77－ 

るとか、それか、相対でやっているから、別に

つける必要はないとか、そういう方もいらっし

ゃいます。ただ、我々とすれば、いや、それで

はいけませんよということで、これは熊本県の

表ということで、統一したところで取り組まな

ければいけないということで、お願いをしてお

ります。 

 ことしもですね、これにつきましては、また

お願いに参りました。毎年、年に１回なり、２

回なり、市の職員、農協の職員、県の職員が一

緒になってですね、推進には回っているんです

が、どうしても、これが進んでいないというよ

うな状況です。ですので、この事業をことし

も、今やってますけども、やっぱり、あんまり

そんなに普及、進んでおりません。 

 ですので、来年度事業、２５年度事業につき

ましては、もう少しちょっと、変えたですね、

せっかく県から補助金が出ておりますから、も

うちょっと何か、農家のためになるような事業

にできないのか、このあたりを県のほうと相談

しながらやっていきたいと。ですので、我々と

しては、もう入れていただきたいんですが、さ

っきも言いましたように、農家がなかなかそこ

までは意識が進んでいないというのが実情で

す。 

 織機につきまして、イグサにつきましても、

上級品と普及品というのがございまして、上級

品のほうには結構、皆さんつけていらっしゃい

ます。下のほうが進んでいないというふうな状

況があるもんですので、そういったことはです

ね、ちょっと分けないようにですね、全量つけ

ていただく。そうすることによって、スタンパ

ーというこの機械もまだ必要となりますからで

すね、そのあたりもあわせたところで、ＱＲコ

ードのタグの挿入をですね、進めていきたいと

思っております。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。非常に残念だ

なというふうに思うんですね。議会でも、この

あたりはですね、友枝議員が一番よく、お詳し

いんだろうと思うんですけれども。やっぱり、

議会なんかでも、よく八代産畳表のね、差別化

というふうなものを、やっぱり、ずっと主張を

してきて、みんなでそこを考えようよという中

で、このＱＲコードをきちんとつけていったが

いいよねということのもとに、これが予算化さ

れてきたというふうに思うんですよね。 

 それが、ちょっと進まないというのは、やっ

ぱり、逆に言うと、イグサ農家の皆さんにとっ

ては、こういったことよりも、もっと違うこと

が必要なのかどうなのかという検証がですね、

やっぱり要るのかなというふうに思います。 

 友枝議員に、少しお話を聞かせていただく

と。 

○委員（友枝和明君） 委員長。 

○委員長（中村和美君） はい、友枝委員。 

○委員（友枝和明君） 私も、１人の生産者農

家でＱＲコードつけております。これもです

ね、せっかくこの補助を受けて、まあ市も頑張

っておりますし、まだまだ、次長、これはＪＡ

とでしょうが、まだ協力的に、イ業議員連盟の

中でも勉強会もしますし、こうした取り組みの

あれも、要望に行っておりますし。中でも、と

にかく、まだまだ周知が、組合もですね、生産

者も、まだまだ八代弁で言えば、うばんぎゃ、

しっかりこう、自分のことばっかり考えて、こ

こも農協の、ＪＡの指導なんかもですね、もう

ちょっと強力に、各農家組合長さんとしてなん

かも、常に行かれよると思います。それをして

いかぬと、やっぱり上の要望なんかも、なかな

か聞いてもらうということはでけぬと思うんで

す。ここは一番大事なところと思います。強力

にお願いしたいと思います。 

 以上です。 
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○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい、い

いですか。 

○委員長（中村和美君） 橋永農業生産流通課

課長。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） 農業生産

流通課の橋永です。 

 垣下次長から話がありましたとおり、ことし

もですね、全戸訪問を、先月の９月１８日から

２７日にかけて実施いたしております。 

 今、ＱＲコードの取り組み戸数としまして

は、５８４戸の農業者中、４５３戸、約７７.

６％の家では取り組んでいただいております。

ただ、取りつけ可能な織機、１軒に３台とか、

４台持っていらっしゃいますが、２００１台中

で９７６台、５０％にいかない、４８.８％ぐ

らいの、今、ところにスタンパーがついておる

ということで。お話を聞きますと、品質のよい

物だけに、１０枚に２枚から３枚しかつけとら

ぬとか、問屋さんがそれでいいから、それでよ

かと思うとりましたとかいう話もされるところ

があります。 

 できれば、１０枚に１０枚つけてほしいとい

うことと、ＱＲコードのタグが、今後いろん

な、東北とか、畳表の助成とかに必要になりま

すからということで説明をして、ぜひ協力をお

願いしますということで、話しておりますが、

なかなか、機械も全額補助じゃなくて、２分の

１補助とか、いろいろありますもんですから、

そういうこともありまして、次長がさっき言い

ましたとおり、ほかのハーベスターとか、もっ

とお金が要る分については、新規で買って、１

０年使うような余力はないとかですね、後継者

がいらっしゃらないところはおっしゃいまし

た。私が行ったところは、後継者がいらっしゃ

るところも２軒あったんですけども、そこはで

すね、なるべく機械を導入しながら取り組んで

いきたいという、そういうお話も聞けましたの

で、いろいろな状態での場面があるんだなとい

うのを思っております。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） よろしいでしょう

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほか。 

○委員（矢本善彦君） 関連で。 

○委員長（中村和美君） 矢本副委員長。 

○委員（矢本善彦君） 関連ですばってん、こ

のイグサのハーベスター、これはもうつくりよ

らぬとでしょう。もう、あと残りが二、三十台

でしょう。ちょっとお尋ね。 

○委員長（中村和美君） どなたですかな。 

 田島農業生産流通課係長。 

○農業生産流通課副主幹兼農産係長（田島良洋

君） 農業生産流通課の田島です。 

 今、議員がおっしゃいましたとおり、ハーベ

スターにつきましては、クボタのほうのハーベ

スターが２０台ほど、今、現時点で残っている

と。経済連のほうに２０台ほど残っておりま

す。 

 今後の製造につきましては、長崎のほうの業

者とですね、お話がいっておりまして、ただ

し、２０台がはけて、ある程度の台数が、申込

みがあるような状況でないとつくらないという

ことで、話を伺っているところでございます。 

 以上です。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） イグサはですね、八代

の産地でもありますからですね、やっぱり、イ

グサをこんなしてつくれつくれといって、ハー

ベスターがなかて言うたら、何か、ねえ、将来

的に不安だから。そんなのも、長崎の業者と

ね、お話ししながら、見通しの明るい見通しに

してやらぬと、作付はしたって、ハーベスター

はもうなかげなていう話はよく聞きますもんで
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すけんね。そのあたりはですね、しっかり検討

していってください。 

○委員長（中村和美君） いいですか。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） これは、全体的な、

多分問題になってくるかなと思うし、ちょっと

ですね、先ほどの関連質問になることになっと

ですけどですね。 

 不用額の件なんですけど、今まで、きょうは

ですね、実は福祉関係と環境衛生関係の部分だ

ったもんだから、不用額について少なかったん

ですよ。そうしたら、今回農林水産部のを見た

ところですね、例えばですね、歳入歳出決算書

のですね、１５５ページの中でですね、負担金

補助及び交付金の不用額が５８００万という金

額が出とっとですよ。これは、必要だから予算

を上げとるしということで、いろいろ理由はあ

って思いますけど、こんなにも不用額が出てく

るもんだろうかていう、まず、その一つのクエ

スチョンですね。 

 そすとですね、例えば、前、合併前の町村に

おいては、中田次長がおられますので、聞いて

おられると思いますけれども。不用額をこんな

に出さずにですね、３月とか、１２月にです

ね、補正をかけて、減らかしてからですね、違

う予算に持っていくていうやり方ばしとったん

ですよ。だから、最終的に決算額で、決算の状

況で不用額が、大きな不用額というのは、先ほ

ども幸村議員が言われてましたように、議会と

しては、余りにも不用額が大き過ぎるじゃなか

ろうかと。例えば、１００万、２００万ならば

ですね、予算が大きいから、自分で理解すっと

ですけど、５０００万とかいうこてなんなら

ば、ちょっと不用額の域ば超えとるなて、もし

かすると見込み違いじゃなろうかて。それは、

それとしていいんですけど。 

 その予算をですね、不用額として扱わずに、

補正をかけてですね、減らかして、違う、また

事業に持っていくことができるとじゃなかろう

かて思いますけど、その辺のところは、どぎゃ

んふうに扱えばよかですかね、扱われるんです

かね。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、垣下農林水産

部次長。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい、この

５８００万ぐらいの、出ておりますが、ここの

中で一番大きいのが、先ほどのイグサが、これ

が４３６４万という金額でございます。あと、

残りにつきましては、ほとんどが入札をかけま

すものですので、その事業、入札残。（委員鈴

木田幸一君｢残ですか」と呼ぶ）はい。この残

につきましては、ほとんどが補助金なもんです

ので、一般財源ではない。ですので、これをほ

かに回すというのがちょっと、目的のある補助

金なもんですので、ちょっとできないというふ

うな状況でございます。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） 鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） ただ、金額的にちょ

っと大き過ぎるということもありますので、そ

れならそれで、また、違った事業のほうにです

ね、回される、あるいは、地域要望の中で、同

じような系列の事業ができるんじゃなかろうか

ちゅうふうに感じるわけですが、それはできな

いわけですか。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、垣下農林水産

部次長。 

○農林水産部次長（垣下昭博君） はい、国・

県の事業につきましては、事業のメニューがご

ざいまして、その以外の事業はできないという

ふうになっております。 

 例えば、今回イグサにつきましては、ここ
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に、今書いてます色彩選別機と、あとハーベス

ターですね、ああ、色彩選別機とハーベスタ

ー、それとＱＲコードのタグの停止装置、この

３つしか取り組めないと。ほかのことを、イグ

サの事業をこれでやろうとすると、それは事業

の目的から外れるからできないというようなこ

とで、最初からそれが。 

 ですので、先ほど言いました、このタグあた

りが結構残ったもんですので、来年度につきま

しては、県のほうと、もう少し違った事業がで

きないのか、検討させていただきたいなと思っ

ております。 

○委員（鈴木田幸一君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、鈴木田委員。 

○委員（鈴木田幸一君） まさに、私が言いた

いところはそこなんですよね。余った、不用額

として、そのまま返すんじゃなくて、その不用

額をですね、不用額にならないように、今後で

すね、県とも折衝しながらですね、拡大して、

使われるような、そういう話ばしていくなら

ば、予算そのものも、我々が決定した予算その

ものも生きてくっとじゃなかろうかて思うんで

すよ。これままならば、見た感じもそうなんで

すけれども、何でごぎゃん余らすとかいって、

余らすならば、ほかに、いいとこのあるけん、

使うたちゃよかっじゃなっかという、これはも

う、ごく当たり前の発想になってくるもんだか

らですね。ここは、もう少し検討していただき

たいなと思います。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） 今のは強く要望して

おきます。 

 ほかありませんか。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） じゃ、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） はい。５２ページの最

後のところの五家荘やまめ中間育成施設管理運

営費というのがありますが、そこで、この予算

規模なりですね、あるいはこの特定財源という

のもありますけれども。いわゆるヤマメを中間

育成しましてですね、販売ということが、もち

ろん幾らかあるわけですけど、今の育成規模か

らするとですね、販売規模といいますか、あん

まり期待できないのか、あるいは今後、２４

年、２５年と、もっともっと期待していいのか

ですね。そして、販売先というのは、どういう

ところが考えられるのか、そこいらをちょっと

教えていただきたいと思います。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 はい。 

○委員長（中村和美君） 尾﨑水産林務課長補

佐。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 水産林務課の尾﨑です。 

 ただいま御質問の件につきましては、もっと

ですね、販売のほうもふやしたいんですけれど

も、なかなか販売先がですね、個人の民宿だっ

たり、観光用の食事を出されるところとか、そ

ういった形になりますので、なかなか販売が見

込めないという現状です。 

 ただ、今後もですね、販売のほうも力を入れ

ていきたいとは考えております。 

○委員（田中 茂君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） それと、中間育成とし

てですね、何といいますか、稚魚段階といいま

すか、小さいときといいますか、そこいらで、

例えば、内水面といいますか、漁協とかです

ね、いろいろなところに販売というか、要する

に稚魚段階の販売というのは、それはないんで

しょうか。 

○委員長（中村和美君） 尾﨑水産林務課長補

佐。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 はい。放流の稚魚の販売についてもですね、

実施はしておりますけれども、２３年度では７
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万尾で７０万円だったということと、そちらの

ほうもですね、今後も、ほかの漁協さんとか、

ほかの養殖業者さんですね、この稚魚をこちら

のほうで生産した分を、ほかの養殖業者さんに

売ってですね、そちらの養殖業者さんは成魚と

して育てて、また、販売されるというようなこ

とも考えられますので、そちらのほうも、販売

のほうも今後検討していきたいと考えておりま

す。 

○委員（田中 茂君） よろしいですか。 

○委員長（中村和美君） はい、田中茂委員。 

○委員（田中 茂君） ぜひ、さらに努力を進

めていただきたいと思います。お願いします。 

○委員長（中村和美君） いいですか、友枝委

員。 

○委員（友枝和明君） 八代産農産物ＰＲ事業

ですが。（｢何ページですか」と呼ぶ者あり）

４３ページです。 

 これは、事業主体はＪＡやつしろですが、総

事業費って幾らですか。ＪＡの出し前。 

○農業生産流通課副主幹兼農産係長（田島良洋

君） はい。 

○委員長（中村和美君） 田島農業生産流通課

係長。 

○農業生産流通課副主幹兼農産係長（田島良洋

君） ＪＡが行いましたＰＲ事業につきまして

は、総事業費が５５０万８４２円でございま

す。 

 こちらは、八代市と氷川町のほうも補助して

おります。八代市は、２４１万１０００円で

す。対しまして、氷川町につきましては４４万

２０００円の補助を行っております。残りの自

己資金としましては、３１３万９８４２円が、

ＪＡの出し分でございます。 

 以上です。 

○委員長（中村和美君） はい、友枝委員。 

○委員（友枝和明君） これは、兵庫県尼崎に

おけるＰＲイベント。これに２４１万１０００

円ですか。（｢はい」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（友枝和明君） はい。 

○委員長（中村和美君） ほかありませんか。 

○委員（友枝和明君） はい。 

○委員長（中村和美君） 友枝委員。 

○委員（友枝和明君） それと、５３ページの

水産資源回復基盤整備交付金事業、アサリ放流

事業。これは、各環境、二見、日奈久、八代、

千丁、鏡、配分の基準といいますか、それは何

か、漁場の面積でどれだけとか、何か基準のあ

っとですか。稚貝、アサリの。 

○委員長（中村和美君） 尾﨑水産林務課課長

補佐。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 はい。大体基準といたしましてはですね、１

平米に５００個程度を、アサリの母貝の放流を

基準といたしております。 

○委員長（中村和美君） はい、友枝委員。 

○委員（友枝和明君） 各環境に何キロってわ

かっですか。二見漁協に何キロとか。 

○委員長（中村和美君） はい、挙手。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 はい。 

○委員長（中村和美君） 尾﨑水産林務課課長

補佐。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 はい。済みません、今ちょっと手持ちにござ

いませんので、後ほど。（委員友枝和明君「聞

きに行きます」と呼ぶ） 

○委員長（中村和美君） そうですか。そうい

うことで、行くそうですので。 

 ほかありませんか。 

○委員（矢本善彦君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） 先ほど前川さんが聞か

れました担い手ですけども。これは、たしか平
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成３年から、農事センターで始まって、ＪＡが

５０万、市が４０万払っているあれかな。違

う。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい、委員長。 

○委員長（中村和美君） 黒木農業政策課課

長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） 済みません、先ほど前川市議への答弁

もしましたが、実は、私が間違えておりまし

た。先ほどですね、大変失礼いたしました。 

 先ほど申し上げましたのは、農業後継者育成

事業です、――という農業後継者育成協議会と

いうことで、それが、先ほど言いました婚活事

業もやっている事業ですが。 

 前川市議もお尋ねもされましたし、今、お尋

ねされた分に関して、担い手育成協議会は、そ

れぞれ、先ほど言いましたように、農協からも

負担金をいただいておりますが、実は、経営体

育成支援事業といいまして、旧３割の助成事業

があります。それを受けるため、受けるためと

いいますか、それも含めて実施している事業と

いうことで、お答えをさせていただきたいと思

います。 

 大変失礼いたしました。 

○委員長（中村和美君） 矢本委員の、はい、

副委員長の。（委員矢本善彦君「５０万と４０

万、前あったばってんな。まだしてるんかな」

と呼ぶ） 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） 済みません、ただいまの御質問です。

５０万と４５万というのが、農業後継者育成協

議会という負担金になります。農協が５０万、

市が４５万です。 

 それと、先ほど、その事業というのが、先ほ

ども申し上げましたように、旧若者ふれあい促

進事業、婚活事業等を実施しております。 

 担い手育成総合支援協議会といいますのは、

県が１５０万、市と農協が７５万ずつというこ

とで、事業費３００万で実施しております。 

○委員（矢本善彦君） いいですか。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） たしか、これまで結婚

された方が１３人ってお聞きしてるんだけど、

そのうち離婚者が３件、３組、それから、結婚

はふえてるんかな。 

○委員長（中村和美君） 黒木農業政策課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） 先ほど御質問のときもありましたが、

平成３年から２３年まで、実績でいいますと、

成立した組が２３組の実績が上がっておりま

す。（｢そして」と呼ぶ者あり）その後につい

ては、失礼いたします。ちょっとわかりませ

ん。 

○委員長（中村和美君） はい、矢本副委員

長。 

○委員（矢本善彦君） あのね、やはり、もう

この市が４５万と、婚活みたいな感じだから

ね、これはもう、婚活と一緒にね、したほうが

いいと思う。やっぱり、どうしても行政は縦割

り主導でね、やっぱり、横の連携を持っていか

ぬと。昔はね、青年団とか、   とかそげん

して、みんなですね、交流があったからね、よ

かったけど、今は本当に、なかなか出会いの場

所が少ないから、これを機会に、婚活にしたほ

うが、あたたちも身軽になってよかっじゃなか

っね、と思うけども。もう答えは要らない。 

 はい、以上です。要望です。 

○委員長（中村和美君） その前に、   と

いう不適切言葉は外させていただきますので、

よろしくお願いします。（委員矢本善彦君「あ

っ、済いません」と呼ぶ） 

 はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。それでは、また

改めて、先ほどのをお伺いいたします。 
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 この３００万の八代担い手育成総合支援協議

会の、ここの具体的な活動、もう一度説明して

ください。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） はい。 

○委員長（中村和美君） 黒木農業政策課長。 

○農業政策課長兼農業委員会事務局長（黒木信

夫君） お答えします。 

 担い手協議会では、先ほど申し上げましたよ

うに、旧３割補助の農業機械等の購入助成をし

ておりますが、そのほかに認定農業者の皆さん

の研修会助成とか、女性部の研修会、各種認定

農業者等を含めまして、助成を実施している、

――研修助成をしているというのが主な事業で

ございます。 

○委員長（中村和美君） いいですか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） はい、前川委員。

（｢もう個人的に聞きなっせ。そのほうがわか

りやすかろう」と呼ぶ者あり） 

○委員（前川祥子君） わかりました。そうし

ましょう。 

○委員長（中村和美君） よろしいですか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（中村和美君） それでは、ほかにご

ざいませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（中村和美君） それでは、なけれ

ば、以上で、第５款・農林水産業費及び第１０

款・災害復旧費中、農林水産部関係分について

の質疑を終わります。 

 ありがとうございました。（｢ありがとうご

ざいました」と呼ぶ者あり） 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 次回の委員会は、１０月９日、火曜日、午前

１０時開会となっております。よろしくお願い

いたします。 

 それでは、これをもちまして本日の決算審査

特別委員会を散会いたします。 

（午後４時５８分 閉会） 
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